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はじめに

文系 DX 人材の育成にむけて

山口県立大学学長　田中 マキ子

令和４年（2022）年度秋に開始した地域活性化人材育成事業（SPARC）は、本年で3年目
を終了いたします。昨年度の「SPARC論集・報告書」に続き、本年度実施したさまざまな
取り組みの成果をまとめた第2弾をここに発行する運びとなりました。事業の折り返し地
点に立ち、次の3年間で大きく発展していくよう願いながら、また、その後の自走化への
道筋も描きつつ、みなさまのお手元にお届けいたします。

本年度はまず、「データ科学と社会Ⅰ」「データ科学と社会Ⅱ」の試行で大きな成果を上
げました。令和7年度4月からは、3学部6学科において1年生全員が履修する科目での本
格実施に向けて、授業デザイン、教育内容、教授法、成績評価方法をはじめ、対面や遠隔
に対応する各種教育機器の確認、カウンターパート教員や補助教員等の整備など、多くの
課題に対する対策を協議してきました。同時に、「データ科学のための基礎数学」やその前
段階となる「数学入門」、入学準備教育なども並行して検討を行いました。

次に、本学から提供する連携開設科目「地域学」の試行と改善、共同開設科目「DXによ
る地域課題解決（PBL）」における連携企業・団体数の増加、教学IRの仕組みの本格始動に
向けた協議も進みました。

産学公金連携については、昨年度に続き、学術協定を提携している韓国の慶南大学校と
の共同事業を行い、韓国から本学へ、本学から韓国へと訪問し、双方の教職員が知見を共
有する機会を持ちました。

さらに全国のSPARC事業実施校が集まる勉強会（サマースクール）や、一般社団法人や
まぐち共創大学コンソーシアムが開催するFD研修会など、PBLやDXに関する教職員の
教育力向上も重ねてきております。

この「論集・報告書」には、これらに関係した各方面の方々からいただいた原稿を取りま
とめて掲載しています。

令和7年度からは、本学の国際文化学部3学科（国際文化学科、文化創造学科、情報社会
学科）において、いよいよSPARC教育プログラムの本格実施となります。「文系DX人材」
の育成を目指して本学に集う学生さんたちが多くの学びを得て、大きく成長していくよう、
3大学連携のSPARC事業を進めてまいります。

2025年（令和7年）3月
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１．はじめに

近年の社会では、データに基づく意思決定の浸透および生成AIの台頭によって、デー
タ分析能力やテクノロジーリテラシーが文系・理系を問わずより一層求められている。
山口県立大学（以下、本学）は、2022年度より文部科学省の地域活性化人材育成事業

（Supereminent Program for Activating Regional Collaboration, 以下SPARC事業）に
採択され、山口大学および山口学芸大学と協働して、デジタル技術を活用し、ひとや地
域（まち・文化・教育）の課題解決に貢献できる人材の育成に取り組んでいる 1）。SPARC
事業では、このような人材を文系DX人材と呼んでいる 1）。本学の取り組みは、『国際文
化学部を再編し、従来の人文系国際文化学の強みを維持しながら、入り口となる高大接
続教育から、基盤となる数理的なマインドやデータサイエンス・DX 教育・社会学系科
目・情報活用力や行動力、デザイン思考力の強化、出口となる産学公金コンソーシアム
との地域課題解決PBLまでを見通した専門教育を再構築する』2）ことである。情報社会
学科を新設し、国際文化学科および文化創造学科のカリキュラムの見直しを行うことで
文系DX人材の育成に取り組んでいる 2）。ここでは、数理的なマインドを基盤と位置付
けており、今後開設される数理系科目は、文系DX人材を育成する上で重要な要素となる。
また、受験科目として数学を選択した学生のGPA平均は入学生全体の平均よりも高い傾
向にあることが報告されており 3）、数学的な素養が他の科目を学修する上でも役立つ可
能性が窺える。しかしながら、文系学生の多くは、数理系科目に対して苦手意識を持っ
ていること、それには数学とPC操作に対する苦手意識が影響しているという調査結果
が報告されている 4）。本学においても同様な傾向が予想される。特に数学に着目すると、
文系専攻学生が苦手意識を有する理由の一つとして、高安らは、解を求める「やり方」だ
けを学ぶ受験対策的な学習方法では、「思考する楽しさ」や「十分な理解力」は身につかず、
その後の応用力へつながらないことを指摘している 5）。そのため、高大接続教育（入学前
教育）から入学後の教育も含めて、数理系科目の教育方法を工夫する必要がある。本論
文では、関連研究の調査および本学における数理系科目の教育方法についての考察から、
学部再編によって導入される数理科目を対象として、文系DX人材の育成に適した指導
方法を提言することを目的とする。

文系DX人材の育成に向けた数理教育の
指導方法に関する一考察

山口県立大学SPARC推進室
大高 洸輝
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２．数理系科目の指導方法に関する研究調査からの考察

数理系科目の指導方法に関する既存の研究から、主に文系学生を対象とした場合におい
て、効果的な指導方法となり得るポイントを考察する。松尾らは、問題解決のために統計
分析をどのように活用すればよいか考えさせる内容で、大学生の多くが直面する就職活動
を題材とした6）。現実の問題を分析で扱いやすい変数に変換することを支援するための「良
さを変換する図」を導入した指導方法を提案し、一定の効果が見られたことを報告してい
る6）。なお、「良さを変換する」とは、例えば「企業の良さ」を「働きやすさ」と「働きがい」
の観点から統計分析できる変数に変換するということである6）。出村は、ビー玉の計測を
中心とした実習型の講義を実践した7）。グループワークを主体とすることで、高校での履
修科目や学生の能力差を補えること、学生自身で測定したデータを表計算ソフトで計算す
ることで、調査によって得たデータの扱いについても学習内容に含むことができ、高学年
次での研究活動へのステップとなり得ることを示唆している7）。井上は、学生自らテーマ
を設定し、問いを立て、問題を解決するためにグループディスカッションや共同作業を行
い、解決内容をプレゼンテーションするという内容で実践した 8）。これらを通じて、問題
解決のための意思決定や数学の有用性を実感することで、学生の数学に対する意識が肯定
的に変化し、数学の有用性や数学を学ぶ意義、数学の楽しさを理解できることを示した8）。
論文内で示された問いの具体例は、戦後の自動車保有台数の推移を表すデータを基に、社
会の変化を数学で解き明かすことであった 8）。葛城らは、数学的探究モデルを設計し、そ
れに基づく数学教材を開発した9）。教材の題材には、市販の缶コーヒーを使用した9）。受
講生に対するアンケートで、数学内容の理解・数学内容に対する深い思考・数学を用いた
問題解決方法の学びに関して80%を超える肯定回答を得たと報告している 9）。福井らは、

「使う」という観点の重要性を考慮し、自作の統計分析ソフトを用いて現実的なデータ処理
や分析を行うという実践的な内容で実施した10）。また、理論にはあまり深入りしないこと
で学生の数学アレルギーを緩和することによって、授業評価において全科目の平均と比較
して良い評価を得たことを報告している10）。親松は、身近な題材を使用し、高校のときに
数学Ⅰまでしか学んでいなくても学修できるように高校の復習から行うという配慮をした
上で、無料で使えるオンライン数学ソフト等を利用して積極的に数値計算させる、適切な
レベルの問題を繰り返し解くといった工夫を実践している11）。適切な授業内容、授業環境

（教室、授業資料や道具）、動機づけが重要であることを示唆している11）。これらの研究は、
松尾ら6）も言及しているとおり、概ね数学的モデル化過程12-13）の考え方に則っていると言
えるであろう。数学的モデル化過程とは、①現実世界の問題を、②数学の問題へ変換し、
③②の解を求め、④得られた数学的結果と現実の状況を照らして解釈することである12-13）。現
実の問題を起点とすることで、「何をやっているのか」「当該の数学内容をどのように使う
のか」という点が明確化されるため、学修の動機づけとして有効であると考えられる。ま
た、ここで示した研究では、題材として、学生にとって身近なものや関連のあるものを使
用している。学生は、学習する必要性を自身の将来との関連度合いで判断している4）とい
う調査結果もあるため、教材の題材は、受講生の将来に関連の強いものや身近なものであ
ることが望ましいことが窺える。

数学的モデル化過程12-13）とは別のアプローチによる指導方法として、大村は、文系学生
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の数学的思考を養うことを目的とし、ゲーム要素やゲームデザインを用いた授業設計を行
い実践した14）。その中で得られた学生の反応やアンケート等から有効性を考察し、受講学
生の学習モチベーションへの寄与が示唆されたこと、および、学ぶペースや学習目標を学
生自身がある程度自由に選択できる設計が好意的な反応を得たことを報告している14）。こ
の方法は、授業準備に大きなコストがかかる可能性はあるものの、学習ペースや学習目標
を受講生が選択できる設計を可能とする点が効果的であると考える。学習者の学力レベル
に合わせた教育を提供しつつ、その際に問題となるであろう成績評価の煩雑さが低減でき
る可能性がある。

３．本学における数理系科目の指導方法からの考察

本学において、筆者がこれまでに担当した数理系科目の指導方法から、今後の数理系科
目教育について考察する。筆者は、2023年度から本学の基盤教育科目である「コンピュー
タ・リテラシー」および「データサイエンス演習」を担当している。「コンピュータ・リテ
ラシー」は1年次必修科目であり、本学の全学生が受講する。PCを使用した演習形式で授
業を実施するため、3学部5学科の学生を原則学科ごとの6クラスに別けて授業が行われた

（学生数が100を超える学科は半数ずつ2クラスに別けられた）。1クラスあたり60名程度
であった。授業は複数名の教員で担当し、1クラスあたり2名の教員があてられる。主に
文書作成ソフトや表計算ソフト、プレゼンテーションソフトの使い方に関する内容である。
基本的に、全クラスで同様な内容である。2024年度については、SPARC事業の取り組み
の一環で、授業回数の半分は山口大学から配信される講義形式となったため、表計算ソフ
トの使い方を主体とした内容であった。表計算ソフトの学習では、データ分析を行ったた
め考察の対象とした。授業時における学生対応および授業時間外における学生対応から、
PC操作に関する苦手意識を口にする学生が多い印象をもった。PC操作に対する苦手意識
が数理系科目の苦手意識に影響するという内田の調査結果4）と同様な傾向が窺えるため、
文書ソフトや表計算ソフトなどの使い方の学習を通じて、PC操作に慣れる機会を提供し
たことは有意義であると考える。ただし、様々な情報サービスやツールが大量に新出され
る昨今の社会状況を鑑みて、文系DX人材育成という観点から、様々なデジタルツールを
使いながらPC操作に慣れることができる授業設計とすることが望ましい。「データサイエ
ンス演習」は1年次必修科目であり、「コンピュータ・リテラシー」と同様なクラス別けお
よび授業形式、教員割振りで実施された。大量のデータを効率的に分析することを念頭に
置いた設計となっているため、Pythonプログラミングや表計算ソフトを用いた統計分析を
主体とした内容である。概ね全クラスで同様な内容であるが、担当教員による授業進度の
違いや、学科ごとの特性に合わせたカスタマイズを行うため、クラスごとに授業内容が異
なる場合があった。筆者の担当したクラスは、看護学科であったため、全15回の授業のう
ち、7回分をPythonプログラミング（筆者主担当）、8回分を統計学の基礎的内容（非常勤
講師主担当）という構成で行った。ここでは、筆者主担当の部分を取り上げ考察する。図
1に2023年度に実施した授業における課題の一例を示す。与えられたデータの基本統計量

（平均値と標準偏差）を計算するプログラムを作成するという内容である。学生は、基本統
計量について、非常勤講師主担当のパートで学習済であったため、平均値と標準偏差の計
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算方法は知っているという想定で授業を実施した。平均値および標準偏差を求めるまでに
手順をリスト化して提示し、各手順について、例題を使いながらプログラムのコードとの
対応を説明した。課題については、プログラムのテンプレートを提示し、穴埋めすること
で課題の要求を満たすプログラムが作成できるようにした。授業時における学生の取り組
み状況の観察から、「何をしたらいいのか分からない」という反応を示す学生が複数名いる
様子が窺えた。これは図1に示した課題例の場合だけでなく、授業全体において同様な傾
向であった。受講生は看護学科の学生であるため、プログラミングに不慣れであることに
加え、「なぜプログラミング学習が必要なのか」という学習の動機づけが希薄であり、学習
のモチベーションが低かった可能性がある。そのため、2024年度に実施した授業では、図
2に示すように、学生がより興味を持ちそうな題材を扱い、課題のヒントも穴埋め式から

図1　2023年度に実施した授業の課題例（左：問題、右：リスト化した手順）

図2　2024年度に実施した授業の課題例（左：問題、右：課題のヒント）

並べ替え式へ変更した。これによって、「何をしたらいいのか分からない」という反応を示
す学生は減少し、授業への取り組み状況も2023年度より改善した印象であった。何をやっ
ているのか分かりやすいこと、および、学生の興味を引きやすい題材を扱うことが望まし
いと考えられる。しかしながら、分かりやすさや興味の引きやすさを重視した結果、非常
勤講師主担当部分の統計学パートとの接続が弱かった点は改善が必要である。

４．今後の数理教育の指導方法に関する提言

2章および3章の考察から、今後本学で実施する数理教育の指導方法について提言する。
関連研究において、学生の満足度が高かったり、効果的であることが示唆されていたりする
ものの多くは、数学的モデル化過程12-13）の考え方に則っていることが分かった。そのため、
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本学における数理教育でも数学的モデル化過程12-13）の考え方に則って、①現実の問題を起点
とし、②数学の問題へ変換し、③②の解を求め、④得られた数学的結果と現実の状況を照ら
して解釈するというサイクルで授業設計することが望ましい。これによって、「何をやって
いるのか」が分かりやすくなり、当該科目内容の有用性を明確化しやすくなると考えられる。

数学的モデル化過程12-13）に基づいた授業設計について考える。まず、教材の題材として、
学生の興味を引きやすいものや学生の将来との関連性が強いものを取り上げることが効果的
であると考える。これは、学習の必要性の判断基準が学生自身の将来との関連度合いである4）

こと、および、筆者の実施した授業における学生の取り組み状況の観察から得た所感より示
唆される。また、このような題材の配慮は、①の過程の充実化に寄与すると考えられる。次
に、②の過程に着目すると、現実の問題を数学の問題へ変換する際に、問題の捉え方をトレー
ニングする必要があると予想される。松尾らの「良さを変換する図」は、この過程の支援を
目的としているが、実践結果では、抽象的な良さから具体的な良さへの変換は多くの学生が
できたものの、統計分析の変数となるような指標への変換には苦戦する学生が多かったと報
告している6）。これは、対象を数値的に捉えるトレーニングを別途実施する必要があること
を示唆している。例えば、フェルミ推定15）を導入することで、対象の数値化トレーニング
を行うことが考えられる。フェルミ推定でよく用いられる題材の例として、「シカゴには何
人のピアノ調律士がいるか？」を推定するものがある。この問題に対して、「1．シカゴの人
口は○○万人とする」「2．1世帯あたりの人数を平均○○人とする」…というように、もっ
ともらしい仮定を重ねて目的の数値を推定していくため、問題を数値的に捉えられるように
なるためのトレーニングに向いている可能性がある。これによって、数学的モデル化過程に
おける②の過程の充実化につながると考えられる。数学的モデル化過程における③の過程で
は、これまで受験対策的に実施されてきた従来の数学授業のような内容が考えられる。①お
よび②の過程を経た上で実施すれば、従来よりも内容の理解度が向上する可能性があると考
える。最後に、④の過程を実施することで、当該科目内容の有用性や限界を実感でき、効果
的な学習となることが期待できる。

５．まとめ

文系DX人材の育成に適した数理教育の指導方法について提言することを目的として、
関連研究の調査、および、本学における数理系科目の教育方法から考察を行った。提言の
概要は以下のとおりである。

•　数学的モデル化過程に基づいて授業設計する
•�　教材の題材として、学生の興味を引きやすいものや学生の将来との関連性が強いも
のを取り上げることで、数学的モデル化過程における①の過程が充実化される可能性
がある

•�　数学的モデル化過程における②の過程の充実化のためには、別途、対象を数値的に
捉えるトレーニングを要する可能性がある

•�　数学的モデル化過程における①および②の過程を経た上であれば、従来の数理教育
方法でも内容の理解度が向上する可能性がある

•�　数学的モデル化過程のサイクルを回すことで、科目内容の有用性や限界を実感でき
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る可能性がある
今後の課題として、本論文の提言を実践し、結果を分析する必要がある。また、学生自

身で学ぶペースや学習目標をある程度自由に選択できたり、学生の能力差を補う仕組みを
導入したりするなど、教育内容の充実化を図る必要がある。

参考文献
1）地域活性化人材育成事業SPARC、（2025.02.12 検索）https://www.yamaguchi-sparc.jp/
2）�地 域 活 性 化 人 材 育 成 事 業 SPARC・ 取 り 組 み、（2025.02.12 検 索 ）https://www.

yamaguchi-sparc.jp/project/
3）�塩見均（2016）．文系学生の数学的素養の現状，そして入試での数学選択状況と入学後

の成績との関係について．大学入試研究ジャーナル，26，179-185，doi.org/10.57513/
dncjournal.26.0_179．

4）�内田いづみ（2023）．文系学生に対するAI・データサイエンス教育の効果的アプローチ
の考察．駿河台大学論叢，65，85-96．

5）�高安小粋，鈴木麻美（2018）．数学的思考を身につける数学教育を目指して．Journal of 
Quality Education，9，39-52．

6）�松尾由美，玉田和恵（2024）．文系大学生を対象にしたデータサイエンス教育における
数学的モデリング能力育成に向けて．江戸川大学紀要，34，215-223．

7）�出村雅実（2024）．幅広い学力層の大学生に行ったSTEAM教育の実践について．流通
経済大学流通情報学部紀要，28(2)，119-130．

8）�井上秀一（2018）．文系大学生の数学的リテラシーを高める教育―数理科学的問題解決
を通して―．全国数学教育学会誌，数学教育学研究，24(1)，91-97．

9）�葛城元，黒田恭史，林慶治（2017）．数学教育における知識創造を目指した数学的探
究モデルの設計と教育実践．知識共創，7，IV 3-1-IV 3-12，http://www.jaist.ac.jp/
fokcs/．

10）�福井正康，細川光浩，奥田由紀恵（2009）．文系学部における数理系教育の試み．教育
情報研究，Special，121-122，doi.org/10.20694/jjsei.Special.0_121．

11）�親松和浩（2020）．文系大学生に向けた数学授業の展開―大学から数学再チャレンジを
目指して―．核データニュース，127，63-69．

12）�三輪辰郎（1983）．数学教育におけるモデル化についての一考察．筑波数学教育研究，2，
117-125．

13）�西村圭一（2001）．数学的モデル化の教材開発とその授業実践に関する研究―高等学校
数学科を中心に―．学芸大数学教育研究，13，125-134．

14）�大村鍾太（2017）．文系学生への数理モデル教育におけるゲーミフィケーション実践．
桃山学院大学総合研究所紀要，43(1)，253-270．

15）�Philip, M. (1963). Letters to the Editor. American Jaurnal of Physics, 31(8), 626-627.

10 地域活性人材育成事業・2024年度　SPARC教育プログラム論集・報告書Vol.2



第２部

SPARC 教育プログラムの試行　研究ノート





はじめに

人的・物的リソースを有効に活用することで持続可能な地域社会を支える取り組みは全
国の大学で展開されている。山口市では、山口大学、山口県立大学、山口学芸大学の三大
学が連携したやまぐち共創大学コンソーシアムが展開されている。これは、山口大学を主
幹校に、山口県立大学と山口学芸大学が「ひとや地域（まち・文化・教育）の well-being に
貢献する文系DX人材の育成」のため、各大学の強みを活かしつつ行う事業である（一般社
団法人やまぐち共創大学コンソーシアム, 2022）。三大学が連携して、文理横断教育、デー
タサイエンス教育、知的財産教育、地域理解、DXによる課題解決（PBL）等の充実を目指
し、各大学の強みを活かした連携開設科目・共同開設科目を開設し、文系DX人材の育成
を目指し、取り組んでいる。文系DX人材が有する力を育成する教育プログラムは「SPARC
教育プログラム」と呼ばれ、「STEAM人材育成系列」と「DXによる地域課題解決PBL系列」
の二つのフレームワークから構成されている。

ところで、文部科学省が2013年度に立ち上げた「地（知）の拠点整備事業」通称、大学
COC (Center of Community) は、自治体と連携し全学的に地域を志向した教育・研究・社
会貢献を進める大学等を、文科省が支援した。山口県立大学が申請した取り組みは、山口
県内で唯一採択され、少子高齢化が進む山口県における現実的な地域課題に取り組み、地
域の元気を生み出す拠点として、県民の生活の質、QOLの向上に資する地域貢献活動を展
開すべく、附属地域共生センターを中心的な窓口として、学外研究機関、企業、NPO、地
域コミュニティ等との交流及び連携を積極的に推進している。また、公開講座の充実等に
取り組むとともに、認定看護師・管理栄養士等のスキルアップや小中高等学校教員等の研
修機関としての役割を積極的に果たしている（山口県立大学, 2013）。

地域学

地域学の定義は多岐にわたるが、内田（2022）は先行研究を概観し、地域学は学校教育に
おける郷土教育や、社会教育・生涯教育の分野において発展してきたことを紹介している。
樋口（2012）によると、地域学は多様な形で展開されており、その推進主体は主に3つに分
けられる。第一に、生涯学習推進施策として、都道府県や市町村が地域に関する学習機会（県
民大学、市民大学など）を提供したり、地域の自然・文化に関する講座やセミナーを開催し
たりするケースがある。第二に、地域振興や地域文化振興施策として、行政が地域学を手法

地域学・国際文化実践論の試み
−グループワークで取り上げられた地域課題に着目して

山口県立大学SPARC推進室
地域学（DX推進）担当

東　宮史
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として推進するケースがある。この場合、行政は住民による調査研究活動を支援し、市民団
体も地域の調査研究を目的とした活動（学習会、研究大会、出版など）を行う。第三に、大
学が地域貢献の形として地域学を選択するケースがある。大学は地域を対象とした調査研究
を総合化し、地名を用いた地域学を展開したり、学生向けの講座を開設したり、地域住民向
けの公開講座を開催したりする。

国際地域学会（RSAI: Regional Science Association International）を中心に、「地域研究」や
「地域科学」という学問分野が発展してきた。日本においては、日本地域学会がその構成学会
である。日本地域学会によると、地域科学は「地域に関する総合的で学際的な学術研究の進
展」をはかることを特徴としている（日本地域学会）。早川（2017）先行研究を概観しつつ「地
域学」の特性を整理した。その中で、地域が抱える複雑な問題を理解するためには、経済学、
政治学、社会学、文化人類学、地理学など、多岐にわたる学問領域の知見を総合的に活用す
る必要があることを指摘した。これは、地域学が単一の学問分野では捉えきれない多層的な
課題に取り組む学際的な学問であることを示唆している。さらに、早川（2017）は、研究成
果を地域社会に還元するためには、地域に学ぶためのフィールドワークが不可欠であると主
張した。フィールドワークは、理論研究だけでは得られない、地域の実情や住民の生の声を
直接的に把握するための重要な手段である。地域に根ざした研究を行うことで、地域社会の
ニーズに即した実践的な知見を獲得し、地域貢献へと繋げることが可能となる。

山口県立大学では、「DXによる地域課題解決PBL系列」科目の一環として、2023年度よ
り「地域学（現行カリキュラムでは国際文化実践論）」を開講している。国際的な教養と行動
力を身につけるためには地域に出て実践的な学びが必要であるという考えに基づき、フィー
ルドワークの手法に着目し、その倫理的・実践的な課題を理解し、地域住民と交流するこ
とで基礎的な知識・態度・行動力を育むことを目的としている。SPARC教育プログラムは、
SPARC教育プログラムルーブリックに基づき評価する。本授業では「地域の特性や特色につ
いて理解し、自ら課題を抽出する力」の育成が掲げられている。

学習到達目標は、以下の3点を想定している。
1.　�国際的な教養や行動力の基礎力となる「地域に出て実践的な学びを行う」ための基礎

的知識を理解すること。
2.　フィールドワークの基礎的スキルが身に付いていること。
3.　�課題を理解し、実際に地域に出かけて地域住民と交流することで基礎的な知識・態度・

行動力を育むこと。
2023年度開講された地域学・国際文化実践論の試行において、いくつかの重要な課題が浮

き彫りになった。まず、対面・リモート双方の学生に対する公平性の維持が不可欠であり、
リモート教室の音声問題や発言時の不具合に対し、使用機器の特定や接続確認の徹底、教員・
外部講師のPC利用制限などの改善策が必要である。次に、リモート学生の質問機会を確保
するため、質問へのハードルを下げる必要があり、カウンター教員の役割強化、TAの積極
的活用と事前協議が重要となる。また、文系学生にとって難解なデータサイエンス等の内容
は、綿密な計画と配慮が求められる。さらに、学生間交流の機会が少ないという課題を解消
するため、メタバース活用など新たな試みを通じた学習の質向上が期待される。また、大学
間の履修者数の差から生じるグループ分けの不公平さも考慮する必要がある（東, 2024）。

今年度実施された「地域学・国際文化実践論」は、山口県立大学国際文化学部の2年生61
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名と、山口大学教育学部、国際総合科学部、人文学部、経済学部の2年生と3年生7名の計
68名を対象に開講された。授業は山口県立大学の教員6名に加え、行政や企業からの外部講
師が山口県立大学または山口大学にて対面形式で行い、その様子はパートナー大学のリモー
ト教室へ配信された。講義は録画され、LMS（Learning Management System）上に保存さ
れたほか、課題の配布・提出もLMSを通じて行われた。

授業は全15回で構成され、講義内容は多岐にわたった。6回は山口県立大学国際文化学部
の教員がオムニバス形式で講義を行い、地域学の基礎概念や国際文化、多文化共生などにつ
いて幅広く学んだ。地域課題を理解するため、外部講師を招聘した講義を5回行った。行政
からは、山口県総合企画部デジタル推進局と山口市総合政策部企画経営課より外部講師をお
招きし、山口県と山口市が考える地域課題について講義があった。地域で展開する企業・組
織からは、西京銀行と株式会社丸久から外部講師をお招きし、現実社会で実際にある地域の
課題に向き合う講師の情熱や経験談は、受講する学生たちに大きな刺激となった。そして統
計についての理解を深めるために、兵庫県立大学から外部講師をお招きし、データを注意深
く見ることは、目の前の課題を客観的に理解し、課題解決策を見つけ出すための有効な手段
であることを学習した。質疑応答の時間も設けられ、学生は地域が抱える課題について改め
て認識を深める機会となった。

グループワークと発表

昨年度の反省を踏まえ、グループワークの重要性を再認識したものの、山口大学の履修学
生が7名と少なかったことから、山口県立大学の15グループと山口大学の2グループに分か
れて活動を行った。グループの編成にあたっては、以下の手順を踏んだ。

1.　�地域課題の検討：学生個々が山口県が直面する地域課題について検討を行った。
2.　�企画書作成：各学生が検討内容に基づいたフィールドワーク企画書を作成した。
3.　�グループ化：回収した企画書を参考に、類似テーマに取り組む学生をグループ化した。
4.　�グループ活動：ランダムに編成されたグループで3週間にわたって活動を行い、フィー

ルドワーク企画書を作成しプレゼンテーション資料を準備した。そのうちの1回は、
大学間でのコミュニケーションを図るため、メタバースを利用した。

5.　�プレゼンテーション：各グループが活動成果を発表した。発表は4つの教室に分かれ、
各教室に教員2名を配置して行われた。

グループワークで取り上げられた地域課題

各学生が作成したフィールドワーク課題は、Microsoft Formsを使い報告され、グルー
プ作成のために整理した。類似テーマごとにグループ編成を行い、山口県立大学は15グ
ループ、山口大学は2グループに区分された。未提出学生については、ランダムな割り当
てを行った。各グループの最終プレゼンテーションタイトルを、表1に示す。
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表１　グループ別最終プレゼンテーションタイトル
グループ タイトル

1 宮野にいろどりを
2 山口県の若者の流出を防ぐ
3 若者の流出抑制
4 山口県の若者の転出が多いのはなぜか
5 若者に優しいまちづくり
6 外国人に対する日本語教育
7 Support to Foreigners
8 過疎地域における高齢者支援
9 地域活性化による利点と問題点
10 観光産業における課題解決
11 公共交通機関の減少が与える影響
12 山口県内の祭りの伝承
13 少子高齢化が進む現代における、地域のスーパーマーケットの生き残り

戦略とは
14 車社会「山口」の運動不足による老化促進問題
15 山口の人口流出と地域衰退を食い止めることができるか
16 山口市の小学校ICT導入
17 山口市のインバウンド

各グループがまとめた地域課題や問いの内容は、テキスト型データの分析方法「計量テ
キスト分析」を用い分析した。分析には、日本語テキスト型データ分析システムKH Coder
を利用した。初めに、テキスト欠損値や誤字脱字の修正を行い、データのクリーニングを
行った。さらに、ひらがな表記、同義語などを統一し、表記の揺れをエクセルの置換作業
によって修正した。抽出された語を確認し、複合語として強制的に抽出したい語を設定し
た。強制的に抽出した語は、「外国人」「観光客」「観光地」「高齢者」「高齢化」である。設
定した整った分析用データをKH Coderに読み込ませ、テキスト計量分析を行った。表2
に各グループにおける地域課題や問いの上位10の頻出語を示す。頻出語で多かったのは、

「山口」「減少」「若者」「人口」などであった。

表2 グループワーク「地域課題や問い」の頻出語（上位10語）
頻出語 出現回数 頻出語 出現回数
山口 14 地域 9
減少 11 高齢者 8
若者 11 支援 8
人口 11 高齢化 7

外国人 9 進む 6
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各グループがまとめた地域課題の内容について、共起ネットワーク図を、図1に示す。
比較的強く結びついているものが自動的に検出され、グループで色分けされるものは、サ
ブグラフ（Subgraph）として現れる。具体例を見ると、

・　山口県の課題は、高齢化率の増加、若者の減少である。
・　�地域では、必然的に高齢者人口は増加し、若者の人口は減少するなど、過疎化が進

む一方だ。
・　�ニューヨークタイムズに取り上げられ、外国人観光客が10万人を超えると予想され

ているが、山口市の人口半数を超える外国人観光客を受け入れた時に予想される問
題は何か。

・　�在日外国人への支援は十分ではないのではないか。
・　�祭りによって地域がどのくらい活性化しているのだろうか。

などであった。

図1 地域課題の内容についての共起ネットワーク

考察

本授業の学習到達目標の一つに、「地域の特性や特色について理解し、自ら課題を抽出
する力」の育成が掲げられている。しかし、学生たちがグループワークで取り上げたテー
マを見ると、既に顕在化している課題に着目している傾向が見受けられ、地域固有の潜在
的な課題や、より複雑に絡み合った課題群への深掘りが不足している点が課題として挙げ
られる。地域学はその学際的性格上、学生の知識には限界があると考えられる。

学生たちが取り上げたテーマは、若者の県外流出や高齢化など、地域社会が共通して抱
える課題が中心であった。これらの課題は、山口県をはじめとする地域社会において既に
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広く認識されており、その重要性は言うまでもない。しかし、これらの課題は表面的な現
象であり、その背景にはより複雑な要因が潜んでいる可能性がある。地域社会には、顕在
化している課題の陰に隠れた潜在的な課題が数多く存在する。例えば、地域文化の衰退、
コミュニティの希薄化、若者の流出などは、地域社会の活力を低下させる要因となる。ま
た、これらの課題は、複数の要因が複雑に絡み合って発生している場合が多く、その解決
には多角的な視点からの分析が不可欠である。

学生たちのグループワークでは、これらの潜在的な課題や、複雑に絡み合った課題群へ
の深掘りが十分に行われていない点が課題として挙げられる。その原因としては、知識不
足、視点不足、時間不足の3点が考えられる。知識不足とは、地域社会に関する専門的な
知識や、課題分析の手法に関する知識が不足していることである。視点不足とは、既存の
枠組みにとらわれ、多角的な視点から課題を捉えることができていないことである。時間
不足とは、限られた時間の中で、十分に議論を深めることができていないことである。

これらの課題を克服するためには、地域社会に関する専門的な知識や、課題分析の手法
に関する知識を習得するための講義や演習を充実させることに加え、既存の枠組みにとら
われず、多角的な視点から課題を捉えるための活動やフィールドワークを実施する必要が
ある。今年度の授業では、フィールドワーク企画書の作成は行ったが、その企画書をもと
に実際のフィールドワークを実施するには至っていない。フィールドワークは、地域の実
情や住民の声を直接的に把握する上で重要な手段であり、地域に根ざした研究を通じて地
域社会のニーズに即した実践的な知見を獲得し、地域貢献へと繋がる。今後の課題として、
フィールドワークの実施体制を整備し、学生が地域社会と直接的に関わる機会を設けるこ
とが挙げられる。

まとめ

地域社会の課題解決に貢献しうる人材育成を目的とする地域学においては、座学に偏ら
ず、地域の実情に触れる機会を設けることが重要である。しかしながら、現状の授業設計
では、地域社会に関する専門知識や課題分析手法の習得に重点が置かれ、多角的な視点か
ら課題を捉えるための活動やフィールドワークの実施に至っていない点が課題として挙げ
られる。地域の実態把握には、文献やデータ分析に加え、地域住民との交流や地域文化へ
の触れ合いを通じた生きた情報が不可欠である。文献やデータは過去の情報を中心とした
ものであり、情報提供者の意図や偏見が混入している可能性も否定できない。今後、更な
る対策を講じることで、学生たちが地域社会の潜在的な課題や、複雑に絡み合った課題群
を深く理解し、より本質的な解決策を提案できるようになることが期待される。

引用文献
一般社団法人やまぐち共創大学コンソーシアム（2022）.
　https://www.yamaguchi-kyoso.or.jp
内田忠賢（2022）.「地元学・地域学の系譜−『都市民俗生活誌』の成果から−」『奈良女子
大学文学部研究教育年報』第17号, 49-55.
早川公（2017）「『地域志向教育』とは何か−地域学、フィールドワーク、拡張現実−」
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『教育・学習支援センター紀要』第1号, 17-25.
東宮史（2024）「地域学・国際文化実践論の試行」『SPARC教育プログラム論集・報告書』
Vol 1, 73-78.
樋口真己（2012）「地域づくりにおける『学び』と『参加』の関係性についての研究−地域学
の視点から−」『西南女学院大学紀要』16, 123-134.
日本地域学会「入会案内」http://jsrsai.jp/ja/membership
山口県立大学（2013）「事業の採択について」
　https://www.yamaguchi-pu.ac.jp/au/ap/mb/coc-gaiyou/
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１．背景

2022年、山口大学・山口県立大学・山口学芸大学による「ひとや地域（まち・文化・教育）
のWell-beingに貢献する文系DX人材の育成」という取組みが文部科学省事業「地域活性化
人材育成事業～ SPARC ～」で採択され、翌2023年度から3大学でSPARC教育プログラム
が始動した。山口県地域のSPARC教育プログラムは「STEAM人材育成系列」と「DXによ
る地域課題解決PBL系列」の２本柱で構成され、3大学共同で実施する科目、さらに各大
学で文系DX人材を育成するための特色ある科目が開講されている。このうち、「DXによ
る地域課題解決PBL系列」の中にはPBL（Project-Based Learning）を実践する科目が配置
されており、山口県内の企業・団体・自治体などと連携し、学生が社会的課題の解決に取
り組む内容となっている。

本稿では「DXによるPBL合同発表会」（以下、合同発表会）について言及する。これは、
上記のPBLに関する活動報告の場として学期末（2月中旬）に開催される、3大学合同の発
表会イベントのことである。会場にはPBLに関心をもつ企業・団体・自治体、大学の教職
員・学生、高校の教職員などが出席し、学生の1年間の活動について耳を傾ける。本稿の
執筆時点で、第2回が開催されている。

筆者らは「DXによるPBL実施部会」（以下、PBL実施部会）のメンバーとして、過去2
回の合同発表会の企画を担当した。第1回での反省を踏まえ、参加者がより高い満足感を
得られるようにと議論を重ね、第2回のプログラムを作成した。後述のとおり、新たに導
入した「PBLテーブルトーク」という企画は参加者から非常に高い評価を得ることができ
た（特に学生と企業・団体・自治体から）。

そこで本稿では、今後、企業・団体・自治体を招いて開催する成果発表会などにおいて、
「学生と企業・団体・自治体が対話する企画」を取り入れる際の一助となるよう、筆者らが
実践した第2回の合同発表会の内容について報告する。まず、前提となる第1回の概要と

「PBLテーブルトーク」を取り入れたPBL合同
発表会の企画と実施
－ 学生と企業・団体・自治体が対話する場の創出に向けて －

末本 哲雄1,2，池田 祥人1,2，辻 多聞1,3，川尻 剛士1,3，多賀谷 勇治1,4，
谷田 明夫1,5，高下 正明1,6，河本 博史1,7，吉村 耕一1,2

1 一般社団法人やまぐち共創大学コンソーシアム 連携教育プログラム委員会 DXによるPBL実施部会
2 山口県立大学 SPARC推進室
３ 山口大学 教育・学生支援機構

４ 山口大学 総務企画部
５ 山口大学 地域未来創生センター

６ 山口学芸大学 教育学部 
７ 山口学芸大学 学生部
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その反省点を示す。次いで、第2回の概要、そのための準備、当日の様子を記載し、最後
に参加者アンケートの結果を取りまとめる。

２．前回（第1回）の合同発表会について

２．１．第1回の概要
2023年度に実施した第1回の合同発表会のプログラムを表１に示す。この時のメインプ

ログラムは「PBL講演発表」と「PBLポスター発表」の２つとした。
まず、各大学の代表として選ばれた1チームずつが口頭発表を行う。その後、全てのチー

ムがポスター発表を行う。全チームの中から特に印象に残った発表について参加者全員で
投票する。そして、得票数の多かった上位3チームを表彰する。

これにより、「全体報告会という形式を利用したPBL活動の着地点」 「学外者に向けた
PBL活動のお披露目」 「学生-学生、学生-社会人での意見交換を通した学習の機会」といっ
た目的をカバーしつつ、第1回目ということも考慮して極めてスタンダードなプログラム
を採用した。

表１　第1回 「DXによるPBL合同発表会」のプログラム （2023年度版）
プログラム 概要 時間

開会挨拶 主催者代表による開会挨拶 5分
SPARC事業及びPBLについて 本合同発表会の背景説明 10分
PBL講演発表 各大学の代表学生（チーム）の口頭発表 （３件） 30分
PBLポスター発表 学生（チーム）のポスター発表 （前半・後半） 70分
ベストインプレッション賞の表彰式 ポスター発表で上位3チームの表彰 10分
講評 本合同発表会に対する講評 5分
閉会挨拶 主催者代表による閉会挨拶 5分
交流会 自由参加の会話 60分

（注） 本稿で言及する第2回との比較においては、「PBL講演発表」と「PBLポスター発表」の
２つについて注目されたい （他のプログラム内容に大きな変更がないため）

２．２．第1回での反省点と第2回の企画方針
第1回の合同発表会は2024年2月15日に開催した。参加者数156名（学生42名、大学教

職員80名、企業・団体・自治体29名、高校教職員5名）であった。参加者アンケートに
おいて、ある企業から「多くの学生さんが開かれた場で発表できる機会は大変貴重な学び
の場だと感じました。私も大変勉強になりました。開催頂き誠にありがとうございまし
た。」との感想が得られた。また、会場内でも3つの企業から「PBLの連携先として検討し
たい。進め方について詳しく聞きたい」という旨の問い合わせを受け取った。

第1回として一定の成功を収めたと言える。しかし、当日の会場の様子や参加に至らな
かったいくつかの企業の反応を踏まえ、後のPBL実施部会において「学生の活動について
は興味深く拝見するものの、業務時間を割いて合同発表会に参加することに、あまりメリッ
トを感じないのではないか」といった懸念が話し合われた。また、学生にとっても「割り当
てられた時間に、自分たちの活動内容を発表するだけ」に過ぎず、合同発表会の内容に改
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善の余地があると感じられた。そこで、次の第2回の開催においては、皆にとって「参加型」
の合同発表会になるよう、より活発な意見交換や関与ができる仕掛けを取り入れることに
した。

3．第2回の合同発表会の概要と準備

３．１．第2回の概要
2024年度、PBL実施部会で議論を重ね、第2回のプログラムを次のように作成した（表２）。

第1回のプログラムから、代表チームによる口頭発表である「ＰＢＬ講演発表」を取り止め、
「ＰＢＬテーブルトーク」を新たに導入した。この変更により、「PBLポスター発表」と「PBL
テーブルトーク」の２つがメインプログラムとなった。

表2　第2回 「DXによるPBL合同発表会」のプログラム （2024年度版）
プログラム 概要 時間

開会挨拶 主催者代表による開会挨拶 5分　 
SPARC事業及びPBLについて 本合同発表会の背景説明 10分
PBLポスター発表 学生（チーム）のポスター発表（前半・後半） 50分
PBLテーブルトーク 学生と企業・団体・自治体との対話活動 60分
ベストDX-PBL賞の表彰式 ポスター発表で上位3チームの表彰 10分
講評 本合同発表会に対する講評 5分
閉会挨拶 主催者代表による閉会挨拶 5分
交流会 自由参加の会話 60分

〈PBLポスター発表〉
学会発表などでも見られる一般的なポスター発表形式を採用した。
発表者は活動内容をまとめたポスターをパネルに貼り、近くに来た聴衆を相手に活動内

容を説明する。議論や質問があれば、その場で行う。会場内で複数の発表が同時に進行し、
聴衆は興味ある発表を選んで聞きにいく。各聴衆がポスター前の滞在する時間も自由とす
る。

今回、3大学で計18件の発表が予定されたため、ポスター発表の時間50分のうち、前半
25分間に9件、後半25分間に別の9件を割り当て、交代で発表してもらうことにした。

〈PBLテーブルトーク〉
今回の合同発表会のために新たに考案した「PBLテーブルトーク」という対話形式を採

用した。手順は次のとおりである。

① ひとつのテーブルに10脚程度のイスを置く
② 来場者を４つの役割に分割する（表３）
③ �各テーブルに「話題提供者1名（1グループ）、学生5-6名、ファシリテーター 1名」が

座る

23第２部　SPARC教育プログラムの試行　研究ノート

■ 「
P
B
L
テ
ー
ブ
ル
ト
ー
ク
」を
取
り
入
れ
た
P
B
L
合
同
発
表
会
の
企
画
と
実
施 

ー 

学
生
と
企
業
・
団
体
・
自
治
体
が
対
話
す
る
場
の
創
出
に
向
け
て 

ー



④ �「他の参加者」はテーブルに空いた席があれば座ってもよい、あるいはテーブル間を
回遊し、テーブルの様子を見てまわってもよいとする

⑤ テーブルごとに、話題提供者が用意したテーマについて議論を交わす

表３　PBLテーブルトークでの役割
名称 役割 今回の対象

（a） 話題提供者　 議論のテーマを用意する 事前に依頼した企業・団体・
自治体

（b） 学生 テーマをもとに議論に参加する PBL活動を経験した大学生
（c） ファシリテーター 活発な議論になるように支援

する
事前に依頼した大学教員

（d） 他の参加者 上記の役割をもたない参加者 上記以外の参加者

話題提供者が用意するテーマは「企業・団体・自治体として、学生と話してみたいこ
と」であれば何でもよい（例えば、「学生目線で面白いと思う広告について」 「就職活動で魅
力を感じる会社とは？」 「もっと〇〇業界に関心をもってもらうために必要なこと」 「商品
〇〇の利用率を上げるための働きかけ」 など）。ファシリテーター役の教員は、活発な議
論になるように会話の舵取りや補佐を行う。テーブルでの議論は、およそ以下の流れを基
本として進行する。

［1］ 話題提供を行う企業・団体・自治体のPR
［2］ テーマの説明
［3］ 学生の自己紹介
［4］ テーマに基づく意見交換

テーブルには模造紙、付箋（7.5cm×10.0cm）の束、10色入りマジックペンを用意し、
参加者は自由に使えるようにしておく。ファシリテーター役の教員には率先して議論の可
視化に働いてもらう。

学生の配置については、多様性が増すように配慮する。（今回、学生の席はくじ引きで
決定した。その際、大学ごとにくじ引き箱を分け、3大学の学生がひとつのテーブルで混
成になるようにした）

ちなみに、テーマごとにテーブルを用意する仕組みであるため、主催者は話題提供をす
る企業・団体・自治体からあらかじめテーマを募集し、テーブルを割り当てておく必要が
ある。（今回は配布冊子の中にテーマの一覧を掲載したため、開催1か月前ほど前には提出
してもらった）

このような「PBLテーブルトーク」を考案した理由は、企業・団体・自治体がもつ「学生
に自組織を知ってもらいたい」 「学生に就職活動での候補にしてほしい」 「企業・団体・自
治体が取り組む課題に対する学生目線での意見を求めたい」という期待、大学がもつ「学生
と企業・団体・自治体、社会人との接点を増やしたい」 「就職活動に向けたモチベーション
を高めてほしい」 「県内企業にも目を向けてほしい」などの要望、学生がもつ「刺激のある
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時間を過ごしたい」などのニーズを想定したためである。ＰＢＬに取り組んできた学生が、
新たに企業・団体・自治体がもつ課題に触れ、これまでの経験を踏まえて活発に議論に関
わることで、「皆にとっての参加型」の実現を試みた。

３．２．準備
一般に、イベントの準備期間におけるスケジュール調整は、企画担当者/グループにとっ

て重要な課題である。前節で示したポスター発表とＰＢＬテーブルトークの手順はシンプ
ルで難しくないが、発表会の実施という全体的視野で見れば、企業・団体・自治体への働
きかけを含め、多くの事前準備が必要であった。同様なイベントを開催する際の一助を供
するという本稿の目的に従い、本節では準備に関わるいくつかの要点について言及する。

① 全体スケジュール
第2回の合同発表会を開催するにあたり、ＰＢＬテーブルトークに話題提供をしてもら

う企業・団体・自治体の確保が肝要となる。候補となる企業・団体・自治体には、案内す
る時点で合同発表会の日付・趣旨・内容の確定に加え、テーブルトーク用の案内チラシの
ような配布物（後記③を参照）を制作しておく必要がある。今回の場合、2月13日（木）を
開催日としたため、テーブルトークに関わる重要事項として表4に示す段取りと期日が設
定された。

また、一般参加となる企業・団体・自治体に対しても2-3か月前には開催案内を出せる
ようなスケジュール感で進めていく必要があり、諸々の準備を踏まえると、開催日の4か
月前には企画内容を決定し、企業・団体・自治体への案内を始められるように準備しなけ
ればならなかった。

表4　今回のPBLテーブルトークに関わる重要期限
項目 目安

PBLテーブルトークの説明チラシおよび案内文書の作成 ～ 10月中旬
学生の参加人数の把握 （→テーブル数［＝テーマ数］の算出に使用） ～ 10月中旬
PBLテーブルトークで話題提供する企業・団体・自治体の候補先へ
の案内開始

10月中旬～

PBLテーブルトークで話題提供する企業・団体・自治体の確定とテー
マの決定

～ 12月末

一般の参加申し込みの締め切り （→参加人数の確定→座席数の決定） ～ 1月20日

② テーマ数の算出
前記のとおり、PBLテーブルトークはテーマごとにテーブルを用意するため、主催者は

事前に話題提供をする企業・団体・自治体にテーマを提出してもらい、テーブルを割り当
てる必要がある。この時、「いくつの企業・団体・自治体に話題提供を依頼すべきか」が問
題になる。

PBLテーブルトークのテーマ数（＝話題提供を依頼する企業・団体・自治体の数）を決定
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するためには、まず参加可能な学生の人数調査から始める。今回の場合、1テーブルあた
りの学生数を6人と設定したため、[参加する学生の人数÷6人ずつ]で準備すべきテーブ
ル数を算出した。事前調査の結果、参加可能な学生数が88人であったため、テーブル数を
15と決定した。つまり、今回の場合は「15の企業・団体・自治体に話題提供者としての参
加を依頼すればよい」という判断になる。

③ PBLテーブルトークの話題提供者候補への依頼
本年度のPBL活動の連携である企業・団体・自治体に加え、卒業生の就職先となってい

る企業・団体・自治体などに対して案内をかけ、話題提供者としての参加を検討してもらっ
た。その際、「学生へのＰＲになること、学生の意見が聞けること、企業が考える課題を
話題に50分間ほど学生と議論できること」を記載したチラシを作成し、企画の説明に用い
た（図1）。

図1　企業・団体・自治体向けテーブルトーク用の案内チラシ

話題提供の承諾を得た企業・団体・自治体には、テーマが決定次第、提出してもらった。
今回のトークテーマの一覧を表5に示す。

表5　トークテーマの一覧
No. トークテーマ

1 〇〇地区の過疎化・人口減少対策としての関係人口の増加策
2 県内の推しスポット・推しイベントはなんですか？
3 地域課題と地元企業の関わり方
4 地域課題と地域外企業の関わり方： 地域外企業の目線と地域課題解決への取組
5 人口減少に対応した地域づくりについて
6 結婚式の未来を考える — 若者にとって魅力的な体験とは？
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7
新卒の就職活動における企業選びのポイントと女性キャリアアップ支援及び長期
定着

8 △△グループがこの先もっと地域貢献していくためには何が必要か
9 若者の定着率
10 入社したい企業像「希望する仕事」について
11 学生の考える人生設計とその中での就活における企業選びについて
12 どんなインターンシップに参加したいか？
13 ①採用に関して　　②自転車条例の施行に関して　　③山口県の観光課題に関して
14 就活について
15 山口県で働くことの魅力を県内外の若者層や学生たちに知ってもらうための方法

（注） ○○は話題提供団体が所在する地名、△△は話題提供企業の社名が入る

④ ポスターの原稿
PBLの指導教員を通し、学生にポスターの作成を依頼した。PBL実施部会でフォーマッ

トとなるPowerPointファイルを作成し、3大学で共通の書式を用いた。具体的には、紙面
をB1サイズ（728mm×1030mm）に指定し、「発表番号、ページ番号、タイトル文字、学生名、
所属名、連携先の企業名・団体名」のフォントや大きさを揃えた。それ以外の領域につい
ては、各チームの個性や発表スタイルに合わせて自由に使ってよいものとした。

この原稿から原寸大（B1サイズ）のポスターを印刷した。取りまとめて印刷業者に発注
するため、期限厳守で提出してもらうようにPBL担当教員に依頼した。

⑤ 配布冊子の準備
また、当日の資料として配布冊子（Ａ４サイズ・冊子印刷）を作製した。冊子の内容は以

下のとおりである（表6）。

表６．配布冊子の内容
内容

表紙
目次

「ＳＰＡＲＣ事業及びＰＢＬについて」の説明に使用するスライド
発表用ポスターのＡ４版 　（注： 前記のＢ１サイズのポスター原稿から作成する）
ベストＤＸ－ＰＢＬ賞の選考基準
ベストＤＸ－ＰＢＬ賞の投票場所となるＧｏｏｇｌｅフォームへの二次元バーコード
ＰＢＬテーブルトークのテーマとその話題を提供する企業・団体・自治体の一覧
本合同発表会の参加者アンケートの回答場所となるＧｏｏｇｌｅフォームへの二次元
バーコード
本合同発表会に参加する企業・団体・自治体の一覧
会場案内図
本合同発表会の案内チラシ　　（注： 学内外で開催案内や参加募集に用いたもの）
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４．当日の様子

４．１．全体プログラム
2025年2月13日に第2回の合同発表会を開催し、232名（学生84名、大学教職員71名、企業・

団体・自治体74名、高校教職員3名）の参加があった。当日の全体プログラムを表7に示す。

表7　当日の進行
プログラム 時間

開会あいさつ 14:15 ～ 14:20
SPARC及びPBLについての説明 14:20 ～ 14:30
PBLポスター発表 （前半） 14:30 ～ 14:55
PBLポスター発表 （後半） 14:55 ～ 16:20
PBLテーブルトーク 16:20 ～ 17:20
ベストDX-PBL賞の表彰式 17:20 ～ 17:30
本合同発表会に対する講評 17:30 ～ 17:35
閉会挨拶 17:35 ～ 17:40
交流会 17:50 ～ 18:50

４．２．PBLポスター発表
ポスターの前に来た参加者に対し、チームごとに学生が説明を行い、質疑応答へと続い

た（図2）。全部で18件の発表があり、前半に発表番号1-9の9件、後半に発表番号10-18の
9件に分けて進行した。

会場の広さに対して参加者数が多く、ポスターの前に大きな人だかりができてしまった
（図3）。そのため、発表内容が耳に届かなかったり、人だかりを避けてポスター発表を聞
きにいかなかったりした人が少なからずいる状況が発生していた。

ポスター発表の終了後、スマートフォンで配布冊子に掲載した二次元バーコードを読み
取り、Googleフォーム（Google LLC社）で「良いと思ったポスター発表3件」を投票してもらっ
た。この投票結果を集計し、「ベストDX-PBL賞」を決定した。上位3チームを表彰する予
定で組んでいたが、偶然にも3位で得票数が同じであったため、4チームを表彰対象に変
更した。

図2　ポスター発表の様子１ 図3　ポスター発表の様子２
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４．３．PBLテーブルトーク
司会を通じてPBLテーブルトークの概要と進め方を伝え、対話を始めてもらった。全体

的に、どのテーブルも活発な議論が繰り広げられており（図4、図5）、50分間という短い
時間であったが、模造紙全体が付箋で覆われるほどに議論を交わしたテーブルも少なくな
かった（図6、図7）。

図4　テーブルトークの様子A 図5　テーブルトークの様子B

図6　議論の可視化A 図7　議論の可視化B

４．４．交流会
閉会後に1時間程度、自由参加の交流会を催した。各テーブルに菓子と飲み物を配り、

終了時刻まで自由に過ごしてもらった（図8）。また、テーブルトークで使用した模造紙は
パネルに貼り、会場内に展示した（図9）。交流会の参加者は110名であり、和やかに会話
を続けていた。

図8　交流会の様子 図9　テーブルトークの模造紙の展示
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５．参加者アンケート

本合同発表会の閉会時（＝交流会に移る前）、司会のアナウンスを通じて来場者全員に呼
びかけ、各自のスマートフォンで配布冊子にある二次元バーコードを読み取り、参加者ア
ンケートに回答してもらった。回答数は116件であった（回答率50.0%）。回答者の属性を
図10に示す。

Q. あなたはどれに該当しますか？

図10　回答者の属性

５．１．時間
今回の合同発表会は2時間45分で実施した（開始時刻：14時15分～終了時刻：17時00分）。

この時間の長さについて来場者に問うたところ、図11に示す結果が得られた。
「丁度よい」が53.4%、「やや長い（許容範囲）」が28.4%、「やや短い（許容範囲）」が7.8%と

なった。9割近くの参加者において、今回の長さに問題を感じていないことが伺える。

Q.  今回、発表会の時間を14:15 ～ 17:00の「2時間45分」　
　　としました。この長さについて、どのように感じましたか？

図11　合同発表会の時間について

５．２．ポスター発表
本合同発表会のメインプログラムのひとつである「ポスター発表」についての感想を尋ね
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たところ、図12に示す結果が得られた。
「とてもよかった」が14.7%、「よかった」が37.1%となり、半数近くの参加者が好意的な

見方を示していた。これに「普通」の29.3%を足せば81.1％になり、企画として悪くない結
果と考えられる。ただし、選択の理由を問うた自由記述において、「会場の広さに対して
人が多過ぎ、ポスターに近づけなかった」 「ポスター前に人だかりができており、発表者
が遠いため、声が聞こえなかった」 「全部の発表を聞くには時間が足りなかった」といった
運営上の課題がいくつも指摘された。

Q. 今回のポスター発表はいかがでしたか？

図12　ポスター発表について

５．３．PBLテーブルトーク
本合同発表会に取り入れた新しい試みである「PBLテーブルトーク」についての感想を

尋ねたところ、図13に示す結果が得られた。
「とてもよかった」が37.9%、「よかった」が「44.8%」となり、8割を超えて好意的に受け

止められた。これに「普通」の14.7%を足せば、97.4%となり、新しい試みとしては非常に
高く評価されたといえる。

Q.  今回、企業・団体と学生の対話の場として「PBLテーブル
トーク」を実施しました。この企画はいかがでしたか？

図13　PBLテーブルトークについて
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続く自由記述の設問で「そのように回答した理由を教えてください」と求めたところ、大
学生のから59の記述が得られ、およそ以下の3点の観点から良い影響があったと示された。

①企業・団体・自治体との接点
（例） 「知らない企業について知ることができた」
 　　「普段交流できない人とお話ができる」

②就職活動への動機づけ
（例） 「企業視点の就活のお話が聞けたから」
 　　「働くということに対して実感が湧いた」

③考え方や自己認識の拡張
（例） 「�考え方を詳しく聞くことで自分の意見もさらにしっかりしたものとなったと感じ

たから」 
　　 「自分の考えを深めることができたから」

また、企業・団体・自治体による33の回答が得られ、特に以下の2点について好意的に
受け止められた。

①大学生との接点
（例） 「学生と企業の相互理解が進むこと」
 　　「学生の皆様と交流できて楽しかったです」
 　　「�学生の時企業と気軽に交流する機会がなかったので、今の学生の皆さんにはすご

くいい経験になるのではないかと思います。」

②大学生との対話による気づき
（例） 「学生の意見を聞くことができて貴重な機会となった」
 　　「普段聞けない学生との活気ある意見交換により今後の課題解決に取り組みたい」
 　　「当社の視点のみでは気づかないアイデアを学生から頂いたため」

なお、テーブルトークで明確な役割をもたない者（話題提供者、学生、ファシリテーター
役教員の3者以外の者）については、「テーブル間を自由に見てまわったり、空いている席
に座ってそのテーブルの議論に参加したりする」という仕組みに関し、アンケートの回答
のひとつで「最初は見て回っていましたが、見て回るだけは限界があり、中に入るにも他
社様の説明の中に入るのは難しかった」と書かれていた。このことから、より多くの者が
積極的に関与していけるための改善が必要であるという課題が示された。

５．４．全体の感想
本合同発表会に対する全体の感想として、「会場の狭さ」 「混雑」 「ポスターの位置などに

関する案内不足」 「段取りの不備」などが指摘された。他方、今回の企画に対するコメント
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に注目すると、以下のような利点が見つけられた。

【企業・団体・自治体】
　「日頃の企業活動ではできない体験ができて刺激的でした。」
　「企業学生相互にメリットがあると感じた。距離が近いので対等な立場で話ができる」
　「良い活動だと思います。継続されることを期待しています。」

【大学教職員】
　「とにかく続けてください」
　「是非継続して下さい」
　「今回のような異年齢の話し合いを今後も続けてください」

【大学生】
　「�こういう機会はとてもためになる。この様な機会が増えることで、モチベーション

をもった学生が増えていくと思う。」
　「このような意見交換会に参加するハードルが下がればいいと感じた」
　「とても充実した時間でした。」

６．まとめ

以上、本稿では2024年度の「第2回 DXによるPBL合同発表会」の企画と実施について報
告した。今回の企画を通し、「企業・団体・自治体が大学生と対話をしたがっている」ことが
非常に強く認識された。当初はどのくらいの企業・団体・自治体が話題提供に応じてくれる
かが心配だったが、蓋を開けてみれば、「そのような話なら、ぜひ」という反応がほとんどで、
そのまま即決でテーブルの割り当てが埋まっていった。一般参加者の募集時だけでなく、会
場内においても、「早く言ってくれれば、うちも話題提供側で参加したのに」と残念がる企業
の声をいくつも聞いた。いずれの意見でも、採用に関して大学卒業予定者の応募減少に対す
る強い危機感が述べられ、大学生との接点やアピールの場を熱望していることに触れていた。

一方、大学生にとっても有益な時間を過ごしたようであり、対話した企業・団体・自治体
を例に業界を知ったり、企業課題や就職について認識を広げたりする機会になった。

今後もPBLの成果発表を基盤に、学生と企業・団体・自治体との接点の創出や、学生-学
生ならびに学生-企業・団体・自治体における知識・体験・感性の交流、大学-企業・団体・
自治体との協働などにつながる場を検討していきたい。

７．謝辞

本合同発表会に、学生、企業・団体・自治体を始め、多くの方々にご参加いただきました。
深く感謝を申し上げます。また、テーブルトークの実施について、話題提供の企業・団体・
自治体様、活発に議論を行ってくれた３大学の学生とファシリテーター役の先生方に、厚く
御礼を申し上げます。

本合同発表会の活動は、文部科学省「地域活性化人材育成事業SPARC」の補助金によって
支援されたものである。本稿に関連し、筆者らに開示すべき利益相反はない。
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１．はじめに

2022年度に文部科学省より採択された地域活性化人材事業（SPARC）は2024年度に3
年目を終了し、残り期間が半分となる。山口大学、山口県立大学、山口学芸大学の3大
学連携で連携開設科目の試行授業も始まり、来年度からSPARC教育プログラムが本格
稼働する。それにともなって教育プログラムのIR（Institutional Research：以下、IR）
について、今年度中に方針を固めていくフェイズに入った。ここでは、3つの大学がそ
れぞれの学士課程における教学IRを動かしていく中にあって、SPARC教育プログラム
という部分のIRをどう動かすかという議論について紹介する。

なお、文部科学省の教学IRに関する指針については、2023年2月24日の中央教育審議
会大学分科会において、表１に示す通り、指針の「Ⅱ授業科目・教育課程の編成・実施」
と「Ⅲ学修成果・教育成果の把握・可視化」の間に、追補として、“「入学者受け入れの方針」
に基づく大学入学者選抜の実施”が追加された１）。これにより、APにも配慮したアセス
メントプランの策定が必要となっているが、この部分については学位プログラム単位で
検討されるため、SPARC教育プログラムのIRには入らない。

SPARC教育プログラムにおいては、3大学の学士課程においてそれぞれのアセスメン
トプランがあることを前提にしつつ、共通となるフレームワークの中でのアセスメント
プラン作成を行うという難しい課題があった。

表１　SPARC教育プログラムで身につける資質・能力

SPARC教育プログラムのIR－可視化に向けて
山口県立大学SPARC推進室

文理横断分野担当
佐藤 和孝

（出典：中央教育審議会大学分科会（令和5年2月24日））
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SPARC教育プログラムは、共通のフレーム（「STEAM人材育成系列」を構成する科目群と、
「DXによる地域課題解決PBL系列を構成する科目群」）を用いつつ、各大学の教育の特色を
ふまえ、3大学ごとに履修する科目が一部異なっている。なお、STEAMとは「Science:科学、
Technology:技術、Engineering：工学、Art：芸術、Mathematics：数学」を表しており、最
終的に、表2に示す6つの力を育成することとしている2）。山口県立大学のSPARC教育プロ
グラムを構成する科目や科目数等は、表3に示す通りである。なお、PBL3）や地域学4）の詳
細については、昨年度の論集・報告書を参考にされたい。

また、以下に示す図表・データ等については、特に記載がない限り、本稿執筆当時のもの
である。

表２　SPARC教育プログラムで身につける資質・能力

表3 SPARC教育プログラムの概要（2024年3月現在）
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令和 5 度から令和 6 年度にかけて、SPARC 教育プログラムのアセスメントプランを
教学IRタクスフォースチーム（以下「教学IR TFT」）で提案した。ここでは、その概要
を整理する。また、SPARC教育プログラムの対象科目も増えたため、昨年度同様にIR
データの可視化を試みた 5）。令和 7 年度からの教学 IR の本格運用に向けて、データの
可視化に至るまでの準備や課題を整理し、これらの運用方法等をまとめることを目的
とする。

なお、教学 IR TFT のメンバーは、山口大学から 3 名、山口県立大学から 3 名、山口
学芸大学から2名となっており、これらのメンバーの協議によりアセスメントプランな
らびにルーブリック案が作成されている 6）。

２．SPARC教育プログラムのアセスメントプラン案について

アセスメントプランの目的は、各大学のSPARC 教育プログラムの学修成果・教育成果
を可視化し、３大学間で総合的に点検・評価することである。

SPARC 教育プログラムの点検・評価は、学生がSPARC 教育プログラムで学んだ成果
を自ら点検し、獲得した力やその活用に向けた取り組み意欲を自覚することで、さらなる
自己成長を目指すことを目的とした「学生の学修成果」と、３大学がそれぞれの教育成果を
可視化し、３大学間で総合的・継続的に点検・評価を行うことで、学修支援や教育改善に
活かすことを目的とした「大学の教育成果」という観点から行う。

現状、３大学において分析を担当する部局（以下「分析担当部署」）は、山口大学は「教
育・学生支援機構教学マネジメント室」、山口県立大学は「将来構想推進局SPARC 推進室」、
山口学芸大学は「自己点検・評価委員会IR部会」であり、３大学のSPARC 担当部局（以下

「SPARC 担当部局」）は、山口大学は「ひと・まち未来共創学環」、山口県立大学は「将来構
想推進局SPARC 推進室」、山口学芸大学は「SPARC 推進室」である。

点検・評価は、「授業科目レベル」と「SPARC教育プログラムレベル」で行う。

授業科目レベルは、授業科目の評価・改善を行うことを目的としており、「連携開設科目」
「共同開設科目」「各大学独自の科目」を対象としている。SPARC教育プログラムレベルは、
学生への学習指導、SPARC教育プログラムの評価・改善を行うことを目的としており、「大
学ごとのSPARC教育プログラム全体の科目」を対象としている。

授業科目レベルの「連携開設科目」の点検・評価の分析には、「学生の授業評価」「教員の
授業評価」「成績評価」を用いる。科目提供大学の分析担当部署は、これらのデータを収集
し、分析結果を教学IR TFTに提出する。教学IR TFT は、分析結果の検証を行い、コンソー
シアム連携教育プログラム委員会（以下「プログラム委員会」）に提出する。プログラム委
員会は、改善の内容やレベルに応じて、連携開設科目タスクフォースチームあるいは各大
学を通して科目担当教員に改善の指示を出す。なお、プログラム委員会は、半年に１回の
頻度で、優れた点や改善指示・改善状況の進捗を３大学の関係者で共有するよう取り計ら
う。

授業科目レベルの「共同開設科目」の点検・評価の分析には、「学生の授業評価」「教員の
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授業評価」「成績評価」に加え、「PBL連携企業・団体による満足度評価」を用いる。各大
学のPBL 実施部会メンバーは、これらのデータを収集し、分析結果をPBL 実施部会に提
出する。PBL 実施部会は、分析結果の検証を行い、その結果を教学IR TFT 及びプログ
ラム委員会に提出する。プログラム委員会は、改善の内容やレベルに応じて、PBL 実施部
会あるいは各大学を通して科目担当教員に改善の指示を出す。なお、プログラム委員会は、
年１回の頻度で、優れた点や改善指示・改善状況の進捗を3大学の関係者で共有するよう
取り計らう。

授業科目レベルの「各大学独自の科目」の点検・評価については、連携開設科目及び同開
設科目以外のSPARC教育プログラムに関係する各大学独自の科目については、各大学に
おいて所定の授業改善の仕組みに従う。

SPARC 教育プログラムレベルの分析には、SPARC 教育プログラム全体の科目の「成績
評価」「SPARC 教育プログラムのルーブリックによる学生の自己評価」「SPARC教育プ
ログラムに関する満足度評価」を用いる。各大学の分析担当部署は、これらのデータの収
集分析を行い、分析結果を教学IR TFT に提出する。教学IR TFT は、分析結果の検証を
行い、プログラム委員会に提出する。プログラム委員会は、改善の内容やレベルに応じて、
３大学あるいは各大学に対して改善の指示を出す。なお、プログラム委員会は、年１回の
頻度で、優れた点や改善が望まれる点について3大学の関係者で共有するよう取り計らう。

評価で用いる資料としては、「授業評価」「満足度評価」「SPARC教育プログラムのルー
ブリック」となる。

連携開設科目及び共同開設科目の「授業評価」では、「学生の授業評価」、「教員の授業評
価」を用いる。なお、「学生の授業評価」については、「a）各大学既定の授業評価を実施せず、
連携教育プログラム委員会で示す「学生の授業評価」を実施」、「b）各大学既定の授業評価
に加え、連携教育プログラム委員会で示す「学生の授業評価」を実施」のいずれかを選択す
る。また、連携開設科目の授業評価については、令和５年度・６年度に試行を行っていな
い科目のみ、初年度に半期開講科目（15 回実施の授業）を対象として「学生の授業評価（中
間評価）」を実施し、後半の授業改善に活かす８）。
「満足度評価」では、企業・団体に対しては「PBL 連携企業・団体による満足度評価」、

学生に対しては「SPARC 教育プログラムに関する満足度評価」を用いる。
「SPARC 教育プログラムのルーブリック」は、SPARC 教育プログラムで育成する６つ

の力のそれぞれについて５つのレベルごとに達成する水準を示しており、SPARC 教育プ
ログラムの成果を学生自身が自己評価を行うために用いる。結果は、SPARC 教育プログ
ラムレベルの点検・評価にも活用する。

授業科目レベルやSPARC教育プログラムレベルの対象科目ごとのアセスメントや実施
時期、手法や実施者は表４のとおりである。

38 地域活性人材育成事業・2024年度　SPARC教育プログラム論集・報告書Vol.2



表４　SPARC教育プログラムのアセスメントの時期等

３．SPARC 教育プログラムのルーブリックと活用方法

「SPARC 教育プログラムのルーブリック」は、表５に示すように、SPARC 教育プログ
ラムで育成する６つの力のそれぞれについてSSからCの５つのレベルで定めている。ルー
ブリックで示す水準は表６のとおりである。なお、ルーブリックの右端に、育成する６つ
の力に対応する各大学の該当科目を記載することで、学生にどの科目が対象であるかをわ
かりやすくする。

表５　6つの力に関係するルーブリック
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表６　ルーブリックで示す水準

各大学のSPARC 担当部局は、SPARC 教育プログラムのルーブリックの説明、および
SPARC教育プログラムのルーブリックに関する学生の自己評価を行うこととする。

ルーブリックの説明は、SPARC 教育プログラム開始時の1 年次オリエンテーション
で行うことで、学生に理解と周知を図る。ルーブリックにもとづく学生の自己評価は、
SPARC 教育プログラム開始時（オリエンテーション時等）、1 年終了時（2 年次オリエン
テーション時でも可）、2 年終了時（3 年次オリエンテーション時でも可）、SPARC 教育プ
ログラム終了時（「DX による課題解決（PBL）終了時」）の4 回とする。これにより、学生
が各時点での振り返り、自身の能力の把握を行えるようにする。

４．授業評価（2024年度版）の可視化について

授業評価について2024年度に実施をした結果を示す。回答方法は基本的に、３大学共同
で構築中のMoodle ７）上で実施し匿名での回答形式とした。

表７に、授業評価の質問項目を示す。

表７　学生用授業評価案（2024年度版）
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※�設問（１）～（４）と（６）の回答の選択肢は、「①そう思う」、「②ややそう思う」、「③どち
らとも言えない」、「④あまりそう思わない」、「⑤そう思わない」である。

※�設問（５）の回答の選択肢は、「①3 ～ 4時間程度又はそれ以上」、「②2時間程度」、「③1
時間程度」、「④30 ～ 50分程度」、「⑤30分未満」となっている。

※�設問（９）では、前出の表３の右側に示すとおり、各科目の対象となる６つの力に当ては
まる番号から、表６のルーブリックの内容を設問とし、レベルCをレベル１、レベルB
をレベル２、レベルAをレベル３、レベルSをレベル４、レベルSSをレベル５の５段階
で、今の自分にあてはまると思うレベル１つを回答してもらった。

教学IR TFTの協議の中で、授業評価の質問項目について、2024度の質問「（３）授業方
法や評価方法などは、わかりやすいように準備や工夫がされ、質問や意見に対応できるよ
うにコミュニケーションが十分配慮されていましたか？」の内容について、授業方法と評
価方法が混在して、さらに準備・工夫とコミュニケーションも混在しているため、質問の
趣旨を明確化した方が良いといった意見があり、「（３）授業方法などは、わかりやすいよ
うに準備や工夫がされていましたか？」、「（４）質問や意見に対応できるようにコミュニ
ケーションが十分配慮されていましたか？」と、２つの質問に分割した。

昨年度も実施している科目については、比較できる質問項目については、年度比較も行っ
ている。本報告では、可視化の試みを解説する。授業評価の質問は、図１のように同形式
で、可視化されていることとした９）。科目ごとに年度比較、大学間比較、クラス別比較を
行うことができるようにした。成績評価は図２のように、年度ごとで比較を行えるように
する。

図１　可視化の例
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図２　成績素点分布

５．考察

IRを可視化するためには、上記で述べたように、アセスメントプランの策定や、各大学、
各部門、各タスクフォースチームでの決定事項、共有事項等、ありとあらゆる調整が必要
である。また、年度比較する場合も、回答者である対象学生が異なっていることが前提で、
同教員、同授業内容、同課題内容である等、なるべく比較条件を合わせて可視化した結果
を判断することが重要となる。

そして、学生からIRデータを収集する仕組みは、現在は、発展途上のため、統一化がさ
れていないが、本格稼働となるときは、なるべく３大学共通のMoodleを利用することが
望ましいと考える。なぜなら、そのシステム上に、利用者情報、授業科目情報、教員情報、
シラバス情報、履修者情報等、全ての情報がデータベース化されており、そこで収集され
た結果を簡単に可視化できる可能性があるからである。最終的には、Moodle上でIRデー
タを収集した時点で、自動的にIRの結果がリアルタイムに結果表示されるようにすること
が最終形態として望ましい。このMoodle上の仕組みの中で、匿名化してデータを収集す
る仕様で運用していくようだが、今後、IRデータをフルに活用するすることを考えると、
匿名化すべきでないと考える。このことが、クロス集計等の分析を阻害することとなる。

SPARC事業を進めていくなかで、山口大学は「ひと・まちDX ナビゲーター」、山口県
立大学は「デジつよ文系」、山口学芸大学は「デジ活先生」と、各大学で目指すものも明確
化されてきており、かつ、多少方向性も違うことも見えてきた。

いまのところ、アセスメントプランや授業評価案の策定が大学間で共有化できており、
TFTとして方向性をより明確にするための協議を重ねるほか、効率的にデータが蓄積さ
れていけるしくみとすることが重要である。2022年度8月に、文部科学省から地域活性化
人材育成事業を採択されて以降、2023年度の試行に向けて検討を急いできたが、現在は試
行を終えて次のステップに移行する段階にある。

授業評価と成績評価、ルーブリックによる自己評価等、まだ、確定していない内容が多く、
手探り状態での検討を行っているところである。2024度にはいくつかの科目において授業
評価アンケートを試み、2025年シラバスに改善を反映した。今後は、授業評価や成績分布
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をグラフ化することを試みる。
ルーブリックについては、試行で実施した科目で実際に学生に評価を行ってもらい、表

現が分かりやすいかなどの確認を行った。学生からの意見については、科目担当者、教学
IR TFT、プログラム委員会で共有を行い、さらなる検討を行っているところである。

今後は、各大学でのIR結果を集積し、3大学間で共有するしくみを考えていかねばなら
ない。教学IRの可視化に向けて問題点をあらゆる角度から見つめなおし、授業の改善に役
立つための方策を提案していく必要がある。

注
１）�文部科学省；「教学マネジメント指針（追補）」（令和5年2月24日大学分科会）、令和5

年2月24日中央教育審議会大学分科会、（2024.12.13検索）、 https://www.mext.go.jp/b_
menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/1411360_00014.html

２）�山口県立大学；SPARC 事業、令和6年6月12日、（2024.12.13検索）、 https://www.
yamaguchi-pu.ac.jp/ic/contents/202406121103/sparcpdf.pdf

３）�末本哲雄（2023）. 山口県立大学における「DXによる課題解決（PBL）」の支援体制の構築. 
山口県立大学 地域活性化人材育成事業・2023年度 SPARC教育プログラム論集・報告書, 
1, 79-86.

４）�東宮史（2023）. 地域学・国際文化実践論の施行. 山口県立大学 地域活性化人材育成事
業・2023年度 SPARC教育プログラム論集・報告書, 1, 73-78.

５）�佐藤和孝（2023）. 教学IRの施行について. 山口県立大学 地域活性化人材育成事業・
2023年度 SPARC教育プログラム論集・報告書, 1, 87-95.

６）�教学IRタスクフォースチーム：(敬称略)山口大学（岩野摩耶、藤本正己、渡邉早苗）、
山口学芸大学（松村納央子、河本博史）、山口県立大学（岩野雅子、阿部真育、佐藤和孝）

７）�大高洸輝（2023）. より使いやすい学習管理システムの構築に向けて. 山口県立大学 地
域活性化人材育成事業・2023年度 SPARC教育プログラム論集・報告書, 1, 32-36.

８）�令和５年度と令和６年度に施行を実施している科目は、「学生の授業評価（中間評価）」
を実施済みである。

９）�グラフについては山口大学教学マネジメント室がまとめたものをもとに、筆者が加工
している。
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第３部

SPARC 教育プログラムシンポジム・FD　報告





Ⅰ．はじめに

文部科学省の事業「地域活性化人材育成事業～ SPARC ～」
は、地域社会のリソースを総結集し、個別大学の枠を超えた
横断的なSTEAM教育を基盤とした教育プログラムを構築・
実施し、事業の成果を元に学部等の再編を目指す取組を支援
するものである（文科省a 2022）。令和4年度に採択されたの
は全国で6件であり、タイプ①学部等の再編を目指す取組に
ついては山梨大学、信州大学と山口大学を事業責任大学とする3件、タイプ②高度な連携を
目指す取組については岐阜大学、熊本大学と宮崎大学を事業責任大学とする3件であった（文
科省b 2022）。著者らの山口県立大学は、山口学芸大学と共に、山口大学を事業責任大学と
するタイプ①の事業の一つ「ひとや地域（まち・文化・教育）のwell-beingに貢献する文系DX
人材の育成（2022年度～ 2027年度）」に参画している（山口県立大学2022, 山口大学2023）。

文部科学省「地域活性化人材育成事業～ SPARC ～」では、幹事校の山梨大学主催と他
の5つの事業責任大学の共催で、令和5年2月2日に令和4年度地域活性化人材育成事業～
SPARC ～キックオフシンポジウム、令和6年3月29日－30日には令和5年度地域活性化人
材育成事業～ SPARC ～全国シンポジウムが開催された（文科省c 2023, 文科省d 2023, 山梨
大学a 2024）。これらのシンポジウム は、事業の趣旨を広く社会に向けて発信する機会であ
るとともに、6件の取組の情報交換の機会でもあった。さらに、令和6年9月23日－24日に
軽井沢プリンスホテルウエストにおいて「SPARCサマースクールin軽井沢2024」が開催さ
れた。その目的は、全国6件の採択地域の大学教員が一堂に会し、事業の要である地域PBL

（Project Based Learning, 課題解決型学習）に関する情報共有をすることであった（山梨大学
b 2024, 山梨大学c 2024）。本稿では、このサマースクールの概要について、山口地区から参
加した著者らが報告する。

Ⅱ．第1日目

第1日目は、信州大学平野吉直氏による当番校挨拶と山梨大学黒澤尋氏による幹事校挨
拶に引き続き、先行事例紹介として2地域のPBLについての発表があった（図１）。先行事
例紹介①は、杉山歩氏（山梨大学特任教授）による「『Miraiプロジェクト|フューチャーサー
チ』山梨版 地域PBLこれまでの取り組み」と題した発表であった。「Miraiプロジェクト」

第１節

「SPARCサマースクール2024 in 軽井沢」の報告
山口県立大学SPARC推進室

吉村耕一
末本哲雄
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とは、山梨県内の大学・短大の学生が大学の枠を越えて企業・自治体と１つのプロジェク
トを実施するものである。企業や団体のニーズや課題に基づいて学生と協働で行うことを
前提に設けられたプロジェクトであり、学生はこれらのプロジェクトに「社員」として参加
し主体的に活動する（未来計画研究社2024）。学生は、5月－1月の8か月間でPBLを実施し、
2単位が付与される。令和5年度は、4大学・1短期大学の学生150人が参加し、36のプロジェ
クトが実施された。連携先の企業・自治体は、貸衣装、観光、ジュエリー、ＦＭ放送、和紙、
飲食等の多岐に渡ったと報告された。また、取組の特徴として、自治体が協力的でプロジェ
クトのテーマを毎年起案してくれていることや、個々の指導は企業・団体が中心であるこ
と等が説明された。

図１. 第１日目発表の様子

先行事例紹介②は、筆者の一人吉村による「やまぐち３⼤学連携におけるPBLの取組み」
の発表であった。山口地区では「ひとや地域のwell-beingに貢献する文系DX人材」の養成
に取組んでおり、そのための教育プログラムが構築された（山口県立大学2022, 山口大学
2023）。共同開設科目「DXによるPBL」では学生に4単位が付与され、そのPBL科目は、
教育プログラムを構成するSTEAM人材育成系列とDXによるPBL系列で身につけた知識
技能を活用して地域課題の解決を実践する機会であり、教育プログラムの集大成として位
置付けられている。令和5年度は、3大学の学生58人が、21のテーマを実施した。PBLの
実施方法の特徴として、企業や自治体等との連携であること、学生の主体的な活動である
こと、一年間を通した活動であること、授業科目として単位取得できることと、連携先
から活動費の助成をしてもらうことが説明された。山口県では、大学等の連携組織である
大学リーグやまぐちが、県内就職・県内進学促進を目的とする活動の一環として山口県版
PBLの実施支援に取組んでおり（山口県2024）、3大学の共同開設科目「DXによるPBL」は
現在のところ山口県版PBLを参考にして実施されていることも報告された。

次に、招待公演として、藤田盟児氏（奈良女子大学工学部長）による「工学部の教育方針
とPBL－女性エンジニアリング・イノベーターを育てるために－」と題した講演があった。
奈良女子大学は、女子大に工学部を新設したとして注目されている（奈良女子大学a 2024, 
柳澤2022, 鹿島2022）。女性にも受け入れてもらえる工学、すなわち「新しい社会とそこで
暮らす人々のための工学」を目指して、3つの教育方針を定めたことが紹介された。3つの
教育方針とは、個性と教養を育成するためのリベラルアーツ教育、エンジニアリング・イ
ノベーターを育てるためのSTEAM教育と主体性を育てるカリキュラムと指導方針である。
特徴のある科目として、「価値創造体験演習」（美的体験とデザイン体験を双方に考える）、

「エンジニアリング演習」（生活を支援するシステムを発案する）、「コンセプチュアル・デ
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ザイン演習」（着想から商品開発までを体験する）、「ユーザー志向開発演習」（使用者の側
から改善点を考える）や「社会改善企業演習」（具体的な社会課題からビジネスモデルを検
討する）等について説明がなされた。また、特色ある取り組みとして、エンジニアを目指
す女性を対象としたコーチングプログラム「Myway. Program」が紹介された。これは、企
業で活躍する女性エンジニアが参加する学生にメンターとして寄り添い、マンツーマンの
長期的なコーチングによって女性エンジニアとしての将来像を発見する手助けをするもの
であった（奈良女子大学b 2024）。

さらに、門野圭司氏（山梨大学准教授）による「地域PBLの質保証について」と題した発
表があった。山梨大学の社会科学系の学科において、自由思考・俯瞰・往復の３つの力を
身につけるために124単位の科目から構成される地域課題解決実践プログラムが紹介され、
PBL科目が必修の専門科目として新設されたことが説明された。その上で、PBL科目の学
修成果とその可視化について（言い換えれば、「PBLの学修成果とは何か？」「その可視化
とは何か？）の検討状況についての報告がなされた。現時点での答えとして、PBLの学修
成果とは、「PBLを通じて学びの好循環を実現すること」であり、それは「卒業論文を自走
する力を身につけること」に翻訳できる可能性があると説明された。次いで、学修成果の
可視化については、学生を学びの好循環へと促すものと捉えて、4つの仕掛けが紹介された。
具体的には、（1）魅力的な実践事例の紹介だけでなく、キャリアイメージの構築にも資す
るロールモデル講演会、（2）実践に向けたウォーミングアップ・メニューの提供、（3）学
生が楽しみながら実践に取り組むことができそうな連携協力先の開拓と、（4）個人面談を
通じた学修プランの作成・改訂作業の取組であった。

Ⅲ．第2日目

第2日目は、「まちの課題をチャンスに変える！～地域PBLデザインラボ～」と題し、サ
マースクール開催地域である長野地域をテーマとした地域PBLを設計するワークショップ
が行われた。全国6地域からの参加者が混成で5名程度のグループを組み、全体として10
グループによるグループワークの活動であった。最初に、課題1「PBL失敗談の共有」が
アイスブレイクとして与えられ、参加者は、学生がやらかして困ったこと、成績づけのと
きに困ったことや金銭面・予算繰りで困ったこと等についてグループ内で意見交換を行っ
た。次に、本題としての議題2「地域PBL設計in長野（長野地域の地域PBLをデザインし
よう）」に取組んだ。長野地域は、北信・東信・南信・中信の4つのエリアがある（長野県 
2024）。その中から対象地域を一つ選ぶため、各エリアの地域特性について、グループ毎
に長野県内大学の参加者から説明された。また、解決する課題のカテゴリーを選択するこ
とも求められており、そのためのカードが用意されていた。各カードには、「地場産業の
振興」「観光業の振興」「農業の担い手不足」「教育機会の向上」「少子高齢化」「空き家問題」「若
者の流出」「過疎化」「森林資源の管理」「再生可能エネルギーの活用」「地域医療の不足」「冬
季の雪害対策」「インバウンド対応」「気候変動対応」「交通インフラ整備」「伝統工芸の保
護」が記載されてあった。さらに、地域PBLの設計条件として、（1）地域資源を活用する
こと、（2）他大学や学外者（民間企業や団体）と協働すること、（3）地元就職率を上げるこ
との3点が掲げられた。グループワーク用のワークシートも用意されており、選択した地
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域、選択したカード、授業の目的、授業の内容、選択した地域のどんな地域資源を活用す
るか、開講時期（通年型/集中型/セメスター /クウォーター）、学生の定員、授業計画（15
回分、おおまかに）、学生の到達目標（～ができるようになる）、成績評価の方法、必要経
費と出所の枠組みで整理することが求められた。

1時間のグループワークの後に、全体発表において、各グループで設計された地域PBL
案が示された。例えば、あるグループからは、関係人口の増加という地域課題を題材に、

「観光の促進を学生に考えてもらうPBL」と題して、地域の観光プラットフォームと連携し、
学生に現状や課題を分析させ、地域の魅力の発掘や発信に携わってもらう内容の提案が示
された。また、若者の流出という地域課題を題材に、「そもそも『なぜ流出につながるのか』
を学生に調査させ、対策の立案や提案にいたる活動をさせるPBL」の提案もあった。この
他、空き家問題を題材に、「不動産業や自治体から空き家問題に関わる諸側面を講演して
もらい、人口動態の調査や関係者にヒアリングを行った後に、解決策を提案してもらう流
れのPBL」を提案したグループもあった。各グループの作成したワークシートはオンライ
ンでも全参加者に共有された。ワークショップ後には、野崎浩二氏（山口大学学長特命補
佐）によるおわりの挨拶があり、盛会のうちに閉会となった。

Ⅳ．おわりに

文字科学省「地域活性化人材育成事業～ SPARC ～」の一環として、令和6年9月に「SPARC
サマースクールin軽井沢2024」が開催された。SPARC採択地域である山梨、長野、岐阜、
山口、熊本、宮崎の6地域の大学教員約60名が一堂に会し、SPARC事業の要となってい
る地域PBLについて、活発な意見交換や有意義な情報報共有が行われた。このことが、今
後の各採択地域におけるPBLの取組の発展に寄与する一助となることを期待したい。な
お、自大学のPBLの改善のために他大学のPBLを参考にしてその優れた点を取り入れる
ことは大切である。しかし、PBLの授業科目は教育プログラムの中に特定の役割を与えら
れて配置されたものであるので、たとえある大学で優れた効果を発揮しているPBL授業が
あったとしても、それをそのまま転用することはできない。結局は、自大学の教育プログ
ラムのPDCAサイクルの中でPBL授業科目の改善を図ることが何より重要であると考え
る。

謝　辞

本サマースクールへの参加も含めて、本稿執筆のための一連の教育研究活動の一部は、
文部科学省「地域活性化人材育成事業~SPARC~」の補助金によって支援されたものである。
本稿に関連して、著者らに開示すべき利益相反はない。

文　献
鹿島 梓. 女性に最適化した工学教育設計で社会に必要な人材育成を担う／奈良女子大学工

学部, リクルート進学総研, 2022.
https://souken.shingakunet.com/higher/2022/12/post-3311.html　（最終閲覧日：2023年12

月24日）

50 地域活性人材育成事業・2024年度　SPARC教育プログラム論集・報告書Vol.2



未来計画研究社. Miraiプロジェクト, 2023. https://miraiken.yamanashi.jp/mirai/　（最終
閲覧日：2024年12月31日）

文部科学省a. 令和4年度大学教育再生戦略推進費「地域活性化人材育成事業～ SPARC ～」, 
2022.

https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kaikaku/sparc/index.htm（最終閲覧日：2024年
12月30日）

文部科学省b. 「地域活性化人材育成事業～ SPARC ～」選定結果について, 2022. https://
www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kaikaku/sparc/r4-3_00001.htm （最終閲覧日：2024年
12月30日）

文部科学省c. 令和4年度 地域活性化人材育成事業～ SPARC ～キックオフシンポジウ
ムの開催について , 2023. https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kaikaku/sparc/r4-
4_00001.htm　（最終閲覧日：2024年12月31日）

文部科学省d. 令和5年度 地域活性化人材育成事業～ SPARC ～全国シンポジウム開催に
つ い て , 2024. https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kaikaku/sparc/r4-4_00002.htm　

（最終閲覧日：2024年12月31日）
長野県. 発酵長寿 地域から選ぶ, 2024. https://www.hakkochoju-nagano.jp/area/　（最終閲

覧日：2024年12月31日）
奈良女子大学a. 奈良女子大学工学部, 2024. https://eng.nara-wu.ac.jp （最終閲覧日：2024

年12月31日）
奈良女子大学b. Myway. Program, 2024. https://myway.nwu-eng.jp　（最終閲覧日：2024

年12月31日）
山口県.大学リーグやまぐち・トップ, 2024. https://www.pref.yamaguchi.lg.jp/soshiki/3/11978.

html　（最終閲覧日：2024年12月31日）
山口県立大学. 地域活性化人材育成事業～ SPARC ～ , 全国初！国公私立大学協働による

DX人材育成, 2022.　 https://www.yamaguchi-pu.ac.jp/au/ap/sparc/　（最終閲覧日：
2024年12月30日）

山口大学, 山口県立大学, 山口学芸大学. 地域活性化人材育成事業SPARC, 山口大学・山
口県立大学・山口学芸大学による文系DX人材の育成について, 2023.　 https://www.
yamaguchi-sparc.jp　（最終閲覧日：2024年12月30日）

山梨大学a. 令和5年度　地域活性化人材育成事業～ SPARC ～全国シンポジウム開催のお
知らせ, 2024.　 https://sparc-j.jp/national_symposium/　（最終閲覧日：2024年12月31日）

山梨大学b. 地域活性化人材育成事業～ SPARC ～ , SPARCサマースクールin軽井沢2024
を開催しました, 2024. 　https://sparc-j.jp/sparc_summerschool_2024/　（最終閲覧日：
2024年12月30日）

山梨大学c. 知（地）のソーシャルキャピタル 学びの山梨モデル 地域活性化人材育成事業～
ＳＰＡＲＣ～ , SPARCサマースクールin軽井沢2024を開催しました, 2024.　 https://
sparc.yamanashi.ac.jp/sparc_summerschool_2024/　（最終閲覧日：2024年12月30日）

柳澤聖子. 国立女子大で相次ぎ ｢工学｣ 分野の学部新設のなぜ-今春に奈良女子で24年度に
お茶の水が設置へ-, 東洋経済オンライン, 2022.

https://toyokeizai.net/articles/-/503174　（最終閲覧日：2023年12月24日）

51第３部　SPARC教育プログラムシンポジウム・FD　報告

■ 

第
１
節　
「
S
P
A
R
C
サ
マ
ー
ス
ク
ー
ル
2
0
2
4
i
n
軽
井
沢
」の
報
告



１　�産学協力先導大学育成事業(LINC3.0) の
主な成果とイルモリ士官学校のデジタル
ヘルスケア運営事例

慶南大学校LINC3.0 事業団　イルモリ教育団長
朴 恩 姝

こんにちはご紹介いただきましてありがとうございます。
まず、この場にお呼びいただきました岡理事長をはじとする
関係者の皆様方に厚くお礼申し上げます。

私、慶南大学LINC 3.0 事業団の団長を務めております。
山口県立大学においては、SPARC事業を推進しておられる
と聞いております。今回のテーマがDXということですので、
慶南大学で行っている健康をテーマとした DX 事業の説明をしたいと思います。

まず説明の前に、この絵をご覧ください。
今現在世界的に大学が悩んでいる実情があ
りますが、この絵にあるのは、世界最初の
大学と言われている大学です。この様子を
見ると、中世時代も現在も、同じような講
義の形が行われていることがわかります。

現在、四次産業の革新というふうに取り
沙汰されている中、まだまだ大学は変わっ
ていないし、変わらなければいけないとい
う悩みを抱えているのが実情です。

教えるということ―教育―については、19世紀の半ばから教育中心となり、産業改革を
経て、産業界を教育が後追いをするという変遷を遂げてきています。つまり、教育が産業

第２節

現場密着型地域人材育成 産学研連携教育課程
イノベーションFDの報告

「海外の先進的産学協力の事例研究とDXによ
る地域課題解決の探究」
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界の先をいっているわけではないという課題があります。

韓国における大学は、教育部という官公
庁、政府機関の政策に従うというような立
場を取っています。その中で教育部が掲げ
ている内容として、国家技術競争力を向上
するためには、産学連携が大変重要である
ということがあります。大学は単なる知識
伝達者ではなく、国の技術覇権競争を牽引
し、地域の産学研連携生態系を構成する革
新主体として存在すべきで、大学と産業界、
研究機関、自治体が共存できる産学研協力政策の発掘・推進が必要であると教育部側は述
べています。

こういった政策を進めていくためには予
算が欠かせないわけで、人材育成に関して
財源を投入しています。産学協力支援事業
中、人的育成への投入財源が 74.7％ 、 一年
間で1兆9326億ウォンという巨額な予算を
組んでいます。

このLINC事業団は、教育部の代表的な大
学財政支援事業という立ち位置にあります。
LINCというのは英語でLINKという言葉も
ありますが、Leaders in Industry-university 
Cooperationの略です。特徴的は、産学中心
とする事業を目的とし、予算を立て体制づ
くりを行うこと。これはまさに産学共同研
究開発技術移転の事業化であり、企業また
地域革新などを有機的に連携する総合パッ
ケージ事業であり、産学協力プラットフォー
ム事業であるわけです。

この表にあるように、まず、最初の試行期間は2012年の第一段階の始まりです。この時
は、大学の教育目的やミッションを変えていこうとする努力を行いました。産学連携を伴
うことによってですね。それから2017年に第二段階になります。これは小さな規模の地域
レベルから、より大きな規模の地域社会レベルに拡大をさせるという段階になります。第
三段階が2022年からですが、この時期、新産業新技術分野の未来人材育成のほかにも特徴
的なものは、去年から自治体との具体的な協力案を強調するようになりました。

これとともに、右側にありますように日本のCOC事業（文科省が進めている事業）も同
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じような段階で進められております。これを比較してみるのも意味があると思いますし、
また私個人としては慶南大学と山口県立大学がお互いしっかり努力を傾けた内容を成果共
有ができるといったことにも大きな意味を感じております。

2012 年に始まり、12 年目を迎えている
LINC事業ですけど、この指標を見ればわか
りますとおり、すべての項目において増加
傾向を見せています。産学協力によって予
算範囲も増えております。また、その産学
連携協力による人材育成のプログラムも増
えました。また、LINC事業の成果として、
創業を起こす方の起業での教育成果も増え
ております。また、研究内容が大学内だけ
で集結するのではなく、企業にわたり、そ
れによって雇用も創出され、収益も増える
というような相乗効果を生み出しています。
また、LINC事業の成果としては、グローバ
ルな形での産学連携を進めております。そ
の代表的なものがここにあります。山口県
立大学とのこのような関係性もあります。
また、7月の初めに鄭恩姫先生と一緒に東
ヨーロッパのスロバキアに行って、この産
学連携に関する MOU を締結してまいりま
した。

LINC3.0の事業をもう少し詳しく申し上げ
ますと、先ほど述べた第一から第二段階の
LINC事業の成果を持続的に高度化させて、
大学と産業界が共存発展する産学研連携協
力の生態系をつくり上げるために推進され
る大学産学研協力総合支援事業です。また、
2022年の予算基準で見ますと、総額が3025
億ウォン、最大6年間支援することになって
います。

その事業のビジョンと目的を教育部側が
掲げています。まずビジョンとしては、産学研連携の革新生態系構築を通じて、先導的な
国家への飛躍を遂げるということ。また、その推進戦略としては、人材育成、起業家育成
型の大学、産学連携の持続性向上基盤の強化、共に成長する共有・協業生態系をつくり上
げるといった点があります。
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この事業の実施大学の分布についてです
が、全国 223 ある四年制大学のうち76の大
学が選ばれており、この割合は 34% です。
ここにありますように、圏域別に例えばソ
ウルはこのような形で分かれているのです
が、慶南大学の場合は東南圏というところ
にあります。我が大学の場合は、昨年・一
昨年合わせてこのLINC事業をしっかり進め
たということで最優秀の賞を受けておりま
す。予算は毎年41億ウォンの予算です。

また、先ほど申し上げましたこの事業の
ビジョンというのは、教育部側国側のビジョ
ンなのですが、慶南大学側が独自にその事
業を推進する上でビジョンを掲げています。
まず、産学協力を通じた地域感動の起業家
型大学の実現、またその核心戦略としては、
四つの推進戦略として、「未来需要の人材を
育成する」、「企業支援/共有・協業生態系を
作る」、「研究成果/産学研究を進める」、「産
学協力基盤を強化する」という意味でプログラムを推進しています。

この内容は推進エンジン、言うなれば、
この慶南のLINC事業における両輪になるわ
けですけれども、まず左側のは企業が期待
する教育（ブランド名としては「イルモリ教
育」）を進めることによって就職率も高まり、
良い効果を上げるということ。また右側は
共有・協業（コラボレーション）で、例えば、
技術移転であったりとか、共同研究であっ
たりとか、そういったもので大学は再投資

を遂げて、収益も上げていくということ。
これらの二つが相まみえて、地域側の発展
が進められるということです。

イルモリ教育に関して、もう少し深く説
明したいと思います。このイルモリ事業で
すけれども、まず企業が期待する人材の該
当部分というのは、例えば働く人の人生や
品性であったり、性格的なものであったり、
そういったものですね。その人と協業体制
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ができるのか、意思疎通がちゃんとできる
のか。また、問題解決の能力を持っている
のかといった、そういうものを兼ね備えた
人材を望んでいます。

イルモリ教育の中では、PBL という科目
として、企業側が期待する、そういった能
力を習得できるように、教科を編成し、授
業を行っています。また長期休暇（夏休み
や冬休みの期間）にはイルモリ士官学校と
いう短期集中型のプロジェクトを実施して
います。このイルモリ士官学校というもの
が出てきましたけれども、これは慶南大学
校イルモリ教育の核心ブランドと言えるわ
けです。これは夏休み・冬休みの期間の間
に 100 時間以上の教育時間を持っています。
朝8時から夕方6時まで集中授業を行います。
主な内容としては、機械設計、制御ソフト
ウェア、デジタルヘルスケアなどを現在は
進めていますが、今日はその中でデジタル
ヘルスケアに関して説明したいと思います。

世界的にこのデジタルヘアスケア分野が
脚光を浴びています。国レベルでもそうで
すけれども、自治体、慶尚南道においても
この分野にあたる人材育成が重要だという
ことで、注目しています。

慶南大学には健康保健大学（学部）があり、
私が所属しているのは食品栄養学科になり
ます。またこの他にも、現在は DX 時代を
迎えているということで、 AI またビッグ
データを基にした教育などもあるわけです。
イルモリ教育も履修するということで、慶
南大学ではデジタルヘルスケア融合専攻と
いう専攻を備えました。この人材育成プロ
グラムを進めるために、ここにありますよ
うに関係教授の先生方と共に努力推進して
おります。デジタルヘルスケアの人材育成
プログラムに関しては八つの段階がありま
す。これは後でご参照ください。

まず、このプログラムを進めるためには、
学生を募集しなければなりません。入学式も行いました。これは冬季の士官学校の様子で
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す。 PBL の講義をするための講義室、環境
を整えました。冬ですけれども、これ 3 週
間やったんですが、9時半から5時半まで帰
宅せずに徹夜で一生懸命勉強をしておりま
した。時間の関係上、スピードアップいた
します。まず、デジタルヘルスケアに関し
ては様々な分野がありますので、その専門
家を招いて特別講義を行いました。また 2 
週間程度は人工知能（ AI） であったり、デー
タに関し全く知らない学生が多いので、そ
れに対して集中講義を行いました。講義の
様子です。イルモリに関する説明や教育も
いたしました。ここにいるチョン・ウンヒ
教授の場合は、地域健康問題解決のための
リビングラボというワークショップを行い
ました。また、保健所からも講師を招いて、
地域の方々 に健康に関する教育説明をし
ました。さらに、学生たちをチーム分けし
て、チームごとのプロジェクトを進めまし
た。この4つのテーマが主なものですが、この時のプロジェクトとして学生たちが行った
ものは、単身世帯が多いために健康食品を推進するチャットボット、ディープラーニング
を利用した頭皮ケアのフードテックプログラム、言語障害コミュニケーションに対する支
援サービス、感情ベースの幸福、コーチング AI、こういったプログラムを学生が作り出
しました。

最後ですけれども、専門家を招いたコンペティションを行いました。また、優秀な学生
には表彰をいたしました。最後にこれは卒業式であります。地域の地方新聞にも掲載いた
しました。

こういった広報活動を行うことによって、
慶南大学が行っているデジタルヘルスケア
に対する宣伝ができます。この方は慶尚南
道のパク・ワンス道知事ですけど、討論会
に参加されました。この発表を聞かれて大
変良いものだと賞賛していただきました。
この感想ですけど、今まで経験できなかっ
たものが経験できて大変良かった、時間が
短すぎた、もっと長くして欲しい、といっ
た感想もありました。

動画をご覧ください。学生たちは休みになるとどこか遊びに行きたがるものですけれど
も、このプロジェクトを進める上でとても熱心に学び、努力を傾ける様子を見て、教授た
ちは大変感動しておりました。
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このような形でデジタルヘルスケア人材育成プログラムを受けた学生たちは、自治体に
入り、デジタル保健所というものをつくる予定であります。やがて自治体の方で必要な人
材として入職していくのではないかというふうに我々 は期待しています。

このプログラムは山口県立大学で行われている DX授業に合わせて慶南大学側で行って
いる内容として説明いたしました。先ほど申し上げたのは、冬期のイルモリ士官学校です
けれども、今現在まさに夏季の士官学校が開催されています。
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みなさんこんにちは。イルモリ教育本部長であり、教育学科
におります慶南大学校チョン・ウンヒです。山口県立大学は、
私にとってはもう一つの職場のようであります。訪れるたびに
大変暖かくお迎えいただきますし、講義を聞いてまた心を一つ
にして、また一緒に勉強ができるというところに感動を受けて
おります。

みなさんは、大学を通して学生をどのような人材に育てあげたいでしょうか？今私たちが
住む時代というのは不確実な時代と言われています。何も定まったものがない、不透明な時
代と言われているわけです。そこで学生たちに求められるのは、どのような環境においても
勇気を持って、そして果敢に問題を解決できる、そういった能力を兼ね備えるように育て上
げていくことだと思います。そのためには、大学教育が革新的な道を遂げなければいけない
わけですけれども、「大学の教育革新」イコール「教授の革新」というふうな言葉で代えられる
かと思います。みなさんそのような思いを持っているからこそ、この場に座っておられるの
だと思います。

前回こちらを訪問した時にPBL に関して若干触れましたけれども、本日はこの PBL の方法、
また大学を対象とするのみならず大学の近隣にあります高校を対象とした PBL 授業を行って
おります。その内容を説明したいと思います。

こ の PBLと い う の は、 一 つ は“Problem 
Based Leaning”－問題解決型学習。もう一つ
は” Project Based Learning”。この二つを分け
て考えるのではなく、その問題解決のための
過程をしっかりと捉え、またそれに対して解
決していく、挑戦をするといったものが重要
であると考えます。

この右側にある絵は綺麗でしょうか？しっ
かり描かれているでしょうか？この表紙にあ
るクリーンな絵はどうでしょうか？これは私
が描いた絵ではなく、 ChatGPT ～ AI ～ が描
いたものです。 ChatGPT に入力したわけで
す。「私は山口県立大学で PBL の説明をする。

２　�問題解決能力向上のための PBL 教授法
と高校連携PBL 適用事例

慶南大学校LINC3.0 事業団　イルモリ教育本部長
鄭 恩 姫
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それにしっかり適合した絵を描いてほしい」といった結果がこの絵です。やはりこの DX とい
うものを学生に教えるためには、教授自身もその DX に関しての力量を備えなければならな
いわけです。

学生また教授が問題を解決するための学習を進めていくわけですけれども、問題から始め
て問題解決プロセスを経て、またそれは一人で行うのではなく、共同でチーム構成を行って
いくということです。ですので、これを四つの流れで考えますと、まずは問題から始め、問
題解決させするためには実践を行うということで、一人でやるのではなく、コラボをして共
同で行い、またその問題解決を学習者主導によって行っていくというのがキープロセスであ
ると考えます。

問題解決PBL のプロセスとしては六段階が
あるわけですが、まず、第一に問題提起、解
決すべき質問を提示し、問題シナリオという
のを作るわけです。その後、問題を確認しま
す。どういった意味を持っているのかといっ
たような分析を進めて、その後チームを構成
し、協業によって学習を進めていきます。そ
して問題解決案を導き出した後に問題解決案
を発表するわけです。これを発表することによって、相互作用というのも生まれてきます。
最後には、学習成果をまとめ、整理して評価を行うというような六段階で進めていきます。

この過程を進める上では、教授いわゆる教
える立場の人たちの役割というのが大変大事
ですけれども、これを行う上で強調したいも
のがあります。私がやることについて真似て
いってください。右手をあげてください。自
分の頭をなでてください。英語で言います。
“ I am special. I am special ” 発音いいですね。
もう一度「はい」、隣の方に “You are special”。

「はい」。両手を広げて“ We are special ”ファイトです。私は学部の学生、大学院の院生、また
地域住民の皆さんに講義をするときには、いつもこのように言葉を投げかけます。なぜなら、
教育学の側面においてベースとなるものは、自分自身の自尊心と自信を持つということ、そ
して自己効力感というのが何よりも重要だからです。これは良い先生、激励をしてくれる先
生に出会うと、その学生自身が持つ本来の潜在力量というものが、大変しっかりと発揮され
るからです。ですので、教育者の立場としては、いつも励まし、なぜこういうことで学ばね
ばならないのか？理由もしっかりと教えてい
くわけです。

ですから、 PBL における教授の役割という
のは、まず問題定義者としての問題を提示し、
学生・生徒が自ら学習目標を設定できるよう
に助けてあげること、これが重要です。そし
て、ティーチャーではなくティーチではなく
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コーチに、また促進者、ファシリテーターとしての役割が重要であります。最後には、その瞬間、
瞬間で必要なリソース情報を提供する役割というものが重要です。

大学での PBLはもちろん重要ですけれど
も、高校一年生を対象として行ったPBL につ
いて説明したいと思います。この問題シナリ
オですけれども、高校一年生を対象としたも
ので、そのまま読み上げます。
「ピンポン！安全な九岩高校づくりキャン

ペーン、コンペティションのポスターがチャ
レンジチームに届きました！私たちは馬山の
名門である九岩高校に入学した一年生の新入生です。最近、学校内の暴力事件、青少年の薬
物中毒、校内の食中毒、運動場や階段での事故、登下校時の交通事故など、私たちの学校の
安全を妨げる事件、事故が起きています。そこで本校では生徒が安全に安心して楽しく学校
生活を過ごせるように、安全な九岩高校を作り、キャンペーンを実施することにしました。
私たちはクラスメートとチームを組んで安全な九岩高校づくりキャンペーンコンテスト PBL 
チャレンジを行い、コンテスト応募作品を作らなければなりません。」

これは慶南大のPBLが大変上手な大学生6
名を選抜し、高校1年生のところに行ったわ
けです。そこでは、このポスターを提示して 
PBL チャレンジをやろうというふうに始め
ました。まずシナリオですけれども、今回の
PBL の目的というのは、幸福で安全な九岩高
校を作るというチャレンジなわけです。その
方法を、またテーマといったものを定めなけ
ればならないわけですけれども、あまりにも
シナリオが優しすぎてもいけないわけです。
ですので、非構造化された問題というのを設
定します。また、この生徒たちは自分たちの
生活に深く関連あるものに対して積極性を発
揮しますので、まず現実的な問題でなければ
ならない。また、自分たちに関連性のあるも
のでなければならないわけです。ですので、良いシナリオを作るためのものとして、ここに
参考に述べましたので、お読みいただければと思います。

この問題分析の段階には四段階あり、チャートを描くというような形で進めていきます。
こうやっていくことで、多様な、様々な形で進めることができます。

まず、第一の段階は「事実の確認」であります。ファクトであります。シナリオを先ほど提
示しましたけれども、一体問題は何なのか？いつまでこれを解決しなければいけないか？な
ど様々な内容を明確に理解するために読み込んでいくわけです。先生方、こういった経験は
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ないでしょうか？明らかに自分の生徒たちに
課題を提示して、いつまで出しなさいと言っ
たのにもかかわらず、それが十分に理解でき
ていない。後で生徒に、「わかりませんでし
た。」「いつまでかわかりませんでした。」など
など、というようなことを聞かれたことが私
はよくあります。ですので、やはりこの事実
をはっきりと把握すること、脈絡を捉えると
いうところが不足していたということが考えられるわけです。

次は第二の段階として「拡散的思考」アイデアであります。安全な九岩高校キャンペーンと
いうものを進めるためには、まず問題を把握し、そのソリューション、アイデアを出すとい
うところが必要になってきます。

第三に「学習課題の抽出」になります。チームごとにテーマを定めアイデアを出し、そのア
イデアに対して解決していくというふうに解決策、意見を出し合い、導き出すわけですね。
それに関して導き出すのは自らが定めていくというふうに誘導します。

次に「実践計画の策定」が第四段階になります。この必要な内容を進めていくためには、ス
ケジューリングというのが必要ですけれども、そのスケジュールとともに、業務分担の過程
を経ていきます。例えば映像を撮らなければいけない人は誰なのか？資料を作成するのは誰
なのか？シナリオ作る人は誰なのか？といったものを定めてスケジューリングを進めます。

この写真が実際の馬山にある九岩高校の写
真です。一年生は六つのクラスで構成されて
おりまして、一クラスに先ほど申し上げた慶
南大学の6名の教授一人ずつ配置いたしまし
た。全 6 回 2 時間ずつ PBL を実施しました。
この PBL のテーマとしては、安全な九岩高作
りキャンペーン・コンペティションというこ

とで、アイデアを出して発表するまでの段階です。

このPBL ですけど、テーマは「 PBL チャレンジ」と定め、五段階進めていきます。まず、
第一段階は共同でやる、気持ちを作っていくということ。第二に分析を進め、第三に創意工
夫しアイデアを出す。第四には、ソリューションを作っていく。そして最後に第五段階とし
て発表です。

まず、第一には、その共同で進めていく、
協力して進めていくという気持ちを作ってい
くためのチャレンジです。第二には、分析の
段階になりますけれども、安全な九岩高校づ
くりというテーマですので、それを進めるた
めに問題は何があるのかといった分析を進め
ました。これはちょっと面白い写真なんです
けれども、チャートを作るのに、寝そべった状態でチャートを生徒が書いているわけですね。
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このPBLチャレンジでは四つのチームを構成
しました。それぞれのチームがテーマを作り、
それを進めていくための結果物と言いましょ
うか、何を作っていくのかといったものを考
えたわけです。Aに関しては「ゴミの分別回収
キャンペーン」を行うということ。Bに関して
は「他の学生が使う机もきれいに使おう」、こ
れは D のチームと若干似ているのですけれど
も、韓国の高校の場合は大学のように教室を
移りながら移動式授業を受けたりします。例
えば英語であったり、化学であったり、その
場合に自分が使った後の机をそのまま汚いと
いうか、片付けずに整理整頓せずに移動した
りする場合があるんですね。ですので、そう
いったものを綺麗にしよう、また、「運動場グ
ラウンドにゴミが散らかっているので、これを綺麗にしよう」といったようなことで、キャン
ペーンを行おうというふうに考えたわけです。

これは最後にコンテストとして発表するた
めの必須の構成内容です。これは実際に活動
している様子です。慶尚南道においては、小
中高全ての生徒に対してパソコンを提供して
います。ですので、例えばパソコンやタブレッ
トを利用してオンラインでの授業に参加する
というような機会も多いです。映像とでは、
ウェブサイトにログインアクセスをして何か
作っている様子ですけれども、韓国の場合は、事前プログラムと言いましょうか、たとえば
パワポであったりとか、そういった必要な資料の作成というのは、必要なサイトに入って作
るというようなベースが作られております。

完成物では、あるチームはポスターを作って、ゴミをきれいに片付けましょうというよう
なポスターを作ったんですけれども。とある学生の場合は、その分別回収に関して映像を作っ
て、動画を作って、インスタグラムにあげました。下にいる子がゴミ（役）です。これは分別
回収していないからこういうことが起きているということで。ちなみに周りにいるのがプラ
スチックごみであったりとか、一般ゴミであったり、可燃物とか、いろんなそのゴミの子達
ということみたいです。インスタにあげた時
のコメントですね、しっかり、これはゴミを
分けてやんないといけないねというような感
想を述べています。

このポスターは、先ほど述べた、教室移動
をする際に机が汚いよということで、それに
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関して、しっかり片付けましょうという内容のポスターです。これをあちこち廊下またはそ
の教室ごとに貼った後、そのアンケート調査をしたところ、やはりその認識、意識が変わり、
きちんと片付けなければいけないなというような意識変革が起こったということです。

この慶南大学の PBL を進めることによって、良い成果を得たというのはもちろんのことで
すけれども、高校でこういったPBL 活動を通じて、様々な問題解決の一助となっていたこと、
また、もう一つ良い点というのは、高校を通じて PBL を行ったことによって、慶南大学のイ
メージが良くなったのですね。それによって慶南大学の入学生が増えたという良い結果、影
響を得ました。これからずっと生徒たちの問題解決力を向上させるために、支援するために、
苦労されておられる教授の先生の皆様方、大変だと思いますけれども、応援したいと思います。
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みなさんこんにちは。お会いできて光栄です。昨年は 
PBL を実施した事例の発表をいたしました。またこうして
お目にかかれてますます嬉しいです。

今日は、この PBL の授業を行う場合に、やはりその学生
に対して相互作用というのが大変重要になってきますので、
ファシリテーション技法についてお話ししたいと思います。

ファシリテーションというものをそのま
ま訳すと「促進」という意味です。これは、
easy という意味を持つラテン語のファシ
リスに由来します。ファシリテーションと
いうのは、グループの構成員が効果的、ま
た積極的に参加して相互作用を促進し、目
的を達成するように支援する活動のことで
す。このイルモリ教育を通じてファシリ
テーションに対してお話できることは大変
意義があると言えます。

教育においてのファシリテーションとい
うのは、ティーチングではなくラーニング
ファシリテーションです。実際に教えるこ
とを容易にするのではなく、学習がより効
果的に簡単になるように、促進することが
目的であります。ラーニングファシリテー
ターは、つまりその教授する立場ですね、
学習者の特徴を理解して既存の経験と新し
い内容を結びつけて、また学習をしっかり
続けられるように支援する存在であるとい
うことです。ですので、開放的な学習環境
を提供することで、仲間の学習者間におけ
る相互作用を円滑に行えるように支援してあげなければなりません。そのテーマに対し
て専門的な知識とスキルを備えた学習者に対して信頼を与えることができる、その専門
内容の専門家でなければならないわけです。また、学習者の議論の内容が間違った方向

３　�イルモリ教育実現のためのファシリテー
ション教授法

慶南大学校　イルモリ教育メンター教授
李 眞 姫
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に流れているときには、適切なフィードバックを通じて修正し、きちんと学習が行われ
るように支援してあげなければなりません。そのようなことを誘導するためには―引き
出すためには―、ラーニングファシリテーターというのはしっかり没頭する必要がある
わけです。

参加者に注意を払ってしっかりと見てい
くと、本当にこの学生たちはできるのだろ
うかという疑いを抱くかもしれませんけれ
ども、その学生はきちんと解決できる力を
持っているのだとしっかり信じてやらない
といけないわけです。そのことが前提であ
れば、PBL の教授として、またラーニング
ファシリテーターとしての役割を果たすこ
とができるわけです。その教授者としての
立場としては、自分が持つ感覚をしっかり
と発揮しなければなりません。

まずは自分が持つ耳をしっかりと開け
て、聞かなければならないわけです。これ
は「傾聴」、耳を傾けるわけですね。学習者がいったい何を言っているのか、正確な情報
を知るようにしなければならない。また、発言の真意をしっかりと把握し、その身振り
や表情が伝える意味に注意を払うべきです。

みなさんはどれぐらい聞いていらっしゃるでしょうか？　例えば対話ですね。話をし
ている時に、その相手側が話している内容を聞くのではなく、自分が話すタイミングを
取るために、その話の流れを聞いているような形になっていませんか？　話し手の話す
情報を把握しようとしていますか？　話し
手が何を話そうとしているのか、そのシー
ンは何なのか、本当の意味での耳を傾ける
ような形で聞いているでしょうか。

もし今言ったような形で耳を傾けている
のであれば、十の耳を持って王様が聞くよ
うな形で王様の話す内容を聞くような形
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で聞いているといえるでしょう。ですの
で、その話し手、自分のその相手、まさに
その一対一で話そうとする内容をきちんと
耳を傾けている素晴らしい聞き手だと言え
ます。ですので、相手側が、ちゃんと聞い
ているのだよということがわかるように、
自分たちの身振り相槌といったものも必要
です。会話の呼吸を合わせてその合間に、

「あ、そうだったの？」「それで？」というような言葉を挟むのも必要です。また、その
話し手側の表情、感情が聞き手側の表情、感情と一致しなければなりません。その聞い
ている内容、ちゃんと聞いているのだよということで、その話し手の内容を要約してま
た繰り返すといったものも必要です。

そういう形、態度で表されると、脈絡、
文脈中心のきちんとした傾聴している、正
しい傾聴者であるというふうに言えます。
そういったものは「共感的傾聴」というふう
に表現します。しっかり聞いていますか？　
みなさんは正しい傾聴者であると言えま
す。

ここに正しい傾聴の仕方というものが十
個あります。これは、どれほどきちんとし
た聞き方ができているのか、というチェッ
クリストとしての役割も果たせます。一
度お時間があればチェックしてみてくださ
い。

もう一度聞きますよ。皆さんは素晴らし
い傾聴者でしょうか？一度、相手側に対し
てしっかり聞いているんだよ、というのを
見せてあげてください、相手側に対して自
分の身振り、手振りで。目を合わせてくだ
さい。うなずいてみてください。「あ～」と
いうふうに言ってください。共感をしっか
り得た場合には、膝を打ってください。結
構ですね。誰も膝打ってくれませんでした
ね。

傾聴のプロセスというのは、まさにこの過程です。相手が話をすべてしてくれるまで
待機します。待ちますよ。リアクションを出します。質問をしてください。しっかりと
聞き止めたのか、整理をしてもう一度投げかけます。

この PBL 授業においては、聞く、しっかりと聞くということと同じぐらい重要なも
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のが質問することです。この質問というも
のは、話し手が話した内容をしっかりと聞
き止めて、正確な情報を取っているのか、
受け止めているのか、という確認をする意
味でも必要なものです。また、その相手側
の話す内容が正確な情報であるか確認し、
得ているのかというものを確認するための
重要な方法が質問であります。実際に尋ね
る、聞くということ、質問するというのは大変重要です。分からないことを聞くという
のは大変勇気が必要です。自分が理解している内容をもう一度聞き直す、確かめるとい
うのも大変重要です。

みなさんはどのような質問の仕方をされ
ておられますか？　様々な質問のやり方、
形態があります。先ほど休憩時間がありま
したけれども、その間に話した相手の方、
どのような質問の仕方だったでしょうか？　
質問に対しての答えは得られましたか？　
質問をすると答えが出ます。また、その質
問は思考を刺激します。質問をすれば情報
を得ることができるでしょう。質問をする
と、思考を一箇所に集める。つまりコント
ロールができるわけです。また、質問は心
を開かせます。質問は耳を傾けさせます。
質問に答えるようにするためには、自分自
身を説得することもできるわけです。です
ので、質問は重要なわけです。

ですので、質問するときにはしっかり質
問しなければなりません。メッセージを込
めた質問ではなく、本当の疑問、本当に気
になって質問することが重要です。偏った
質問ではなく、中立的な質問をしなければ
なりません。時には感情、情緒の部分を考
えながら質問しなければならないこともあ
るでしょう。それでは自分自身の質問を点
検してみてください。皆さんの質問のレベ
ルはどの程度でしょうか？ 　PBL 授業に
おいて質問は大変重要です。質問にも技術
があるといえます。

質問の技法と段階を表すORIDというも
のを説明したいと思います。
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” Objective”, “Reflective”, “Interpretive”, “Decisional”。今いった単語だけでも、意味
が分かった方が多いと思います。Objectiveは客観的情報共有の質問です。例えば、「何
がありましたか？」「どのような単語・文章が記憶に残りましたか？」。Reflectiveな質
問は、「うれしかったこと、残念だったことは何ですか？」など。Interpretive な質問は「そ
れを通じて私たちは何を学んだでしょうか？」など。Decisionalの質問は、「では、私た
ちが何をすべきだと思いますか？」など。今申し上げたような内容の適用できる質問は、
表のとおりです。このように一つの事例として述べていますのは、私たち教授の立場で
も、やはりどういった質問すればいいのかと迷う時があるからです。

良い質問は良い答えを導き出します。良い質問にはフィードバックが必要です。それ
は称賛、褒めることです。称賛はうまい方ですか？　どのような形で褒めていらっしゃ
いますか？　この称賛というのは良い点や良いこと、立派なことを高く評価する言葉だ
と言えます。褒められた時に、みなさんの行動感情はどのような状況でしょうか？　称
賛というのは、その相手側が聞いたことによって肯定的な良い効果を出す、大変良い言
葉だと言えます。

称賛にもやはり技術があります。これは
すでにみなさんよくご存知の内容だと思い
ます。褒めることというのは何か良い行
動を行ったら、すぐその場で褒めなければ
なりません。また、よかったことを具体的
に褒めてあげなければなりません。できれ
ばオープンな場所で褒めるべきです。結果
よりも過程を褒めなければなりません。愛
する人に接するように褒めなければなりま
せん。偽りなく誠実な気持ちを持って褒め
てください。肯定的な視線で見ると、褒め
る言葉が見えてきます。うまくいかない時
であるほど、一層励まし褒めてください。
思ったのと間違った方向に起こってしまっ
た場合には、その関心を別の方向に誘導し
てください。たまには自分自身も褒めてく
ださい。しかし、今日はこの講演が終わり
ましたら、みなさんの称賛を私たちは待っ
ております。よろしくお願いします。

また、重要なものは記録と要約の技術で
す。PBL において、学習者が中心となる授
業においては、記録と要約の技術というものも大変重要です。学生だけが記録するのも
いけませんし、教授が陰で記録するのもいけません。すべて公開された状況であり、記
録されなければなりません。それは議論されている内容を効果的に整理し視覚化させて、
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構成員が必要な時に常に紹介できるようにする技術として必要だからです。想像、推測、
推定を記録してはなりません。記録の原則です。相手側が使った単語をそのまま記録し
てください。すべての参加者が読めるように大きな文字で記録してください。

まず、第一に書いて、次に討論です。記録する方法にはさまざまな技法があります。
リストを作ることもあります。クラスターやダイヤグラムで表現することもできます。
グリッド形態、またはイラストで書くこともできるわけです。

ご存知の通り、リストというのは一行一行ずつ順序通りに記録していくテクニックで
す。これは参加者の考え発言などを止めることなく書き示していく方法です。

次にクラスターです。これは言葉通りに参加者の意見をグループ分けしながら記録発
信する手法です。新しいカテゴリーが生まれた場合には、それを追加して続ければいい
わけです。よく引用されるのはブレーンストーミング、もしくはアクションプランの策
定会議に使われます。

次はダイヤグラム形式です。ダイヤグラムというのは、情報間の関連性、関係を構造
的に考えることができるようにしている方法です。

次はグリッド技法です。情報を分析して、複雑な意思決定を下す必要があるときには、
大変有益な方法です。フレームを提示してその中に提示された内容を探求していく方法
です。これは大変難しい面もあるために、学生たちは苦労をします。これを進める方法
としては、ポストイット、付箋を利用して貼っていく。こういう進め方が有効だといえ
ます。

次に言いますイラストレーションの技法は、学生たちが大変喜ぶ、楽しむ方法です。
イラストレーションというのは、情報、感情、意見、考えなどを、絵をもって表現する
方法です。まさにこのような絵であります。
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最後に要約の技術というのがあります。
要約には二つ、「再言語化技術」、もう一
つは「要約技術」があります。要約、パラ
フレーズつまり再言語化というのは、他
の人が言ったことを自分の言葉で言い直
しながら、もともと言いたかった意味を
再確認することです。再言語化するため
には、傾聴が必要です。これはいつ活用
すればいいでしょうか？　他の参加者が集中していないときは、強調して再び伝達する。
また、参加者の発言を聞きながら、心の中で再言語化しながら聞くというときに必要な
方法だと言えます。一番大事なことは、やはり参加者が内容、話した内容をもう一度確
認するという意味で再言語化するということです。また、参加者の発言が取り留めのな
い、若干まとまりのない発言だったという場合には、整理して発言内容を確認するとい
う手段にもなります。

もう一つの方法としてサマライジング
の方法があります。要約です。これは学
習の過程で扱われた重要な内容、進行状
況を簡潔に要約して表現する傾聴反応の
ことです。いつ活用すればいいでしょう
か？　これは議論のテーマを変える前、
もしくは結論を述べるとき、また、参加
者が長く発言した内容を簡潔にまとめて
提示する際に使用すればいいと思います。
時間が許されるならば、私が今まで話し
た内容を要約してくださいというふうに
言いたいのですが、私の発表はここまで
でございます。ありがとうございました。
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本日は「 DX による地域課題解決(PBL)令和5年度および
令和6年度の取組について」という題目で山口県立大学の 
PBL について報告させていただきます。本日の発表の流れ
をスライドに示しております。まず山口県立大学国際文化学
部がどのような人材を育てようとしているのかについて説明
し、次に DX による地域課題解決(PBL)が本学のカリキュラ
ムにおいてどのように位置付けられているのかを説明します。その後で令和5年度の取り
組みと令和6年度の取り組みについて紹介し、成果と課題について報告させていただきま
す。

国際文化学部がどのような人材を育成し
ようとしているのかについて説明します。
国際文化学部は、「地域社会の未来をリデザ
インし、人々の暮らしの DX 推進に貢献で
きる人材」を育成する学部です。次に「DX 
による地域課題解決 (PBL)」が国際文化学部
のカリキュラムでどのように位置付けられ
ているのかを説明します。本学での学びは
基盤教育から始まります。「DX による地域
課題解決(PBL)」は3年時に履修します。基
盤教育、SPARC教育プログラム、専門基礎
演習、学部基幹科目、学科基礎科目で学ん
だ内容を有機的に統合するための科目とし
て位置づけられています。この図は私が所
属している国際文化学科のカリキュラムで
すが、基盤教育から本学での学びが始まり3
年時に「DX による地域課題解決 (PBL)」を
履修するという流れは、文化創造学科も情
報社会学科も同じです。

それでは、令和5年度に実施したプロジェ
クトについて説明させていただきます。令

４　�DXによる地域課題解決（PBL）
　―令和5年度及び令和6年度の取組について―

山口県立大学国際文化学部国際文化学科
学科長　岩中貴裕

72 地域活性人材育成事業・2024年度　SPARC教育プログラム論集・報告書Vol.2



和5年度は8つのプログラムを実施しました。
プロジェクトの名称はこのスライドに示し
ている通りです。時間の都合上、本日は「地
域の魅力を発掘し、デジタルパンフレット
で発信」と「地域を活性化させるWEBメディ
アの開発を体験する。」の2つについて具体
的な内容を紹介させていただきます。

では「地域を活性化させるWEBメディア
の開発を体験する」について説明させていただきます。このプロジェクトの目標は山口県
を活性化させる自社メディアの開発、パートナーは ケイ・アール・ワイ・ サービスステー
ションです。担当は国際文化学科の吉永准教授です。成果物については後ほど紹介させて
いただきます。なお、このプロジェクトは今年度も継続して実施されています。

次に「地域の魅力を発掘し、デジタルパン
フレットで発信」について説明させていただ
きます。このプロジェクトの目標は、デジ
タルを活用して地域の魅力を発信するパン
フレット等の作成です。パートナーはやま
しろ商工会、担当は国際文化学科の芹澤講
師です。こちらも成果物については後ほど
紹介させていただきます。

では「地域の魅力を発掘し、デジタルパン
フレットで発信」プロジェクトの令和5年度
の活動内容を紹介させていただきます。令
和5年度は人口減少と高齢化が進むやましろ
地域で活躍する事業主に対して、本学学生
たちがインタビューを行い、地域の魅力を
発信するためのインタビュー動画とショー
ト動画の作成を行いました。スライドに示しておりますように、本学学生は7月、9月、
11月にフィールドワークのためにやましろ地域を訪問しました。先ほど紹介した「地域を
活性化させるWEBメディアデザインの開発を体験する」と同じように、こちらのプロジェ
クトも今年度も継続して実施しています。今、紹介させていただいた2つのプロジェクト
は、両方とも目的を達成するための手段としてショート動画を作成しました。両プロジェ
クトの学生たちが作成した動画は「やまぐちぶーち盛り上げ隊」というユーチューブチャン
ネルで公開されています。後ほど、ひとつ
ずつ紹介させていただきます。

それでは、令和5年度の成果と課題の説
明に移らせていただきます。PBL は様々な
レベルがありますが、SPARCで実施してい
る企業をパートナーとした PBL は、参加す
る学生にとって難易度が高いPBL となりま
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す。令和4年度にPBLの内容を検討する際、どうなるか不安でしたが、令和5年度の試行
は概ねうまくいったように思います。その理由について考えてみたいと思います。最初に
挙げなくてはいけないのは、担当教員の教育力です。これ無しに PBL の成功はありえま
せん。これについてはSPARC-PBL の担当を引き受けていただきました先生方に感謝して
おります。次に挙げられるのが、SPARC推進室による後方支援です。教員が学生指導に
集中できるように、常にサポートしていただきました。我々教員はPBL 以外の授業や委
員会業務を担当しています。コーディネーターと推進室のサポートがあったおかげで、令
和5年度の試行がうまくいったのではないかと思います。3つ目に考えられるのが「やまぐ
ち未来デザインプロジェクト」の存在です。令和5年度に PBL に取り組んだ学生たちは、
前年の令和4年度に本学の基盤教育で提供される「やまぐち未来デザインプロジェクト」を
履修しています。「やまぐち未来デザインプロジェクト」の内容はこのスライドに示してい
る通りです。この授業を通して学生は話し合いのためのスキル、主体性、協調性、課題に
対する積極性などを身につけていったのではないかと考えられます。「やまぐち未来デザ
インプロジェクト」がPBL実施の準備教育として機能していたと言えると思います。

引き続き成果について共有させていただ
きます。こちらのスライドをご覧ください。
藏田講師が担当した「自社ブランドを生か
した街づくり」は、今年の2月にメディアで
紹介されました。山口市は現在、空き家が
増えています。この問題を解決するために、
パートナーである田村ビルズと本学学生が
町の賑わい作りを目指して、空き家に新た
な役割を与えて再生するというプロジェクトに取り組みました。空き家を改修して外国人
留学生などのシェアハウスとして整備するという内容です。このプロジェクトは今年度も
継続しています。ではここで、「地域の魅力を発掘し、デジタルパンフレットで発信」「地
域を活性化させるWEBメディアの開発を体験する」が作成したショート動画を披露させて
いただきます。（https://www.youtube.com/channel/UC6vWkSQN2Tp9w-U6QHxdl9Aを参照）

次に令和5年度の試行から見えてきた課
題について説明させていただきます。一番
大きな問題は、プロジェクト間で成績評価
にかなりの差があったという点です。学生
に対する評価は、各プロジェクト担当の教
員が行いました。教員によって評価する際
の基準が異なっているという問題が明らか
になりました。公正な評価を行うためには、
ルーブリック等を用いた評価が必要になります。SPARC推進室が作成したルーブリック
案の一部を紹介させていただきます。SPARC教育プログラムで身に付ける資質・能力の
ひとつに「課題に対して、身に付けた知識や技能を活用して解決に向けた企画・立案がで
き、他者と協働して解決を図ることができる力」があります。これをレベル１（DXによる
地域課題解決に向けて身に付けた知識が少なく、自ら企画・立案を行う経験が少ない）か
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らレベル5（DXによる地域課題解決に向けて身に付けた知識を活用して企画・立案を行い、
他者と協働して解決に向けて実践し、その結果を評価することができる）で評価するよう
になっています。このように基準を明確にすることによって、公正な評価が可能になりま
す。

では次に令和6年度の取り組みについて紹
介させていただきます。今年度は9つのプ
ロジェクトを実施しています。受講生は国
際文化学科の2年生です。1年生の時に「や
まぐち未来デザインプロジェクト」を履修し
た上でPBL に取り組んでいます。プロジェ
クト名、パートナー、担当者はこの表に示
した通りです。新しいパートナーとのプロ
ジェクトが5つあります。私自身が担当して
いるプロジェクトですが、「東部地域グロー
カル人材育成East Yamaguchi未来ラボ」に
ついて、その内容を紹介させていただきま
す。このプロジェクトのパートナーは山口
県教育庁高校教育課です。山口県教育庁高
校教育課が実施する「東部地域グローカル人
材育成事業」に本学学生がメンターとして参加し、中・高生のサポートを行います。本学
から10名の学生がメンターとして参加しています。中・高生の参加者は約100名です。1
人の学生が中・高校生で構成される10名のグループのサポートを行うことになります。日
程はスライドに示している通りです。1月12日（日）から17日（金）に実施されるプログラ
ムはハワイで行われます。これ以外に学内での打ち合わせ、事前準備を基本的に毎週行っ
ています。本学の学生は中・高生のサポートを行うだけでなく、事業をより良いものにす
るために DX をどのように取り入れるのかについても検討しています。

本学学生の役割の一つに中・高生が提出
した振り返りレポートに対して、フィード
バックを提供する、つまりコメントを与え
るというのがあります。スライド上に示し
ているのは、望ましいフィードバックの条
件です。フィードバックが教育的な効果を
発揮するためには、課題等を提出した後で、
できるだけすぐにフィードバックを受け取
ることが望ましいです。例えばですが、7月に提出した振り返りレポートのフィードバッ
クを9月に受け取るというような形になってしまうと、教育的効果は薄れてしまいます。
デジタルポートフォリオを利用することによって、フィードバックをより効果的に提供す
ることができます。

では最後に企業等をパートナーとした PBL を成功させるために必要な要因についてま
とめさせていただきたいと思います。まず担当する教員のマインドセットです。準備等が
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大変なのは通常の講義も同じですが、 PBL 
を指導する際は別の意味での苦労が伴いま
す。スライドに示しているのは、元山口大
学国際総合科学部教授の福屋利信先生が書
かれたPBL についての書籍です 。『大学教
授よ、書を捨てよ、街へ出よう』というタイ
トルがついています。個人的に書を捨てて
はいけないと思っております。研究者であ
る以上、書を捨てるということはありえません。しかし、街へ出ようの部分はその通りだ
と思います。PBLを指導することによって街へ出る、つまり社会との接点を持つことは大
学教員にとって大切な仕事です。「PBLの指導 ＝ 大学教員の仕事の一部」というマインド
セットを共有する必要があります。2つ目はコーディネーターの存在です。大学教員は時
代が変わっても研究者であるということは変わりません。大学と企業をつなぐ役割を担う
コーディネーターなしに PBL の成功はあり得ません。3つ目は、 PBL を受講する前に受
講生のレディネスを向上させておくことです。受講開始までに主体的、協働的、そして対
話的な学びを行うための素地を養っておく必要があります。本学では、「やまぐち未来デ
ザインプロジェクト」がその役割を担っていることは先ほど説明させていただいた通りで
す。私からの報告は以上となります。
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2024年10月29日から10月30日の両日、慶南大学校が主催する「2024産学協力人材
育成国際カンファレンス」に本学から3名が参加し、本学の取組を紹介するとともにPBL
を効率的に実施する手法等について、参加大学との間で情報交換を行った。

10月29日は、田中マキ子学長が「山口県立大学が養成する文系DX人材」と題して、本
学が目指す「文理融合型DX人材」の取組や国際文化学部の新たなスタートについて紹介し、
続いて吉永敦征先生が「文系人材としての新しい教養：デジタルコミュニケーター」と題し
て、新学科の情報社会学科が育成する「テクノロジーコミュニケーター」の特徴や情報社会
学科のコンセプト、新学科が向き合い解決すべき社会問題等について講演を行った。

今回の訪韓では慶南大学校総長訪問に加えて、学術交流協定10周年を迎えた釜山大学
校の総長も訪問し、今後の交流の活発化について意見交換を行った。

「山口県立大学が養成する文系DX人材」
山口県立大学学長
田中マキ子

山口県立大学学長の田中マキ子です。
本日は、2024年　産学協力人材養成国際カンファレンス 

in 慶南大学校にお招きいただき、ありがとうございます。３
か月前の７月には、慶南大学校から４名の先生方を本学にお
迎えし、シンポジウムを開催しました。本学でお話いただい
た先進的な教育を参考に、本学の教職員が一丸となって、新
しい教育開発に取り組んでいるところです。本日は、私たちが文部科学省から２つの助成
金をいただいて進めている「文理融合型DX人材育成の試み」についてお話しいたします。

私の話は、４つのパートからなります。
１つ目は、山口県立大学が目指す「文理融合型DX人材」について、２つ目は、国際文化

第３節
「2024産学協力人材養成国際カンファレンス
in慶南大学校」報告

田中マキ子学長
林炫情（国際文化学科）
吉永敦征（国際文化学科）
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学部の新たなスタートについて、３つ目は、
進む大学間の連携についてです。ここでは、
３つの大学が同じ時間帯で一緒に行う連携
開設科目から、「地域学」を紹介します。

また、同じ目的のもとで開講する共同開
設科目「DXによる課題解決（PBL）」をご紹
介します。

最後に、国内外の先進事例に学ぶ FD
（Faculty Development）と、地域への情報
の公開についてお話しいたします。

日本の多くの高校では、高校１年生が終
わる段階で、文系か理系のどちらかを選択
するようになっています。文系か理系かに
よって、大学入学試験の受験科目が異なり
ます。

一方、世界では、リベラルアーツを重視し、
STEAM教育といった文理融合型の教育が
重視されています。

そこで、私たちの大学では、人文系であ
る国際文化学部を再編し、理系の学びも入
れた「文理融合型」の教育を開始することに
しました。

国際文化学科・文化創造学科という２つ
の学科に加え、新たに情報社会学科を新設
して、3学科ともに「データ」や「デジタル」
といった教育を加え、これからの高度情報
化社会での暮らしを構築していく力を身に
つけることとしました。

文学と工学を掛け合わせ、デジタルトラ
ンスフォーメーションを推進して、人間中
心の視点から幸福度が上がる未来をデザイ
ンしていくという発想です。こういう力を
もった人材を、「デジつよ文系」と名付けて、
広く広報しています。

こういった方向性を掲げて文部科学省の
２つの助成金をいただいた背景には、国内
外で進む国際化やデジタルトランスフォー

78 地域活性人材育成事業・2024年度　SPARC教育プログラム論集・報告書Vol.2



メーションへの対応があり、日本の地方都市で進む少子化と、若者の都市部への人口流出
があります。

私たちは、数多くの高校や企業にアンケート調査を行い、これからどういった人材が求
められるのか、どのような力を身につけるべきかを問いました。その結果をもとに、３つ
の学科の教育内容を検討し、国立の山口大学などに呼び掛けて、日本の中でも３件しか採
択されなかった大きな助成金をいただくことができました。SPARCと名づけられた地域
活性化人材育成事業の下で、現在、教育改革を進めており、来年３月には全国に向けたシ
ンポジウム開催を予定しているところです。

では次に、国際文化学部の新たなスター
トについてご紹介します。これが「文理融合
型」の教育を取り入れる、新しい国際文化学
部の３つの学科の図です。

一番下に、文部科学省が認定する「数理・
データサイエンス・AI教育　リテラシーレ
ベル」という科目群を置いています。下か
ら二番目には、先ほどからご紹介している
SPARCという文理融合型教育を配置してい
ます。

これらを土台に、国際文化学科、文化創
造学科、情報社会学科という３つの異なる
専門性へと発展していく形です。

国際文化学科では、「母語」「外国語（２
言語）」「DX推進力」という３つのキーワー
ドを掛け合わせたカリキュラムとしました。
海外留学やキャンパス内での国際交流、地
域の外国籍住民等への日本語教育など語学
の強みを生かしつつ、近年開発の進むAI翻
訳等も使ったDX推進といった観点から、地域の国際化と多文化共生に貢献できる人材を
育成します。

文化創造学科では、「デザイン」「日本・
地域文化」「DX推進力」という３つのキー
ワードを掛け合わせたカリキュラムとして
います。地域と連携した活動や、モノづく
りといったデザイン分野の強みを生かしつ
つ、こちらも近年発展の目覚ましいAI等を
はじめとする新技術を活用し、DX推進と
いった観点から地域文化の活性化に貢献で
きる人材を育成します。
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新設する情報社会学科のキーワードは、
「テクノロジー・コミュニケーター」です。
「社会のリデザイン」「データとデジタル」「ビ
ジネスマインド」という３つのキーワードを
掛け合わせたカリキュラムになっています。
高度化する技術分野と、それらを製品やサー
ビスを通して使う消費者との間をつないで、
人間中心の視点から諸課題を発見し、新た
な解決方策やイノベーションを創出して、
デジタル社会の実現に貢献できる人材を育
成します。この領域の詳細については、この後、本学の吉永先生よりご紹介させていただ
きますが、スライドの下方にあります通り、

・情報通信技術の活用
・多様な人・組織間の対話力の育成
・文理融合型教育を通した、人と地域に寄り添うイノベーションの創出
を目指しています。
では、大学間の連携をどのように行って

いるのかについてご説明します。この文理
融合型の教育―SPARC教育プログラム―
は、３つの大学が連携して企画し運営をし
ています。国立の山口大学、公立の山口県
立大学、私立の山口学芸大学です。図の真
ん中にある国立山口大学から、左右２つの
大学に向けて「矢印」が書いてある通り、山
口大学の理系の科目を２つの大学に提供し
てもらいます。ここには、「データ科学のた
めの数学」や、AI・DX等の新技術に関する科目などがあります。左側に位置する本学か
らは、地域と連携した科目やデザイン思考に関する科目、コミュニティデザインに関する
科目などを提供します。こういった科目を「連携開設科目」と呼んでいます。

また、上方のピンク色で示した通り、３つの大学では、共通で「DXによる課題解決
（PBL）」という科目を開講します。地域の企業や行政などと一緒に、地域課題を解決する
実践的な科目です。

３つの大学では、それぞれ「SPARC教育
プログラム」という科目群を置いています。

図の左側から２番目に「DXによる課題解
決PBL系列」と「STEAM人材育成系列」と
いうフレームがあります。この共通するフ
レームに、３大学で連携して提供しあう科
目のほかに、それぞれの大学が独自に置く

80 地域活性人材育成事業・2024年度　SPARC教育プログラム論集・報告書Vol.2



科目などを工夫することで、３つの大学の個性や専門性も出せるようになっています。
大学間で連携して、こういった新しい教育モデルを打ち出すことが、文部科学省から期

待されているのです。３つの大学の間で時間割をそろえたり、学年歴を統一したり、対面
やオンラインの授業ツールを用意したり、教育方法を話し合ったりと、さまざまな苦労が
あります。しかし、大学間競争が激化し、大学数の減少が見込まれる今日、こういった大
学連合の試みが必要となっています。

本学から他大学に提供する連携開設科目
「地域学」の事例をご紹介します。３つの大
学から、多くの学生たち、先生方、職員や
TAなどがかかわり、また、企業や行政等
からゲストスピーカーも数多く招いて、地
域の課題や解決策について具体例を示して
もらう授業となります。大学間で連携して、
同じ時間帯に同時に一つの科目を開講し、
学生たちの満足度をあげるために２年間試
行を続けてきました。グループ討論やプレゼンテーションでは、他大学の学生との意見交
換ができると好評です。

３つの大学が共同で開設する科目「DXに
よる課題解決（PBL)」も試行を続けています。
企業や行政等と協議してテーマを定めて一
年間取り組むProject-based Learningには、
国内で取り組むテーマも、海外で取り組む
テーマもあります。本学が昨年度連携した
企業や行政等は、ご覧の表の通り８つです。
各テーマは、それぞれ１名の教員と５－６
名の学生が取り組み、コーディネーターが
全体を調整しています。

今年は９つの企業や行政等と、また、来年は１３の企業や行政等とともに行い、成功事
例を積み上げて、最終的には３０程度までその数を増やしていく予定です。企業からは
PBLに対する寄付金などもいただいて実施しているため、成果が求められるものもありま
すが、多くの企業は学生や大学とのつながりを重視し、若者の成長を支援してくれていま
す。

PBLの結果については、3大学合同の発表会で公開しています。また、データやデジタ
ルをキーワードに、PBLの内容や手法の深化に向けた合同の研修会も行っています。

このようなPBLは大学３年生で行いますが、その基礎となっているのは、大学入学後に
新入生全員が受ける「やまぐち未来デザインプロジェクト」というPBL科目です。こちら
は、Problem-based Learningです。３学部５学科の学生が、学科混合のチームを作って、
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地域課題の発見と解決方法のプロセスを学
ぶ科目です。この科目は、三菱みらい育成
財団の助成を受けて展開しており、この９
月に最優秀賞である「グランプリ」を受賞い
たしました。

このような多彩な授業科目を展開するた
め、オンラインを活用した授業や、メタバー
ス空間での授業も展開しました。メタバー
スについては学生対象の授業をはじめ、高
校生を対象とした学科説明会なども行いま
した。

FDでは企業等と連携して「自頭力、仕事
力」を育てるという先進的・実践的なPBLを
行っている慶南大学校から多くを学んでお
ります。慶南大学校と本学の間で、教職員
がお互いに行き来し、授業デザインや教材
開発、教育方法などについて意見を交換す
る機会は大変貴重なものとなっております。

また、本学では、国内の先進的な大学や、
最先端をいく企業等からゲストスピーカー
を招いてFD研修も行っています。

最後に、本学が取り組むSPARC事業を
幅広く周知する活動についてご説明します。
第一に学内の全教職員にSPARC事業の進捗
を知ってもらい、理解を深めることが重要
です。そのため、定期的にニュースレター
を発行し、全教職員の手元に届けています。

第二に、SPARC事業は教育改革ですので、
その結果を報告書にまとめる他、検討内容
等について論文としてまとめることも重要
です。そのため「論集・報告書」を発行し、
教育研究活動として記録に残し公開しています。

第三に、学外の多くの人々に、教育改革について知ってもらうことが重要です。ウェブ
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サイトやSNS、TVコマーシャル、大学入試や進学サイト企業を通した情報発信、パンフレッ
トの発行、学生が出演する動画の配信、シンポジウムの開催、県内のすべての高校に出向
いての説明、県内の企業を訪問しての説明など、さまざまな機会を通して、本学の取り組
みについて広く周知を行っています。

文部科学省の２つの助成金は、2028年まで続きます。日本全国において良モデルとなる
よう先進的な教育内容や方法が打ち出せるよう、これからも努力してまいります。

本日出会いました多くの先生方と、これからも引き続き交流をさせていただきたく、ど
うぞよろしくお願いいたします。ありがとうございました。
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山口県立大学国際文化学部の吉永です。本発表では、山口県
立大学が新たに育成する人材についてその目的、特徴、教育課
程について述べることといたします。また、その特徴がこれか
らの時代に必要となる新たな教養であることも合わせて説明い
たします。

本学では来年の4月から新しい学科を開設します。名称は「情
報社会学科」です。AIやデータドリブンな社
会に対応できる人材を育成するための学科で
す。現在、AIやデータサイエンスの人材を育
成するという表現が意味するのは、AIを構築
できる、データを解釈できる、データから新
しい知見を得ることができるなどの、たしか
な技能を身につけられるように教育するとい
うことです。

一般的に日本においてこのような人材を育
成するのはデータサイエンス学部や工学部で
す。 しかしながら、本学では人文学を教育す
る国際文化学部の中に設置します。当然なが
ら、工学部でもない学部で新たな社会に対応
できる技能は身につかないのではないかとい
う懸念が生じます。なぜ人文系の中に設置す
ることにしたのか、その目的は何か、どのような教育課程をつくったのか、それらについて
これから説明します。

既存の学部の中に新しい学科を作成したのは新しい教員を雇うことができないからという
のが隠れた理由として存在します。多くの大学がそうであるように、資源は有限です。デー
タサイエンスやAIの学科を作るには多くの教員採用が必要になります。実際にそのようにし
て新しい学部を設置している大学もありますが、本学にはその余裕はありません。しかしな
がら、このことを逆に捉えると積極的な意味を見出すこともできます。他大学と同じように
工学部を設置し、技能を持つ人を育成しても本学には何の特徴も現れません。むしろAIやデー
タサイエンスに対して異なったアプローチをすることによって他大学との差異が際立ちます。
本学を特徴づけている人文学の素養とAIを総合した教育を実施したとするなら、それは他大

文系人材としての新しい教養：テクノロジー
コミュニケーター

山口県立大学国際文化学部
吉永 敦征
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学では行うことができないものになります。人文系の中に新しい学科を設置することにした
のはそのような積極的な理由によります。

国際文化学部には、国際文化学科、文化創造学科という2つの学科があります。 国際文化
学科では外国語の習得、外国文化の学習を通じて、さまざまな文化的背景を持つ人々とコミュ
ニケーションを行える能力を育成しています。具体的には英語・韓国語・中国語の学習と、
それぞれの文化の知識を身につけます。一例として、外国籍を持つ子どもたちに日本語を教
える教育を実践しています。また、ハワイの高校生と山口県の高校生がコミュニケーション
できるようなプログラムを開発、運営しています。それぞれが、人と人をつなぐ、人と社会
をつなぐ勉強になります。

文化創造学科では身の回りに埋もれている文化を文化コンテンツとして磨き上げる能力を
育成しています。日本の文化を知り、掘り下げることで現代社会に日本文化を再発見する能
力を身につけます。イベントを企画しプロデュースすることで再発見した文化コンテンツは
地域の活性化の材料や観光資源になります。文化の再発見が新たなつながりを生み出します。

両学科の学びは、それぞれが言語や文化を活用して人々がつながれることを促進する、つ
まりつなぐ能力を育成していると解釈ができます。 この「つなぐ」というコンセプトをAIやデー
タサイエンスに対して適用することが新学科の設計思想になります。

AIエンジニアやデータサイエンティストは
時代から求められています。これらの技術は
社会を大きく発展させることが期待できるた
め、より良い社会をつくるためにこれらの専
門家が必要とされています。 ここでの良さと
は、効率的な教育や、日常生活の便利さの向
上、業務の自動化、専門領域の進歩などさま
ざまあるでしょう。そのためには大量の専門家の育成が急務となります。もちろん、すべて
の人がAIの開発ができて、データの分析ができるなら、各個人が自分の生活をより良くする
ことができるかもしれませんが、これらの知識は専門的すぎます。知識を使うことはできて
も、その仕組みをすべての人が学ぶことは難しいでしょう。 私たちは自転車に乗ることはで
きても、自転車を作ることはできません。専門家は専門家として育成する必要があります。

そこで想定される社会の姿は、専門家に課
題を解決してもらうモデルです。解決したい
課題を持っている人々が、解決できる技術を
持っている人と対話を重ね、技術を使って課
題を解決するというモデルです。このモデル
を現実的なものとするためにたくさんの専門
家をさまざまな大学で育成しているというの
が現状です。 2023年度の国立大学では全国で
計3200名程度の専門家が育成されています。18歳人口の3-4%程度が専門家として育成され、
これからしばらく後に多くの専門家が社会に出ていきます。

AIやデータサイエンスを使うことで生活が「良くなる」ことは確かですが、このときの良さ
が問題となります。文化・地域・コミュニティによって求める良さが異なる場合があるから
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です。
役所の業務を効率化するという課題を解決

するために、市からのお知らせを印刷・配布
することを止めてインターネットで配信する
ことを想定してみてください。 山口市では各
地区ごとにその地区の取りまとめを行う「班
長」の役割を担う人がおり、その人が各個人宅
にお知らせを配布しています。仮にインター
ネットの配信に切り換えれば、印刷費用も必要なくなりますし、「班長」という役割も必要な
くなり効率的に見えます。 ここで重要なことは、班長が地域の家を回ることで随所でコミュ
ニケーションが行われているという点です。近所の高齢の方の体調が悪いとか、お子さんが
小学生になるなど、実際にコミュニケーションを行うことでお互いにお互いを知り、人々の
つながりが増えていきます。

市のお知らせを配布するということが地域のコミュニティを活性化させているという背景
を理解すれば、インターネット配信は行わない方が良いと理解できますが、背景を理解して
いなければ、何をしてよいのかは正確には分からないのです。 つまり問題は人々の数だけ、
コミュニティの数だけ発生します。 現在の技術は一般の人々には高度すぎるため、それら技
術を使うことで何ができるのか、何ができないのか、何をしてもよいのか、何をしてはいけ
ないのかが分かりません。その一方で技術者は、さまざまな人が抱いている文化的背景を知
りません。

ここで求められるのが専門家と人々をつなぐことができる人材です。テクノロジーと人々
をつなぐ人材の必要性が浮かび上がってきます。この人材を「テクノロジーコミュニケー
ター」と呼称し育成するモデルとしました。

テクノロジーコミュニケーターの育成は情報の非対称性の解消と捉えることができます。
専門知識を人々は知らず、人々のことを専門家は知りません。この両者の情報量を同じにす
ることが重要です。この問題の解決方法のヒントが科学に存在します。

現在の科学は細分化され展開されてしまっているために一般の人々には分かりづらくなっ
ています。そのため科学では人々と科学をつなぐためのサイエンスコミュニケーションが行
われています。 そこでの鍵となるのがサイエンスコミュニケーターです。サイエンスコミュ
ニケーターに求められるものは、自然科学についての専門知識だけでなく、コミュニケーショ
ン能力、マネージメント能力も必要とされます。科学について分かりやすく一般の人々に説
明を行ない、科学と日常生活をつなぐ役割を担っています。

同じようにこの社会とAIをつなぐためには、技術についての知識・技能、さまざまな背景
を持つ人とのコミュニケーション能力、課題を解決するためのマネージメント能力を持つ人
が必要です。 専門家と人々が持つ情報に対称性を持たせること、これが新しい学科で育成す
る人材になります。

テクノロジーコミュニケーターを育成するために、本学科では、3つの専門領域を用意しま
した。1つは「つくる領域」、もう1つは「つなげる領域」、最後に「かかわる領域」です。
「つくる領域」は、実習が主たる学習方法になります。現在の技術の基礎的な部分の知識・

技能を身に着けさせます。基礎的な情報環境の構築は自分でできるようになることを目的と
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しています。具体的には「プログラミングI,II」
「AI構築演習」「サーバ構築」「ネットワーク
構築」「仮想化技術」「GIS演習」などの科目を
履修します。人々をつなぐためのネットワー
クを構築して、情報のハブとなるサーバをつ
くり、その上にAIを構築する練習を行います。 
これらの基礎的なモデルを構築できるように
なれば、ウェブサイトの立ち上げやコミュニ
ティサイトの構築なども自ら学んで行えるようになります。
「つなげる領域」は、講義科目から成り立っ

ています。人々のつながりをさまざまな観点
から理解し、人々をつなげるとしたらどのよ
うなつながり方が可能なのかを考えるための
知識を身につけます。 具体的には「政治学」「経
済学」「宗教学」「技術倫理」「ビジネスプラン
ニング論」などです。これらの科目で学ぶ知
識はすべて、私達の行為の説明を可能にしま
す。「なぜそのようなことをしているのか」について、その目的や動機を教えてくれます。 民
主主義を選択しているのはなぜか、なぜ宗教を信じているのか、市場経済の範囲をどこまで
にするのか、などの問いについて説明をしてくれます。 この、説明できるということが重要
です。 第一に人々が求めていることを理解することができ、必要なつながりとは何かを考え
ることができるようになります。 第二に説明力を身につけることで、解決策を提示する場面で、
なぜその解決方法を考えたのかということを合理的に説明できるようになります。
「かかわる領域」は、多くが演習科目から成り立っています。 「コミュニティデザイン演習」「観

光まちづくり」「企業経営論」「リスクマネジメント」などです。これら科目からは、他者にか
かわる仕方やかかわるときに知るべき知識を学ぶことができます。 かかわる領域の科目を通
じて「地域課題解決(PBL)」という具体的にプロジェクトを推進する科目を履修することになり
ます。
「育成される人材」は、専門領域の学習を通じて、人々のつながりを知り、つながらせ方に

ついて考えを持ち、そのつながりの中にどのような技術を用いればよいのかを判断し、実際
に技術を導入し、人々にかかわっていくことができる人材となります。

情報社会学科ができることで山口県立大学の国際文化学部は、言語を使って人々をつなぐ、
文化を使って人々をつなぐ、技術を使って人々をつなぐ、3つのつながりを柱としたしっかり
と地域に立脚した学部に生まれ変わります。

本学でテクノロジーコミュニケーターを新しい教養として捉えている理由を最後に説明し
ます。技術によるイノベーションが発生するとき、私たちの社会は大きく変化します。 技術
は私達の生活の様式を変化させます。すでにスマートフォンが無かったころの世界を想像す
ることができないのと同じように、ある種の技術を導入した後の社会はそれまでの社会と大
きく異なった社会になります。 20世紀初頭には電気をどのように使うかということがリテラ
シーとして必要とされていました。
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技術は導入される社会のすべての部分にお
いて影響を及ぼし生活の様式を変化させます。
しかし社会は一枚岩ではありません。さまざ
まな人々が集まって生活しており、それぞれ
の集団がそれぞれの個別の課題を持っていま
す。そのため解決すべき問題のかたちは局所
的、文脈依存的になり、複合的な性格を強め
ることになります。新しい画期的な技術だか
ら採用するというような単純なテクノクラシーは成り立ちません。トランスサイエンスの領
域が広がり続け、ほぼすべての人々がその影響を受けることになります 。

そのときどのような技術を導入するのかは、影響を受ける人々、技術者、政府などが協力
して対話を重ね、技術による変化を踏まえた公共空間を設計する必要があります。 そこで求
められるのが、技術と人 （々社会）の間での交渉や調整ができる専門家集団です。

技術が普及する際には、そもそもその技術が採用されなければなりません。採用されるか
どうかは「すでにイノベーションを採用していて、しかも自分自身とよく似た人たちとのコ
ミュニケーション経験に依存」するだけでなく「イノベーションに対する主観的な評価は対人
コミュニケーション・ネットワーク」に依存します。つまり、ある技術を採用できるかどうか
は、対象となる人々の性質をよく理解し、同じような性質を持つ人々に受け入れられている
かどうかが重要になります。極めてローカルな知識が必要となります。

将来的には、その調整ができることは、技術による社会変容が当たり前の時代に生きる私
達にとっては基礎教養となります。これが教養であるというのは、私たち個人個人が自らの
目的を実現するに相応しいことを選択するための能力だからです。

私たちはローカルな知識を有していますが、専門知識を有していません。専門知識を持つ
ことができれば、たとえば、電気について詳しく知っている現在では、電気をどのように社
会に役立てることが可能かをよく理解し自らの行為を決めることができます。SNSを使う・使
わないという選択は、SNSがもたらす影響についてよく理解した人ならば行なうことができま
す。 そしてSNSの影響が一般的に知れ渡っている現在では、私たちはその選択ができるよう
になってきました。子どもたちにはSNSを使わせないという判断ができるようになってきて
います。

しかし、AIについてはどうでしょうか。まだその社会的インパクトを十分に理解し、説明
できる人は多くありません。AI自体の理解も多様であり、AIが自分たちのローカル環境に及
ぼす影響はなお理解できていない状態です。このような問題は局所的に発生します。私たち
の町で、私たちの学校で、私たちの家庭で、という具合にです。ここで必要となるのが技術
と人々の間の調整ができる人材です。そのさまざまな場所でのローカルな文脈を理解し、技
術についての基礎的な知識を有し、技術の適用について判断できる人々が必要です。それが
本学で育成するテクノロジーコミュニケーターです。しかし、前述したように技術がもたら
す影響について自ら知り、自ら選択することは本来個々人に必要な能力です。いずれすべて
の人々が持つことになる能力です。しかしながらその時期が来るまで、本学が育成する人材
は、これからの社会で必要な教養人の先駆けであり、良きロールモデルとなりえます。 人々
にあらたな教養がやどり、新しい学科の必要性が無くなるときがきっと訪れるはずです。そ
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のときまで良きロールモデルを
排出するように人材を育成して
いきます。これが本学が目指す
新しい教養としての文系DX人
材です。ご清聴ありがとうござ
いました。
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「SPARC教育プログラムと３大学が新たに開始する教育プログラム及び文系DX
人材に関する情報共有セミナー（2024年9月19日）

DXについて
山口大学 准教授

教育・学生支援機構 教育支援センター
DX人材育成推進室 副室長

湯浅 修一

はじめに

山口大学の湯浅でございます。今日はDXに関するSPARC三大学の情報共有セミナー
ということで、DXとはどういうものなのかということを中心にお話したいと思っており
ます。今、お話もありましたが、DXはSPARC教育プログラムの鍵になっていると言う
こともできるわけです。私は、実務家の経験しかありませんので、実務的な目線からのお
話が中心になりますけれども、実業の世界でDXをどんなふうに捉えているのかというこ
とについてお話を差し上げます。先生方がこれからDXの授業を設計されたり、あるいは
PBLなどで学生の皆さんと関わる際の参考にしていただければと思っております。

最初に自己紹介ですが、私はご紹介いただきましたように、山口大学のDX人材育成推
進室に所属しております。大学は経済学部でしたが、大学を卒業してAGC株式会社に入
りまして、情報システム部門に配属になりました。システムエンジニアの仕事を17、8年
やっておりましたけれども、その後、経営企画部門に移りまして、経営層の下でコーポレー
トガバナンス、あるいは会社の中期経営計画の策定などを担当しておりました。退職する
3年前の2019年からDXの全社戦略を描く部門の企画責任者ということでDXに携わって
まいりました。そういう意味では、実業の世界でそうした呼称は存じ上げませんでしたが、
いわゆる「文系DX人材」なのではないかと思っています。

AGCは、DXについてかなり日本の中では進んでいる会社で、毎年、経済産業省（以下、
経産省）がDXの取り組みが優れている会社ということで上場会社の中から30社ほどを「DX
銘柄企業」として選定しているのですが、その常連になるような会社です。

今日のセミナーでは、せっかく先生方にお時間をいただいたので、3つお話させていた
だきたいと思っています。1つはDXについてです。特に実業から見たDXの概念、どうし
て今こんなことやっているのかというようなお話です。2つ目が、いくつかのDXの事例
を取り上げますので、それも含めてDXについてご理解を深めていただければと思ってい
ます。3つ目に、「文系DX人材」も含めて、DX人材のお話を差し上げたいと思います。こ

第４節
FD
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ういう内容で準備しておりますが多分、後ろで少しQ&Aの時間が取れるのではと思いま
すので、よろしくお願いいたします。

DXを取り巻く状況

それでは、なぜ今多くの企業や自治体がDXに取り組んでいるのかというお話から入り
ますけれども、今、私たちを取り巻く社会は、特に企業にいると本当に思いますけれども、
大きく変化しており、しかも先行きの見通しがとても難しくなっています。私が会社に
入った頃は、経済が右肩上がりで、来年はもっと良くなるという絵が描けたり、またバブ
ルがはじけた後は、来年はもっと悪くなる
といった形で割と連続的に見えたのですが、
今は、非常に変化が激しくて先が見えない
時代になっています。よくビジネスの世界
では「VUCAの時代」と言われます。VUCA
というのはスライド（1）にある4つの英単語
の頭文字を取ったものですが、大きく変動
して、不確実でしかも複雑で曖昧だという
ことで、企業は昔だったら利益を出してい
ればそれで良かったわけですけれど、今は、
利益だけを追うのではなく、社会貢献のよ
うな取り組みも両方求められるわけです。
そういう中で、先行きの見通しが非常に難
しい世界になってきています。

一方でデジタル技術はすごく進展してい
まして、スライド（2）の左側にあるのは、
私が会社に入った頃のコンピュータで、メ
インフレームと言われていました。大きな
コンピュータが会社に1台あって、それをか
なり高い専門知識を持った人が動かすとい
うような仕組みでした。この写真の左奥にあるのがCPU（中央演算処理装置）です。右側
の手前にあるのがハードディスクでデータをためるものです。　　　

それが、デジタル技術がぐっと進展してきて、今学生の皆さんも一人一台パソコンをお
持ちになっていますけれども、ああいう風に普及してきて、昔と違ってとても扱いやすい
仕組みになっているわけです。また、たくさんのデータをためこんで、それをリアルタイ
ムで使うという技術が非常に発展してきました。こういう背景があるので、深い専門知識
がなくてもデータとデジタル技術は割と簡単に使えるようになってきています。やはり半
導体が進化して、ご存知かと思いますが、ムーアの法則というのがありまして、半導体と
いうのは1年半くらいで性能が2倍になると言われています。そういう形で幾何級数的に
性能が進化しているので、それを搭載しているコンピュータもどんどん進化してきて、今
みたいになっているわけです。こうしてデータとデジタル技術は私たちの非常に身近なも
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のになってきているわけですが、「VUCAの時代」と言われるような大きな変化の時代に、
デジタル技術が大きく発達してきたというのがDXの背景にあると思います。

そして、こうした変化の大きな時代には、企業も行政もそうだと思いますけれども、今
まで先輩たちがやってきたことを、ただ同じように効率的にやっていても、問題がブレイ
クスルーできないことが多いです。例えば企業ならモノづくりとか、売り方、売り先を変
えていく、大きく見直しをして、それによって今までは提供できなかったような新しい価
値を考えていく、提供していくという必要性が高まっているわけです。そういう新しい価
値を提供していく上で、やはりデータとデジタル技術というのは非常に身近になってきて
コストも安くなっていますので、それを使うという視点を選択肢の一つとして持っておい
た方がいいと、多くの企業は考えていると思います。DXで何でも問題が解決するとは思っ
ていませんが、DXがそうしたブレイクスルーのための一つの手段、選択肢だという風に
考えている会社は多いと思います。やはりそういうところに、今、DXに多くの企業が取
り組んでいる要因があるのではないかと思います。新しい価値を、今の大きな変化の時代
に提供していく、その手段としてデータとデジタル技術というものを考えている。そこに
今DXが非常に声高に言われている要因があるのではないかと思います。

これはご参考ですが、日本の産業界、企
業のDXを牽引しているのは経産省と言う
ことができる面があります。経産省は、ス
ライド（3）にあるような「デジタルガバナ
ンス・コード」を準備したり、「DX推進指
標」や、先ほど言いました「DX銘柄」などを
ここ数年ずっと整備してきています。結局、
DXの実現に向けたPDCAサイクルをそれ
ぞれの企業の中でうまく回していくために、
ガバナンスのガイドラインを示したり、企
業がDXに取り組んでいるレベルがどのくらいなのかということを自分たちで点検できる
指標を整えたり、またDXでうまく成果を出している会社はその取り組みを公表してベス
トプラクティスとして共有するといった仕組みを整えてきています。こうした背景には、
やはり先ほどの大きな変化の中で、企業の稼ぐ力を高めていくという狙いがあるのではな
いかと思っています。日本の多くの企業は、
欧米の会社と比べるとROS（売上高利益率）
が非常に低いです。そこを高めていこうと
経産省はそういう意図でもDXを牽引して
いるのではないかと思っています。

こういうDXですが、これも経産省のレ
ポートに載っているのですが、スライド（4）
に示されているように、日本の会社に「DX
に取り組んでいますか」とアンケートを取っ
てみると、2年ぐらい前のアンケートですが、
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大体7割ぐらいの会社が「取り組んでいる」と答えてくれているそうです。ただ、取り組み
方は会社によって違っており、AGCのように全社の戦略を持って全社的に取り組んでいる
という会社もありますし、そうではなく部署ごとに取り組んでいるという会社もあります。
それらを全部入れると7割ぐらいの会社が「DXに取り組んでいる」と言っています。

スライド（5）の円グラフは山口県に本社
をおく会社を対象に、これも2年ぐらい前で
すが、帝国データバンクが調べている数字
です。これを見るとDXという言葉の意味
を理解しDXに取り組んでいる会社という
のは12%ぐらいです。

もう一つ、スライド（6）は山口大学で新
入生を中心にアンケート調査をした結果で
すが、「DXについて知っていますか」とい
う調査項目に対して2割ぐらいの学生が「よ

く知っている」とか「知っている」と答えて
くれています。ということは8割の学生は
DXのことを知らないということです。6割
ほどの学生がDXという言葉を「聞いたこと
がある」と答えてくれていますが、それは知
らないと言っているのと同じですから、そ
うするとだいたい8割の学生はDXについて
知らないということになります。このこと
は、先生方がこれからカリキュラムを考え
ていく際に頭に入れておいていただいた方

がいいのではないかと思います。学生の皆さんがDXについて知っているということを前
提に、通り一遍の話をしてもスルーしてしまう可能性が高いということです。ずっと噛み
砕いて話をしてあげないと多分理解できないと思います。

DXの定義

ここからはDXの中身のお話に入ってま
いります。DXというのはスライド（7）のと
おり、デジタル・トランスフォーメーショ
ンの略ですけれども、「デジタルでトランス
フォームする、大きく変える」という意味
です。「デジタルにトランスフォームする」
とおっしゃる方もおられるのですが、実業
ではそんな風に考えている人は少なくて、

「デジタルで自分たちをトランスフォームす
る」という風に捉えています。
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スライド（8）は経産省のDXの定義です。
主語が企業になりますが、企業が「VUCA
の時代」のように大きな変化に対応して、
データとデジタル技術を使って、お客様や
社会のニーズも踏まえて、自分たちの製品、
サービスやビジネスモデルなどを変革する、
大きく変える、それ以外にも業務や組織な
どいろいろなことを変えて、最終的には、
競争上の優位性を確立するというのが経産
省のDXの定義です。対象が企業のため、こ
うした定義になっていますが、自治体も同じで、自治体がこの定義の主語になったとした
ら、競争上の優位性ではなく、例えば住民のサービスレベルを高めていくとか、また主語
が教育機関なら、一人ひとりに合わせた教育ができるような教育の質を高めていくという
風に、一番最後は変わると思うのですが、基本的な作り、データとデジタル技術を使って
自分たちを大きく変えて、最後は企業だったら競争上の優位性を確立するし、行政だった
ら行政のサービスレベルを高めていく。こういう作りで考えてみると、あまり実業の世界
の捉え方とズレがないのではないかと思います。よくDXというのは変革することだと、
論文などに書いてあることもありますが、企業の中で変革することを最終的な目的にして
DXに取り組んでいる人はいないと思います。最終的に競争優位が確立できないと、企業
として存在していけないので、変革だけやって終わりということはないと思います。行政
や教育も、やはり変革することが最終的な目的ではなく、何かその先に狙っているところ
があるはずです。企業の場合は、こういう変革をすることで、やはり何か新しい価値を提
供していく。行政の場合も多分新しい何か価値を提供する、それによって競争優位を確立
したり、行政のサービスレベルを上げていくという、そういうことを狙っているのではな
いかと思います。今日は、このスライド（8）で朱筆している「データ」と「デジタル技術」、「変
革」、「競争上の優位性」、この辺をもう少し詳しくお話差し上げます。

データとデジタル技術

最初はデジタル技術ですが、スライド（9）
のとおり、デジタル技術というのは情報通
信技術の総称です。パソコンやスマホ、最
近生成AIが出てきていますが、こういうも
のがデジタル技術と言われるもので、私た
ちの身近にあるものが多く、企業もこうい
うものを使って変革をしようとしているわ
けです。もう一つ、このパソコンなどがイ
ンターネットで繋がっていますが、インター
ネットで繋がっているということは、デジ
タル技術の間で相互に情報をやり取りするわけです。情報をやり取りするとデータがた
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まってくるので、またそのデータを使っていろいろなことを考えていくことができ、そう
したデジタル技術とデータを使うのがDXと言うことになります。

このデータですが、近年、たくさんのデー
タをためこんで、それをリアルタイムで使
うという技術が発達してきました。そうし
た大きなデータベースのことを「ビッグデー
タ」と呼んでいます。「ビッグデータ」には、
スライド（10）にある3つの特徴があり、い
わゆる数値データだけではなく、映像や画
像といったデータも一緒にためることがで
きるようなデータベースになっているわけ
です。リアルタイムでたくさんのデータを
使えるので、データサイエンスや最近は生成AIなどによって精度の高い予測をしたり分
析をすることを通して新しい価値を提供したり、またサブスクリプションのような新しい
サービスを生み出したりすることが可能になっています。

DXではこういうデータとデジタル技術
を使うわけですが、これらはやはり上手く
使うと多くのメリットがあります。その一
つはスライド（11）のように、時間や場所に
とらわれずに情報を伝えたり、他の人と共
有することができる点です。そしてもう一
つは、たくさんのデータを早く、しかも正
確に処理することができるということです。
この二つが大きなメリットで、これを使っ
て自分たちの仕事のやり方や製品、サービ
スなどを変えていく、つまり変革する、それがDXです。デジタル技術のメリットはこれ
以外にもたくさんあると思いますが、大きな変革を推進していく力になっているのは、主
にこの二つではないかと、実業の世界から見ているとそのように思います。

例えば新型コロナが流行った時にも、新山口駅の周りに人が何人くらいいて、それは去
年の同じ時期と比べると何パーセントの水準になっていますといったニュースをご覧に
なったことがおありかと思いますが、あれは、スマホの位置情報をたくさんのデータとし
て集めて、それを早く処理して、去年と比べてどうだったという計算をして、ニュースと
いう形で、広く情報伝達しているわけです。ああいう仕組みができるというのは、やはり
デジタル技術のメリットを上手に使っているからだと思います。

変革と競争優位性

それから、DXの先ほどの経産省の定義にありました変革ですが、この変革についてお
話したいと思います。スライド（12）のグラフは縦軸が提供する価値です。変革によって
何か新しい価値を提供していこうとした時の価値の大きさで、横軸が時間です。DXで変
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革というと非連続の変化を起こすというイ
メージをお持ちになるかもしれませんが、
実業ではこれももちろん重要ですが、連続
的な変化、これも重要です。非連続な変化
ばかりに取り組んでいる会社、つまり赤い
線の変化ばかりを狙っている会社は多分な
いと思います。やはり普段から連続的な変
化、青い線の方をやりながら、非連続な変
化を狙っていくという風にしている会社が
多いと思いますし、企業ばかりではなく行
政もそういう風な考え方をされているのではないかと思います。変革というのはそういう
風に両面で捉えておくといいと思います。特に日本の会社は、現場の力がものすごく強い
です。モノづくりの現場もそうですし、一般の事務職の方々の現場力もものすごく強いで
す。自分たちで改善をしていく力があるわけです。したがって非連続な変化ばかり狙っ
て、連続的な変化はやらないとなると、現場力を活かせなくなるので、やはり両方を考え
ている会社が多いと思います。

AGCでも両方に取り組もうとしておりま
して、例えばこのスライド（13）の下の写
真のように工場で今まで設備の稼働や製品
品質などを台帳に記録していたものをデー
タとして「見える化」し、そのデータをみん
なで共有しようという取り組みを進めてい
ます。設備の稼働状況がみんなで共有でき
るので稼働が安定します。また設備のここ
が問題だといったことを手書きの台帳では
一部の人しか見られないわけですが、デジ
タル化すると関係者がみんなで共有できるのでそれをまた別のチームの人たちにも情報と
して渡してあげることができるわけです。こういう連続的な変化もとても重要です。一方
でAGCは上の写真のようにビルのガラスの色や性能、周りの景色の映り込みなどをコン
ピュータ上でシミュレーションして、そのガラスをその日のうちに試作品として作って建
築デザイナーに渡すといったビジネスモデ
ルを構築しているのですが、そんな風に飛
躍的に今までのやり方を大きく変えるとい
う取り組みもあります。このように、両方
の取り組みをデジタル技術を使って進めて
いるのですが、このことは、例えばDXの
PBLなどで課題を設定するときの指導の参
考にしていただければと思います。

また、経産省のDXの定義では競争優位
を確立すると先に申しましたが、競争優位
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というのは、これは経営学の先生の方がお詳しいと思いますが、スライド（14）のように、
同じような製品やサービスを提供しているのだとしたら、他の会社よりも何か優れた価値
を提供するか、あるいは同じ価値の製品やサービスなら低いコスト、低い価格で提供でき
るということが競争優位とされています。したがってお客様から見ると、かけがえのない
価値を提供してもらっているということになるわけですが、その価値が大きければ大きい
ほど優れたDXということではなく、価値は小さくてもいいので他の会社よりも大きけれ
ばいいわけです。提供する価値の大きなDXの方が良いDXで、提供する価値の小さなDX
はそうではないといった捉え方は実業の世界とは少し違っているように思います。変革に
よって大きな価値を提供したとしても他の会社よりも小さければ競争優位という面ではあ
まり意味がないわけです。価値というのはお客様が決めるものですので、お客様にとって、
他の会社よりも価値が大きいのか小さいのかがポイントです。このあたりは念頭に置いて
いただいた方がいいと思います。実業の世界では少なくともそんな風に考えています。す
ごく大きな変革を起こすことばかりを狙っているのではなく、他の企業よりも大きな価値
を提供しようと考えています。

企業がDXで目指しているものというのは
やはり競争優位です。そのために先ほど申
しました変革をしているのですが、その変
革のためにデータとデジタル技術を使って
いるという風に捉えることが必要で、スラ
イド（15）のようにAGCでは「DX = X by D」
と言っています。「D」というのはデータと
デジタル技術で、これは手段です。「X」が
トランスフォーメーション、つまり変革で
すが、変革をすることによって何かこれま
ではできなかった新しい価値、他の会社よりも大きな価値を生み出し、提供していく、そ
してそれによって競争優位を確立するという風にDXをとらえていました。最初に申し上
げたとおり、DXのことは2割の学生しか知らないので、ここのDの部分の話だけをしても、
DXが何のことなのか分からないと思います。AIを使っているのがDXですとか、ビッグデー
タを使っているのがDXですと説明してしまったらDXは結局何のためにやっているのか
理解できないので、やはり「D」と「X」と、それによって企業なら競争優位性を、行政な
ら行政サービスのレベルアップを目指すと
いった形で一連のストーリーとして噛み砕
いて解説してあげないと、多くの学生がな
かなか理解するのが難しいのではないかと
思います。

DXの取り組み事例

実際企業でどのようなDXに取り組んでい
るのかということですが、スライド（16）の
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Amazonの例でお話したいと思います。先生方もAmazonで本などを買われたことがある
と思いますけれども、Amazonというのはパソコンやスマホからインターネットを通して
サイトにさえつながれば、いつ、どこにいても本を参照したり買うことができます。これ
はやはりデジタル技術のメリットを使っているわけです。それだけではなく、Amazonは
先生方がサイトにアクセスしたらお分かりになると思いますが、例えば書評のデータなど
を持っています。また先生方がアクセスするときに、この本を見たとか、あるいはこの本
を買ったといった、アクセス履歴や購買履歴などもビッグデータの中に持っているわけで
す。そしてそうしたデータを、AIなどデジタル技術を活用して早く正確に分析し、先生た
ちが次に買いそうな本をこのサイトに表示しています。したがってみんな同じ本が表示さ
れるのではなく、先生方によって一人ひとり表示される本が違うと思います。それによっ
て、Amazonは今までの本屋さんの本の売り方というものを大きく変革しているわけです。
そしていつでもどこでも自分の好きな本が買いやすいという価値を、私たちに提供してく
れています。こうした価値を提供してくれているので、Amazonは既存の本屋さんが倒産
してしまうくらい、書籍販売のビジネスで圧倒的な競争優位性を確立しました。こういう
ストーリーとして話をしたら学生の皆さんがDXを理解しやすいのではないかと思います。

行政も同じようにいろいろな取り組みを
進めていて、スライド（17）は、高校生の時
に教わってくる学生の方が多いようですが、
内閣府が2016年に描いているSociety5.0の
図です。Society 5.0の特徴はデジタルの力
を使いながら、経済の発展と社会的課題の
解決の両方に取り組むと言っている点です。
こうした社会課題の解決も含めた新しい価
値を提供していくというのがSociety 5.0で
す。

スライド（18）は内閣府のサイトに載って
いたものですが、図の中の円の右上のよう
に、例えば山口のような高齢化が進んで、
地域の人口が減っているところにお年寄り
がたくさん住んでいるとすると、その人に
買ったものをドローンで届けるといったこ
とで、物を売っている人たちももちろん需
要が確保できて経済的に発展するのですが、
お年寄りが買い物に行かなくても商品が届
けられるということで優しい社会ができ、
社会的課題の解決にもつながるといった、両方を狙っていきたいというのが、Society 5.0
の意図だと思います。

山口市もスライド（19）のように「スマートシティ推進ビジョン」というものを描いてい
て、この中では山口市をどんな街にしていきたいのかということを描いています。「誰も
が生き生きと豊かに暮らせる持続可能なまち」を目指しておられ、経済的な発展や成長と
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社会的な課題解決ということに両方取り組
んでいくとしておられます。　

スライド（20）はスマートシティ推進ビ
ジョンのサイトから持ってきたものですけ
れども、例えば山口にお住まいの単身の高
齢者の方が自分自身で悠々自適に暮らすこ
とができる、そういう価値を提供したいと
いうことで、バイタルデータ、血圧、体温
などを測ってあげて、測ったデータを遠く
に住んでいるお子さんに飛ばしてあげる。
今日もおばあちゃん健康で元気だねという
ことが遠くに住んでいてもわかるというこ
とを考えておられたり、あるいは病院を予
約した時にタクシーも一緒に配車されるよ
うな、データがつながっているからそうい
うことができると思いますが、そうした絵
を描いておられます。そのような取り組み
を通して住民サービスのレベルを高めてい
くことを考えられているようです。

スライド（21）はご参考ですが、自治体
DXの取り組みを総務省が一昨年に出したレ
ポートをもとに日経新聞が分析しています。
それによると、山口県のDX進捗状況は全
国10位でしたということで今年の初めに日
経新聞に載っていました。山口市ダッシュ
ボードなどが高く評価されていると記載さ
れていましたが、そこそこの評価なのでは
ないかと思います。

それから教育の分野でも、スライド（22）
は経産省のサイトから持ってきたものです
がEdTech（エドテック）という取り組みを
進めようとしています。エドテックという
のはエデュケーションとテクノロジーを合
わせた言葉です。今、高校まではほとんど
の生徒がタブレットを使っで勉強していま
す。AIドリルなどを使っているのですが、
その学習のデータをログとしてためておい
て、それをデジタル技術を活用して分析す
ると、生徒それぞれの得意分野や関心分野などに合わせた学習計画が作れる、そうしたこ
とを描いています。今までの一律・一斉・一方向の授業だけではなく、こうした生徒一人
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ひとりに合わせた学習ということが新しい価値として提供できるのではないかと考えられ
ています。

スライド（23）もご参考ですが、日経新聞
の記事によると、山口県はタブレットをほ
ぼ毎日使う小学校の割合が全国一位です。
87%の小学校がタブレットを使ってほぼ毎
日授業をしているそうですが、対照的に岩
手県は40%を切っていますから、倍以上の
比率です。データはたくさんたまっている
はずですが、新聞にも書いてありましたよ
うに、やはり生徒一人ひとりに合わせた学
習のために、データをどう活用するかとい
うところ、それをどういう風に新しい価値として提供していくかということが、これから
の課題のようです。

このようにDXの取り組みの大きな狙いというのは、何か新しい価値を提供することで
自治体なら住民サービスとか、企業なら競争優位を確立していくというところにあって、
DXをそういう目で見ておくと、実業の世界で実際にDXに取り組んでいる人たちと目線
が合うのではないかと思います。

ところで、DXは変革の取り組みと申しましたけれども、いきなり変革というのは実業
ではなかなか難しいわけです。特に、これまでデジタル化が進んでいなかった企業や自治
体、学校などでは、いきなり変革しましょうというのは、なかなか難しいと思います。こ
のため多くの組織では、スライド（24）のよ
うに最初「デジタイゼーション」というとこ
ろから着手して、その後「デジタライゼー
ション」に取り組んで、DXという風に進
めています。こういうステップバイステッ
プでDXに取り組んでいることが多いです。

「デジタイゼーション」というのは、アナロ
グ情報、紙に書いてある情報をデジタルの
世界に持ってくることです。日本の組織は
多くが紙で仕事を回してきました。何かを
承認する際に紙に判子を押して次の部署に回すという、そういうフローになっていること
が多いわけですが、この紙をまずデータにしないとDXに進めないわけです。このため多
くの組織では、まずはこのアナログ情報、紙の情報をデータに変えるというところから取
り組んでいかないといけないよねという風に言っています。このときにネックになるのが
判子で、判子があるとどうしても紙に印刷してとなるのですが、まずそこを変える。その
後、データになったらそれを使って仕事のやり方をデジタルで回す、「デジタライゼーショ
ン」に進みます。最後に、デジタルで仕事が回るようになったら、そこから、大きな変革
を考えていくという風に考えているケースが多く、AGCでもそうしたステップバイステッ
プの考え方で進めています。
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ただ、注意しないといけないのですが、「デジタライゼーションはDXじゃない」とか「図
の右端の最後のところがDXだ」と認識してしまうのは、実業の人たちの考えとずれてい
ます。実業では最終的にはDXを目指していて、「デジタイゼーション」から取り組んでい
て、その「デジタイゼーション」もDXだと思って進めているわけです。そのため、「ここ
のデジタイゼーションは価値を生んでない」とか「DXは価値を生んでいる」と見做すのは
実業から見るととても奇異で、「デジタイゼーション」や「デジタライゼーション」はDXに
至るステップです、という風に学生の皆さんにも、PBLなどを実施する際には説明してあ
げたらいいと思います。AGCでも、ステップバイステップで取り組んでいく、「着眼対局・
着手小局」で、着眼大局として最終的にDXで目指すところを描いた上で、着手小局とし
てできるところから進めていくので、「デジタイゼーション」の取り組みはDXじゃなくて、
図の右端だけがDXだといった言い方は避けていました。経産省も「デジタイゼーション」
のところから広い意味でDXという風に捉えています。この点は経産省と同じようにDX
を狭く捉えない方がいいと思います。

スライド（25）はファミレスの例です。
ファミレスでは少し前まではお店に行くと
席まで店員さんが来て、紙に食事のオーダー
を書いていたと思いますが、今はほとんど
ハンディターミナルでオーダーを受けると
思います。このように「デジタイゼーショ
ン」をすると、受けたオーダーがデータとし
て厨房に飛んでいって、厨房の人は、モニ
ターを見て調理していると思います。オー
ダーの伝達業務という仕事が「デジタライ
ゼーション」されているわけですが、ここだけに取り組んでいるファミレスは多分無くて、
こうして「デジタライゼーション」をするとデータがたまってきますので、そのデータを
使って、何時ごろどんなメニューが売れるのかとか、何と何との組み合わせ、例えばAラ
ンチとコーヒーの組み合わせが売れるといったことがわかるようになります。すると、そ
れをもとにレコメンデーションしたり、メニューの構成を変えたりということをやってい
るはずです。これがファミレスの競争優位の源泉になるわけで、こういう取り組みによっ
て、好きなものが食べたい時に食べやすいという価値をお客様に提供することで、ファミ
レスは自分たちの競争優位性を確立しようとしているわけです。こんな風にステップバイ
ステップでDXを見ていった方が実態に即しています。

DXを見る眼

今日は、ざっくりとしかお話できていないのですが、DXはやはり最初に自分たちがど
んな価値を提供したいのか、ということを考えておく必要があると思います。企業や自治
体、あるいは教育機関で、学生の皆さんが将来そこに入って働くことになった時に、自分
たちはどんな価値を提供していくのか、PBLの中でも、どんな価値を実習の中で提供して
いきたいのか、ここからしっかり構想する力をつけた方が良いと思います。そしてその価
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値を提供するために、今までの仕組みをど
んな風に変えるのか、つまりどのような変
革をするのかを考えて、その変革のために、
データとデジタル技術のメリットを上手に
使う、という形でDXはこのスライド（26）
の矢印のように上から考えていった方がい
いと思います。下から考えてしまうと、デ
ジタル技術をどうやって使うかという視点
からの発想になってしまいますので、本来
提供すべき価値を構想しにくいのではない
かと思います。「文系DX人材」という人たちは、やはり上から考えていった方がいいと思
います。

文系DX人材

最後に「文系DX人材」についてお話いた
します。スライド（27）は山口大学の新設学
環のリーフレットに書いてあった「文系DX
人材」の定義ですけれども、「ひとや地域の
課題の解決のためにデジタル技術やAI技術
を活かす方法を身に付け、デジタル技術者
と協力してDXを実践し、新たな価値創出
につなげることができる人材のこと」とあり
ます。これを実業の目から私なりに解釈す
ると、企業なら経営目線でデータとデジタ
ル技術の活用を考えて、それを戦略立案に活かしていく、そういうことができる人材だと
思います。経営目線というのは、経営者の目線というのもありますけれども、経営管理の
目線、マネジメントの目線、組織のマネジメントをする立場からデータとデジタル技術の
活用を考えて、それをもとに戦略立案をしていくという、そういう人材だと思っています。

文系学部を出て携わるこの戦略立案という仕事は、何も自分たちの製品販売や事業を拡
大していくための事業戦略だけではなく、例えば、経理部門で経理の業務を徹底的に効率
化するとか、アウトソースするといった業務の効率化のための戦略を描いたり、あるいは
人事部門で人材の配置を最適化したり、モチベーションを高めていくために従業員の満足
度調査のデータをもとに打ち手を考えるといった人材戦略などがあります。私は内部監査
部門にもいましたが、内部監査部門も今、多くの企業がデジタル・オーディットという取
り組みを進めていまして、会社の中のデータを使って監査の効率化をしたり、監査の質を
高めていくというような戦略を考えています。そうしたいろいろな戦略というのがあっ
て、その戦略を考える上でデータとデジタル技術を使っていくというのが「文系DX人材」
だと思います。ただ、注意していただきたいのは、そういう戦略立案の仕事に大学を出
てすぐに携わることができるということはまずないという点です。大学を出て企業に入っ
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て、自分の担当する業務そのものがまだわかっていない段階で戦略を考えさせるような会
社はないと思います。そういう戦略立案の仕事を目指したキャリアパスを描くことができ
ますとか、あるいはそういうキャリアゴールを目指した素養を大学で身に付けましょうと
いうような説明をしないと、学生の皆さんは誤解してしまうかもしれません。

スライド（28）は経産省が出しているデジ
タルスキル標準という資料から持ってきて
いるのですが、経産省は、DXを進める上で
5つの人材類型が必要です、と言っていま
す。それはこの図に書いてあるものなので
すが、スライド（29）のように私なりにサマ
リーすると、ビジネスアーキテクトと言わ
れる、ビジネスのやり方を描いてそれを実
装に向けて進める人材、デザイナーと言わ
れる、そのビジネスに必要な製品やサービ
スを考える人材、データサイエンティスト
と言われる、データを使ってビジネスの変
革に活用していく人材、ソフトエンジニア
と言われる、ビジネスに必要なシステムや
ソフトウェアを作っていく人材、そうした
システムやデータを守るサイバーセキュリ
ティの人材となります。

そして、この図の左側の楕円の中に書い
ているのが、どちらかと言うと「文系DX人
材」が果たすべき役割です。経営管理の目
線、マネジメントの目線でこうした仕事に取り組むとしたら左側に書いているところにな
ります。右側の楕円はどちらかというと理系、技術的なバックグラウンドがないと難しい
仕事ではないかと思います。したがって、この図のように「文系DX人材」というのは、い
ろいろなところで活躍できるわけです。例えば、データサイエンティストといった仕事は
一見理系の仕事のように見えますが、一橋大学がこの度設置しているソーシャルデータサ
イエンス学部はこの図の左側のところができる人材を育てようとしているのではないかと
思います。サイバーセキュリティも、私も会社で担当しましたが、会社としてどこまでセ
キュリティのリスクを受容するのかということを経営目線で考える必要があるわけです。
経営目線でそういうことを考えて、ここまでの情報資産はしっかり守る必要があるので、
こういうデジタル技術を使って守っていこうという風に考えていく、そのために投資をし
ていくということを考えるわけです。実際に実装するのは右側の理系の人材でないとなか
なか難しいと思いますが、5つの人材類型のどこでも広く「文系DX人材」の活躍の領域が
あるということを学生の皆さんにお話していただいたらいいと思います。私自身も実業で
40年近くやってきましたが、データサイエンティスト以外の左側の仕事は全部担当しまし
た。

社会の中でもスライド（30）のように、ジェフ・ベゾスやビル・ゲイツは理系ですけれ
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ども、孫さんは経済学部です。浅川さんは
文学部ですが、この方は目が不自由な方で、
目が不自由な方でもWebサイトに何が書い
てあるかということがわかるようなソフト
を設計したり、作られたりしている方です。
このようにDXは文系、理系というのはあま
り関係ないわけです。どんな価値を提供し
て、そのために何を変えていくのか、そこ
にデータとデジタル技術をどんな風に使っ
ていくのかということを構想し、実装に向
けて動ける人材を、ぜひ先生方と一緒に三大学から輩出できたらいいと思っています。

参考書籍など

最後に、今日お話した内容に関する資料
などをスライド（31）に載せておきます。特
に経産省が、日本の産業界のDXを引っ張っ
ていますので、産業界の動向は経産省のサ
イトをご覧になるとよくおわかりになると
思います。また、学生の中にはITパスポー
トの資格取得を目指している人がいます。
ITパスポートはここのサイトに詳しい情報
が載っています。ITパスポートの資格取得
にはDXだけではなく、もう少し幅広い知
識が必要になりますが、参考にしていただければと思います。

私からは以上でございます。ご清聴ありがとうございました。

　1985. 3　九州大学 経済学部 経済学科卒
　1996. 4−1998.7　University of Leicester, Faculty of the Social Sciences (MBA)
　1985. 4   AGC株式会社（旧社名：旭硝子株式会社） 情報システム部
　2003. 3   AGC株式会社 経営企画室
　2010−2019　AGC各部署、子会社に配属
　2019. 7   AGC株式会社 経営企画本部DX推進部
　2022.12   AGC株式会社を退職
　2023. 1　国立大学法人山口大学 准教授　
　　　　　教育・学生支援機構 教育支援センター DX人材育成推進室
　2023.10　教育・学生支援機構教育支援センター DX人材育成推進室　副室長
　　　　　現在に至る

104 地域活性人材育成事業・2024年度　SPARC教育プログラム論集・報告書Vol.2



FD研修会（2025年2月13日）

データとデジタル技術の活用を織り込んだ
PBLの進め方の案について

山口大学 准教授
教育・学生支援機構 教育支援センター

DX人材育成推進室 副室長
湯浅 修一

山口大学の湯浅でございます。お時間をいただきましてあ
りがとうございます。

今日はこちらにございます「データとデジタル技術の活用
を織り込んだPBLの進め方の案」というテーマでお話しをさ
せていただきたいと思います。

今日の目的ですが、山口大学の先生方におかれましては、
4月に「ひと・まち未来共創学環」が開設さ
れますが、この学環で取り扱うことになっ
て い る PBL（Project Based Learning） に
DXの考え方を織り込んだ標準的な進め方を
ご提案させていただきたいと思っておりま
す。また、今日をきっかけにPBLの進め方
について先生方とご議論させていただきな
がら、学環としてはこういう形で進めたら
いいのではないかという標準的な形を固め
ていきたいと思っておりますので、今日は
そういう位置付けでお聞きになっていただければと思います。

山口県立大学や山口学芸大学の先生方におかれましては、それぞれの大学でPBLを設計
される際の参考にしていただければと思っております。それから3つ目の目的ですが、先
ほどご紹介いただいたとおり私は実業の方におりましたので、そこでの経験なども踏まえ
て、企業や自治体と連携してPBLを進める
上での留意事項などを少しお話しさせてい
ただきたいと思っております。

今日の内容は、これら3つの目的を踏まえ
ましてこちらのスライドにあります5つの項
目を準備しております。特に2番目の項目の
山口大学の新設学環のPBLをどのように進
めていったらいいのかという辺りを中心に
お話しをさせていただきたいと思っており
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ます。
最初にDXというのは、実業ではどのよう

に捉えているのかということを、実業での
経験も踏まえてお話しさせていただきます。
DXというのは、企業では「デジタルの力を
使ってトランスフォームをすること」という
ように認識しています。

このスライドに書いてあるのは経済産業
省のDXの定義ですが、朱筆しているように、
データとデジタル技術を使って、自分たち
の製品やサービスあるいはビジネスモデル、仕事のやり方などを変革する、つまりトラン
スフォームするということになっています。そしてトランスフォームすることが目的では
なく、企業の場合はトランスフォームすることで、今までできなかった新しい価値を提供
していく、例えばもっといい品質の製品を出すとか、もっと早くお客様に商品をお届けす
る、そうした価値を生み出していく、その価値によって競争上の優位性を確立する、ここ
を最終的な目的にしているわけです。　　

変革はもちろん重要ですが、変革を目的
にDXに取り組んでいる会社は無いと思いま
す。企業の場合、最終的には競争優位を確
立しないと意味がないわけです。そういう
意味で、私の勤務していたAGCではDXと
いうのは「X by D」というように言ってい
ました。Dは先ほどのデータやデジタル技
術で、これは手段として使うということで
す。そしてX、トランスフォームするとい
うことが重要で、トランスフォームすることによって新しい価値を生み出していく。それ
によって競争優位性を確立していくということがDXで、AGCではDXをそのように捉え
ていましたし、多くの企業も同じように考えていると思います。

自治体の場合も、あるいは教育機関の場合もこの建付けは同じで、最後の競争優位性の
確立というところが、自治体の場合なら、住民に新しいサービス、今までよりもいいサー
ビスを提供していくとか、教育機関の場合
なら、生徒一人一人に合わせた教育を行っ
ていく、といった形で変わってくると思い
ますが、データとデジタル技術を手段とし
て使って、自分たちのやり方を大きく変え
ていく、そこの建付けは同じだと思います。
最後の目指しているところがそれぞれの組
織によって違うと思いますが、このように
DXを捉えておくといいかと思います。

したがって特にこのSPARCで育成しよう
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としている文系DX人材は、DXをこのスライドの矢印のように上から見た方がいいと思
います。自分たちの組織、企業や自治体、教育機関などがどんな価値を今、提供していく
必要があるのか、ということをまずよく考える。そしてその新しい価値をどうしたら提供
できるのか。今のしくみでその新しい価値を提供できれば、そのしくみを使って提供すれ
ばいいのですが、そうでないとしたら、今のしくみを変えていく必要があるので、どのよ
うに変革するのか、ということを次に考える。そして最後に変革を実現するためにデータ
とデジタル技術を手段としてどのように使っていくのか、というように上から考えていく
とDXはわかりやすいですし、文系DX人材という人たちはそういう発想ができた方がい
いのではないかと思います。　　

このようにDXを捉えているわけですが、
山口大学のひと・まち未来共創学環におき
ましては、文系DX人材を育成していくこと
となっています。このスライドに書いてあ
るのは、この学環の中で定義をしている文
系DX人材ですが、先ほど申しましたように
デジタル技術やAI技術を活かす方法を知っ
ていて、デジタル技術者と一緒に実践して
いく、そして新しい価値を生み出していく、
そういう人材を育成するということにして
います。　

デジタル技術をどうやって使うかというところを一生懸命考える、それも必要なのです
が、文系DX人材というのは、まず自分たちはどういう価値を提供していく必要があるの
かということを考える必要があると思います。企業にいた者からすると、やはり経営管理、
マネジメントの目線からデータとデジタル技術をどんなふうに使って、それを新しい価値
を生み出すための企画・立案につなげていくかといったことが考えられる人材だと思いま
す。　

この（参考）のスライドは余談ですが、実
業では文系DX人材、このスライドの中央
の人材、これはもちろんDXに取り組む上
で必要です。山口大学の場合、新しい学環
で特に社会科学系の科目を取っている学生
は、文系DX人材を目指して地域のニーズや、
経営学、経済学の理論を学びながらDXの知
識を身に付けていくというカリキュラムに
なっていると思います。一方、この右側に
書いてあるデジタル技術者、つまりソフト
ウェア開発をしたり、あるいは最近ですとAIの技術などを詳しく知っている人材もDXに
は必要で、この部分は山口大学の場合工学部や理学部で育成していると思います。その上
で、実業でDXを進める上でとても重要なのは左側の人材です。例えば私のいた会社はも
のづくりの会社ですので、製造プロセス、あるいは製品開発といった仕事のやり方や課題
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を十分理解した上でDXを知っている人材、あるいは最近よく話題になりますが、AIをは
じめデジタル技術を倫理的にどのように使っていくのがいいかのといったことを倫理学や
哲学を学んだ上で考える人材が必要になります。山口大学の場合、製造プロセスや製品開
発は工学部や理学部の学生が、またデジタル技術の倫理的な活用は人文学部の学生がDX
を理解するということになりますので、Yu-DXプログラムという形でカリキュラムを提供
しています。このように、実業では3つの種類の人材が連携しながらDXを進めていくと
いうケースが多いと思います。今日は、これ以降は、この中央の学環で育成する文系DX
人材に向けたPBLということでお話しいたします。

最初に学環でのPBLの位置付けですが、このスライドのとおり、PBLを課題を発見し、
解決する方法を実践的に学ぶカリキュラムとしています。

2年生の前期から3年生の前期・後期、そ
れから4年生の卒業研究と、学生は在学中
に合わせて4回PBLで学ぶということになっ
ており、そうした複数のPBLにデジタル技
術とデータの活用を織り込んでDXを学んで
いきますので、それぞれのPBLの進め方や
内容について、ある程度標準的な考え方を
整理しておいた方がいいと思います。また、
PBLを進める上でデジタル技術とデータの
活用ということを前提にしますので、実施
ステップやそれぞれのステップでどんなこ
とをやっていくのかということもある程度
標準として決めておかないと、担当する教
員によってやり方がバラバラになってしま
う、山口大学としてDXの考え方が定まら
ないということになります。また、学習の
到達レベルについてもやはり標準的な考え
方を決めておいた方がいいと思っておりま
して、この辺りを今日、ご提案も含めてお
話し差し上げたいと思います。ご提案する
場合は、スライドの左の上に「提案」と朱筆
しておりますので、この部分につきまして
は今日をきっかけにして、山口大学の学環
の基幹教員の先生方とお話ししていきたい
と思っております。　　

標準を設定する目的を学生、教員、PBL
の連携先の企業や自治体がそれぞれ期待で
きるメリットとしてまとめたものがこのス
ライドです。特に学生にとってはデジタル
技術とデータを活用してPBLを進めていくということについて、あらかじめどのように進
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めるのか、あるいは各学年のPBLはどのような位置付けなのかといったことを理解した上
で取り組むことで、学習効果が高まると思っています。教員にとっても、同様にPBLの進
め方を念頭に置いた上で授業を設計していただいた方が良いと思います。また、連携先の
企業や自治体にPBLの進め方を説明される際も、こういう進め方をするので、この部分で
協力してほしいといったようにお話しができるのではないかと思います。企業や自治体の
方も、あらかじめどのような形で協力できるのかを理解した上でPBLに協力いただけると
思います。そして、先々は標準が一つだけということではなく、増やしていったらいいと
思いますが、まずは最低限の取り決め事項ということで一つの標準を設定しておいたらい
いのではないかと思います。

学環の場合は、PBLが先ほど申しました
ように4年間で4回あるわけですが、最初に
それぞれの位置付けを明確にしておいた方
がいいと思っております。2年生の前期に最
初に学ぶのがPBL入門ということになって
いますので、これは3年生でPBLに取り組
んでいくための準備ということに位置付け
たらどうかと思っています。3年生の前期に
なったらPBLⅠということで、ここは後か
らお話しますが、課題を解決するために実
装を踏まえた企画・立案をするところまで進めたらどうかと思っています。また、3年生
の後期は、PBLⅡということで、テーマにもよりますがPoC（Proof of Concept）といわ
れる試行まで進んだらどうかと思います。4年生のPBLは卒業研究で総仕上げという位置
付けで取り組んだらどうかと思います。　　

そうした位置付けをもう少し詳しく書い
たのがこのスライドです。2年生の前期と3
年生の前期、最初の2つのPBLは、学環の
場合はDX人材育成推進室の先生が教員とし
て教えるということを想定しています。3年
生の前期まではDX人材育成推進室の先生が
連携先の企業や自治体に学生を連れて行っ
て、フィールドワークをやってという形に
なることを想定しています。この間にも黄
色く色を塗っているところ、ここは座学の
授業が中心になりますが、社会科学系の学生の場合は、経営学などを学ぶことになります。
その後3年生の後期、4年生のPBLは学環の基幹教員の先生にPBLを担当していただくと
いうことを想定しています。したがって3年生の前期と後期の間に、DX人材育成推進室
の先生から学環の基幹教員の先生に学生を引き渡すという形を想定しています。3年生の
後期は学環の基幹教員の先生に教えていただくということを想定していますので、全部で
40名の学生を8グループほどに分けてPBLを実施していくことになると思います。またそ
のための連携先も基幹教員の先生に見つけていただくということになります。　　
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このように、PBLの位置付けや役割分担を踏まえた上で、実際にPBLにDXをどのよう
な形で織り込んで進めていくのかということを書いているのが次ページのスライドです。
標準としては、このようなステップでPBLを進めたらどうかと思っています。この進め方
はPPDACサイクルに準拠したもので、最初のPはProblemということで課題の設定をし
ます。例えばどのような新しい価値を提供していったらいいのかということをここで現状
を見ながら、考えていくというステップです。その後、２番目のP、Planがあり、新しい
価値を提供するために現状を把握する上で必要なデータを集めて分析する計画を立てるス
テップがあります。次にその計画に沿って実際にデータを集めてみるところが3つ目のD、
Dataのところです。ここで現状をデータを通して可視化する、「見える化」します。現状
がどのようになっているのかというのがデータを通してわかる。人間の勘・コツというの
もとても重要ですが、データとデジタル技術を使って現状を客観的に把握してみるという
のがDのステップになります。次に、データを集めて見えた現状について、どうしてその
ようになっているのかということを分析します。この点がわかってくると次の対策が打て
るようになりますので、それをA、Analysisのところで行います。現状を分析するという
ことで「わかる化」をするわけです。
「見える化」「わかる化」をして、現状を把握して、どうしてそうなっているのかという

ことがわかると、次の対策が打てるわけですが、それをいきなり実行するのではなく、ど
のような手を打つかということを考えるのが次の企画・立案のステップになります。企
画・立案のステップでは、こんなことを、いつまでにやっていこうとか、あるいは、これ
をやったらお金がいくらかかるけどそれは回収できるのか、できないのか、というような
ことを考えていくことになります。　そして企画・立案した取り組みをいきなり実行して
しまうと失敗するリスクもありますので、次にPoCと呼ばれるステップを入れることがあ
ります。まず試行してみて、うまくいきそうだと見通しが立ったら、実装のステップに進
むことになります。そして実装まで進むと、実際に変革ができますので、「変わる化」とい
うことになります。「見える化」「わかる化」をして、「変わる化」をするというようなステッ
プをデータとデジタル技術を使いながら進めていくと、DXのPBLという形になってくる
わけです。
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このようなPPDACサイクルですが、左から右にスムーズに流れるということはあまり
なく、実際には戻りがあります。例えばＡのステップまで進んで「わかる化」をしてみたけ
れども、もう少し深く現状を把握しないと分析が深まらないということですと、もう一度、
Ｐのデータの収集・分析の計画のところに戻ったりするわけです。このようにPPDACサ
イクルの中を何度か戻りながら、最終的には実装まで行くというのが実業では多いと思い
ます。　　

ここまでお話ししたPPDACサイクルのそれぞれのステップの目的や実施項目は、この
スライドに書いているとおりです。今日は細かいところはお話ししませんが、このステッ
プではこういうことを学生に考えて、学んでもらおう、ということをある程度決めておい
た方がいいと思います。そうした取り決めがないと、ステップは経たものの学生から出て
きたアウトプットの質がばらついて、深い学びにつながっていない、ということになるの
ではないかと思います。例えば企画・立案の目的は「施策の計画化」で、そこでの実施項目
の中に「ニーズ」とありますが、企業の場合お客様が本当にそのニーズを持っているのか、
自治体の場合住民の方が本当にそのニーズを持っているのかとかといったことを確認して
おく、あるいは「人材、体制」とありますが、その施策はどういう人材がどのような体制で
進めて行くのかといったことを明確にしておいた方がいいと思います。また、「KPI（Key 
Performance Indicator）」として、企画・立案した取り組みを実装した際に、それが本当
にうまくいっているかどうかを確かめるための指標を決めておいたり、「採算計算」をして、
その取り組みのための投資をしたら、どのくらいの採算性があるのか、あるいはないのか
という検討が必要と思います。DXの企画・立案ということなら、この辺りまでは、上手
にできるかどうかは別にして、やっておくということを学生にも理解してもらうことが必
要なのではないかと思います。特に文系DX人材としてマネジメントの目線でDXの取り
組みを考える上では、こうした視点を持っておいた方がいいと思っています。それからこ
のスライドの下の方に矢印を引いていますが、3年生の前期は企画・立案までは少なくと
もやってみたらどうかと思っています。3年生の後期になったら、学環の先生に教えてい
ただいてテーマによってはPoCまでは進めてもいいと思います。そして4年生では卒業研
究としてできるだけ実装に近いところまで取り組んだらいいと考えています。　

また、先ほどのPPDACサイクルですが、それぞれの実施ステップでねらいや留意事項
があります。例えば最初のP(課題の設定)では、構想力を高めることを大きなねらいをし
たらいいと思いますが、山口大学の場合は「デザイン思考論」などの授業もありますので、
そうした授業も活かして、学生が筋のいい
課題を立てる力を高めたらいいと思ってい
ます。次のP(データの収集・分析の計画)
では、データリテラシーとも言いますが、
どんなデータを集めて何を分析していくの
かということを考える力を高めていくこと
をねらいにしたらいいと思います。また企
画・立案のステップは、文系DX人材として
データとデジタル技術を活用した取り組み
を企画・立案する力を高める、また実装の
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ステップは、どこまでできるかは別として、
自分たちが描いた取り組みを実装する力、
自分一人ではできないので、周りの人たち
に協力してもらいながら進めて行く実装力
を高めていく、そうしたねらいを持って進
めていったらいいと思います。この辺りは、
今日はご提案としてお示ししていますので、
今後、学環の先生方と引き続きお話しさせ
ていただければと思っております。

PBLの到達度の評価は、これはすでに決
めていただいていますが、このようにルーブリックを設定しておりまして、PBL入門のと
ころからPBLⅠ、PBLⅡ、卒業研究と進んでいくほど到達レベルの数字が大きくなってい
るのがおわかりになると思います。3年生前期のPBLⅠのところを、企画・立案ができる
という到達レベルにしています。学環の場合は4つのPBLがあるわけですが、それぞれの
PBLの位置付けとそれを踏まえた到達レベルを決めておくと、担当する教員やPBLで扱う
テーマによってアウトプットがばらついてしまうといったことが抑制できますので、ある
程度レベルの揃った教育ができるのではないかと思っています。

このようなPPDACサイクルをもとにした取り組みは、教科書の世界だけではなく、い
ろいろな企業も進めていますので、その例
を2つほどお示ししたいと思います。

このスライドはダスキンというハウスク
リーニングの会社の例です。2年前の日経新
聞に載っていたものですが、ダスキンでは
社員のやりがいを高めるという取り組みを
しており、社員に「仕事にやりがいを感じて
いますか」という質問をして、年代別にやり
がいを感じている社員の割合をとってみる
と、このグラフのように25歳から29歳まで
の社員が目立って低いということが「見える化」しています。データで現状を「見える化」
をしているわけです。どうしてこの年代はやりがいを感じている社員の割合が低いのかと
いうことを、多分該当の年代の社員に聞い
たのではないかと思いますが、入社して一
通り仕事を覚えてリーダーにはなったもの
の権限もそれほどないし、給料も上がらな
いということでやりがいに結びついていな
いことがわかったそうです。「わかる化」
したわけです。このためダスキンでは、若
手を抜擢する制度を取り入れました。ある
年代のやりがいを感じる社員の比率が低い
ことが「見える化」すると、それが権限や

112 地域活性人材育成事業・2024年度　SPARC教育プログラム論集・報告書Vol.2



処遇に起因していることが「わかる化」し、それを踏まえて人事制度の「変わる化」ができ
るわけです。これを先のPPDACサイクルになぞられてみると、ダスキンでは、最初の
P(Problem)で、やりがいを社員の人たちに価値として提供したいと考え、次のP(Plan)で
そのために社員満足度データを集めて年代別に分析しようという計画を作ったのではない
かと思います。そうすると、先ほどのようにD(Data)で年代別にやりがいを感じている社
員の比率が「見える化」しますので、A(analysis)のところで、25歳から29歳の社員のやり
がいを感じている比率が低いのは、権限や処遇に原因があるということが「わかる化」しま
す。それを踏まえてC(Conclusion)、「変わる化」として抜擢制度の導入、実装につながって
います。

もう一つの事例は、ダイキン工業です。
ダイキン工業はエアコンの会社ですが、業
務用のエアコンについてはエアコンそのも
のを売っているのではなく空気を売ってい
るということで、サブスクリプションサー
ビスを提供しています。お客様のところに
設置したエアコンから稼働データを取って
いて、例えば、エアコンの稼働時間(何時
から何時まで動いている)とか、消費電力
はどのくらいかといったデータがAir as a 
Serviceという専門の会社に集まるようにしています。そうするとこのスライドの左側の
ように、厨房でずっとエアコンが稼働しているとか、会議室ではどのくらいエアコンが使
われているといったことが「見える化」します。それをもとに、エアコンが無駄に動いてい
ないかといったことが「わかる化」してきます。人がいないのにエアコンがずっと稼動して
いるといったことがわかってくるため、ダイキン工業はお客様のところに例えばタイマー
を設定して何時から何時までエアコンが動くようにしておけば無駄な動きが減るとか、厨
房でずっと動かしているエアコンはもうすぐ部品が壊れる時期だから予防措置としてあら
かじめ部品を交換すべきといった提案ができるようになります。このようにデータを使っ
てエアコンの稼働ができるだけ安定するように、故障しないようにといったサービスを提
供しています。　

これもPPDACサイクルとして見ると、ダ
イキン工業は安心、安定、快適な空間を価
値として提供しようとしていますので、そ
のためにエアコンからデータを取得して分
析するという計画を考えています。実際に
データを通して部屋ごとのエアコンの稼働
状況を「見える化」し、そこから無駄な稼働
をしているエアコンが「わかる化」します。
そこで見つけた無駄をなくすために稼働時
間をタイマー設定するといった提案を「変わ
る化」として行っています。ダイキン工業ではエアコンを売るというビジネスモデルを空
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気を売るというビジネスモデル（サブスクリプションサービス）に変革しています。　
このようにデータとデジタル技術を上手に使うとビジネスのしくみそのものを大きく変

えていく、新しい価値を提供するということができるようになるわけです。こうしたこと
をPBLでとなると難しいと思いますが、DXに取り組む上でPPDACサイクルという考え
方が一つあるということを学生の皆さんにも学んでいただき、文系DX人材として社会に
出てほしいと思います。

こうしたPBLに取り組んでいく上では、
やはり企業や自治体の方々と連携する必要
があると思いますが、私の実業での経験か
ら注意していただいた方がいいことなどを
最後にお話しいたします。PBLで企業と連
携する場合、やはり大学と企業とがWin-
Winの関係になることが重要と思います。
これは先生方の方が十分認識されていると
思います。

大学、学生の場合、このスライドの左側
にありますが、座学では難しい能動的な学びがPBLを通してできると思いますし、企業に
はいろいろな仕事があってDXだけをやっているわけではなく、様々な知識を持っていな
いと変革することは難しいということを理解してもらったらいいと思います。また、この
スライドには書いていませんが、PBLを通して失敗を経験するということも、大学生の間
なら大丈夫だと思いますので、そうした機会にもしてもらったらいいと思います。

一方で企業としては、固定概念やしがらみといったところから離れた学生のアイデアに
触れられるということは、やはりメリットがあると思います。学生が提案してくれたもの
がそのまま企業で受け入れられるとは思いませんが、視点を少し変えるという意味で有効
だと思います。そうしたWin-Winの関係になっているということが、やはり企業、あるい
は自治体と一緒に連携して進める上では必要だと思います。

また、今日お話ししたようにデータとデ
ジタル技術を使ったPBLとなるとデータ
をどうしても企業からもらうとか、一緒に
集めるといったことが必要になってくるわ
けですが、先生方もご認識されているとお
り、データは意外と企業の人は認識してい
ないこともあります。よく「データがあり
ますか」と担当の人に聞くと「ないんですよ
ね」とおっしゃることがあります。これは
データを隠しているわけではなく、認識さ
れていないわけです。例えばこのスライドの左側の人がAさんだとすると、Aさんは自分
の担当のデータだけを管理をしていて、隣のBさんがどんなデータを持っているかはご存
じないことが多々あります。例えば学生がAさんのところに行って「あなたの組織の損益
のデータはありますか」と聞くと「ないんですよね」と答えることもあります。よく聞いて
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みると、Aさんは売上のデータを管理しているため、売上のデータは持っています。一方
でBさんは、コストのデータを管理しているのでそのデータは持っています。損益のデー
タを取ろうとしたら、Aさんが持っている売上のデータからBさんが持っているコストの
データを引かなければいけないのですが、担当の方はそのように認識していないことがあ
ります。このため、何のデータをどういう形で取るのかを考えておく必要があります。ま
た、小さな組織では手書きの台帳がまだ残っていることもあります。これはやはりいった
んデータにしないと、データとデジタル技術を活用してPBLを進めるということは難しい
と思います。　

さらに、データは持っているものの、企
業が学生には出せないと考えているケース
もおそらくあります。例えばお客様の個人
情報や仕入れ値などの機密情報、中長期の
計画のデータ、生産設備の配置などといっ
たデータは多分出しにくいと思います。し
たがってどういうデータをもらえそうなの
かということを連携先と相談しながらPBL
を計画し、進める必要があると思います。　

また、出してくれるデータもきれいなデー
タばかりということは少ないと思います。
例えば表記の揺れみたいなことがよくあり
ます。“りんご”でもひらがな、カタカナ、
漢字といった書き方がありますが、コン
ピュータはこれらを同じデータとは認識し
てくれないので、表記を揃える必要があり
ます。そうしたクレンジングの作業は連携
先の企業ではなく、データを集めた学生が
行う必要があります。また、よくあるのが
日付で西暦を4桁で入れている人と下2桁で
入れている人がいると、これもコンピュータは同じ年号のデータと認識してくれないので、
標準化をする必要があります。さらに、先ほどのような手書きのデータというのもありま
す。企業や自治体がいつもきれいなデータ
を持っているかというと、必ずしもそうで
はないこともありますので、このようなク
レンジングや標準化の作業は必要になるこ
とが多いと思います。

こうしたこともあるため、PBLでは企業
が整えたデータを使うということだけに拘
らずに、学生が自分でデータを集めるとい
うことも、選択肢として検討しておいた方
がいいのではないかと思います。
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例えば、「駅前の商店街を活性化する」という課題を設定するとしたら、人流のデータと
いうのは学生が集められる、数えられるわけです。そうした人流のデータを集めるところ
もPBLに織り込んで、集めたデータを見ながら何曜日になったら人が途切れるからそこに
プロモーションをかけるとか、そのような企画・立案もできると思います。また、最近は
Googleマップなどから、道が狭くて山が迫っている所なども判別できると思いますので、
そうした箇所の災害対策を提案するなど、きれいなデータではないかもしれませんが、学
生がデータを集めればそうした提案もできると思いますので、一つ選択肢としておくと良
いと思います。

今日お話ししたような形でPBLに関する
標準を決めておいたらどうかと思っており
ます。冒頭に申し上げましたとおり、山口
大学の学環の先生方におかれましては、今
日、フレームワークをご提案という形でお
話し差し上げていますので、また3月に入っ
てもう少し具体的、実務的なところ、例え
ば先ほどのPPDACサイクルの各ステップ
での実施項目などをワークシートとともに
ご提示しますので、ご相談させていただき
たいと思っております。こうした打合せを何度か経て、2025年度の前期中、9月頃までに
学環としてこういう形でPBLにDXを織り込んでいくということが固まってきますと、先
生方もそこからPBLの指導計画を作られたり、あるいは連携先との調整を始めるといった
ことができると思います。そうした時間を残しておいた方がいいと思いますので、2025年
度の前期中にこの辺りを決められるように進めさせていただければと思っております。

最後にこれはご参考ですが、全国から選
抜された高等専門学校の生徒たちが「もの
づくり」と「ディープラーニング」を活かし
たビジネスプラン作りコンテスト（NHKで
放送されています）に参加しています。こ
の通りに進めることは難しいと思いますが、
PBLの企画・立案、実装の例としてご参考
までにお示しいたします。　

私からは以上でございます。どうもあり
がとうございました。
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おわりに

折り返し地点に立って
山口県立大学 SPARC推進室長　岩野 雅子

本学のSPARC事業には、国際文化学部の30名近い先生方をはじめ、専任や兼務を含めた
20名近いSPARC推進室員がかかわり推進してきています。毎月のSPARC推進室会議に加
え、定期的な国際文化学部との再編会議、大学トップとの協議等をふまえ、3年目を終わろ
うとしています。

本年度は、令和6年7月にKDDI維新ホールにおいて、やまぐち共創大学コンソーシアム
として開催した3大学共同のシンポジウムで、国際文化学部長（西田教授）が本学の取り組み
を報告しました。また、DXによる地域課題解決（PBL）では学生代表者による発表があり、
大学のブースでSPARC事業の広報を大々的に行うことができました。

広報といえば、「文系DX人材」を広く知っていただくための動画作成、3学科の新しい教
育内容を伝えるための広報動画作成、地元テレビ局やSNS等での発信、入試本部が行う全県
的な高校訪問用のリーフレットやチラシ作成など、3学科で異なる文系DX人材の特色を打
ち出すよう努力しました。令和6年6月末から半年間という短い期間での広報活動で、実際
の入試の応募者につながるかの不安はありましたが、多くの方々のご理解とご協力を得て、
SPARC事業の枠組みの中で挑戦できたことは、今後の広報戦略について考える機会となり
ました。

本年度末となる令和7年3月にKDDI維新ホールにおいて開催された、全国のSPARC事業
採択校が集うシンポジウムにおいては、3大学の連携開設科目の成果発表をはじめ、PBL実
施やリカレント教育の課題と展望についても知見を得られ、本事業の意義や意味を再確認で
きました。

令和7年度からのSPARC教育プログラム本格始動に向けて、SPARC推進室体制を再度見
直し、実際に授業科目を担当される先生方の支援を行っていきたいと思います。

今後の課題の一つ目は、持続可能です。事業終了後の自走化に向けて、少しずつSPARC
推進室業務を通常の学部業務に落とし込んでいく道筋を見出す必要があります。二つ目は全
学的な展開です。DX（デジタル・トランスフォーメーション）やGX（グリーン・トランス
フォーメーション）は、世界・日本・地域社会の課題であり、どの専門分野でも直面する課
題です。今回の地域活性化人材育成（SPARC）事業の経験を、国際文化学部のみにとどめる
のではなく、異なる形で、他学部・大学院へと活かしていく道を模索する必要があります。

2025年（令和7年）3月
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